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1 R. Chapus, Droit du contentieux administratif, 13e éd., Montchrestien, 2008, p. 1084. 
2 取消訴訟の審理と判決の効力に関する戦前の議論から最新の議論までを簡潔にまとめたもの
















                                                     
4 参照、小早川光郎『行政法講義〔下Ⅱ〕』（弘文堂、2005 年）215-220 頁、宇賀克也『行政法
概説Ⅱ 行政救済法〔第 5 版〕』（有斐閣、2015 年）276-277 頁、橋本博之『現代行政法』（岩波
書店、2017 年）200 頁等。 
5 例えば、条例制定行為の処分性を肯定し、判決理由において第三者効の意義に言及した最判
平成 21 年 11 月 26 日民集 63 巻 9 号 2124 頁、土地区画整理事業計画の効力について「絶対的






代行政法講座Ⅱ 行政手続と行政救済』（日本評論社、2015 年）209-260 頁。また、フランス
越権訴訟の第三者効の淵源を探ったものとして、伊藤洋一『フランス行政訴訟の研究——取消
判決の対世効——』（東京大学出版会、1993 年）がある。 
7 最判平成 4 年 4 月 28 日民集 46 巻 4 号 245 頁、253 頁。したがって、裁判所の判断しなかっ
た事項について拘束力が及ぶことはないはずであるが、学説には行政による主張立証の懈怠を
理由にかかる事項にまで拘束力を及ぼすべしとの意見があり、かかる判断を明示する判決も存
在する。近時のものとして、平成 29 年 11 月 21 日知的財産高等裁判所判決・裁判所ウェブサ









法 33 条 1 項）を拘束する効力であり、判決の趣旨に従って行動すべき実体法上の義務を定
めるものであるとするのが通説の理解である 9。 
 













                                                     
れている（小早川・前掲注 4、223 頁）。 
9 それとは異なる手続的通用説の説明として、南博方・高橋滋編『条解 行政事件訴訟法〔第 3
版補正版〕』（弘文堂、2009 年）578 頁［東亜由美執筆］参照。それに対する批判として、参
照、高橋滋・市村陽典・山本隆司編『条解 行政事件訴訟法〔第 4 版〕』（弘文堂、2014 年）
663-664 頁［興津征雄執筆］。 






2010 年）4 頁、高橋ほか編・前掲注 9、661 頁、塩野宏『行政法Ⅱ〔第 5 版補訂版〕』（有斐
閣、2013 年）193 頁。 
11 藤田・前掲注 10、494 頁。 
12 南ほか編・前掲注 9、572 頁。 
13 理論上の論点にとどまっていることにつき、参照、原田尚彦「取消判決の拘束力」ジュリス
ト 925 号（1989 年）212-213 頁、南博方編『注釈行政事件訴訟法』（有斐閣、1972 年）304-
306 頁［阿部泰隆執筆］、塩野・前掲注 10、244 頁等。拘束力が判例上に現れるのは、ほとん
どが後述する不整合処分の取消請求に係る訴えの利益の判断においてであり、そのほか拘束力
の生じる判断の範囲、行政庁の範囲、事件の範囲に関する判決がいくつか存在するにとどまる


















                                                     
た稀有な事例として、大津地判平成 9 年 6 月 2 日判自 173 号 27 頁、大阪高判平成 10 年 6 月
30 日判時 1672 号 51 頁があり、この事件につき、参照、興津・前掲注 10、15 頁以下、村上裕
章「取消訴訟における審理範囲と判決の拘束力」同『行政訴訟の基礎理論』（有斐閣、2007
年）272 頁以下〔初出、2006 年〕。 
14 南ほか編・前掲注 9、572 頁。 
15 参照、同上、570 頁以下。 
16 塩野・前掲注 10、189 頁、南編・前掲注 13、308 頁、高橋ほか編・前掲注 9、684 頁。 
17 塩野・同上、188 頁、南編・同上、309 頁。石崎誠也「取消判決の拘束力と不整合処分の取
消義務について」法政理論 31 巻 4 号（1999 年）166 頁をも参照。なお、不整合処分取消義務
につき、判例・学説の想定する類型に限定すべきでないとするものとして、常岡孝好「申請
型・非申請型義務付け訴訟の相互関係に関する一考察」宮崎良夫先生古稀記念『現代行政訴訟
の到達点と展望』（日本評論社、2014 年）188 頁以下参照。 
18 参照、大貫裕之「行政訴訟の審判の対象と判決の効力」磯部力・小早川光郎・芝池義一編
『行政法の新構想Ⅲ 行政救済法』（有斐閣、2008 年）131 頁以下、高橋ほか編・前掲注 9、
670 頁。 
























                                                     
21 参照、南ほか編・前掲注 9、591 頁、高橋ほか編・前掲注 9、686 頁。 
22 前掲注 13 の判決のほか、近時、再度の退職手当支給制限処分が拘束力に違反する処分であ




23 例えば、大阪地判昭和 38 年 10 月 31 日行集 14 巻 10 号 1793 頁、札幌地判昭和 51 年 7 月
29 日行集 27 巻 7 号 1096 頁。後掲注 26 をも参照。 
24 採掘権取消処分が取り消されると、通産局長は採掘権回復登録義務を負うから、義務付け訴
訟は認められない（福岡地判昭和 32 年 3 月 19 日行集 8 巻 3 号 465 頁、札幌地判昭和 31 年 1
月 10 日行集 7 巻 1 号 148 頁）。戦傷病者戦没者遺族等援護法に基づく遺族年金等の受給権を否
定した裁決の取消とあわせて、同権利を有する裁定をなすべき義務の確認を求める訴えの利益
を否定される（東京高判昭和 39 年 11 月 26 日行集 15 巻 11 号 2192 頁）等。 
25 藤田・前掲注 10、495-496 頁。 
26 本文で例示する判決のほか、以下のような内容の判決がある。建築不許可処分が消防法 7 条
の消防長の不同意の違法を理由に取り消された場合、消防長は再度の建築許否の際、同意すべ
き拘束を受ける（福岡高判昭和 29 年 2 月 26 日行集 5 巻 2 号 403 頁）。贈与税賦課決定が取り
消されると税務署長は拘束力により賦課決定を前提とする差押処分の取消義務を負う（大阪地
判昭和 38 年 10 月 31 日行集 14 巻 10 号 1793 頁）。県知事のした産業廃棄物収集運搬業の取消
処分が取り消されたときは、当該取消処分がされたことに基づいて市長がした産業廃棄物収集
















                                                     
日平成 21 年（行コ）第 78 号（LEX/DB））。なお、以下の二判決は、訴えの利益を認めた判例
として挙げられるものでもある。宗教法人規則の認証拒否処分が裁決で取り消され、認証処分
がなされたあとに裁決取消判決がされると、原処分庁は裁決に拘束された認証処分を取り消
し、認証拒否処分を復活させなければならない（最判昭和 41 年 3 月 31 日訟月 12 巻 5 号 669
頁）。第一種市街地再開発事業において、借地権の存在を前提に所有者 A と借地権者 B に権利
変換処分がされたあと、B への処分が借地権の不存在を理由に取り消された場合、施行者は A
への処分を取り消し、改めて借地権不存在を前提とする処分をしなければならない（最判平成
5 年 12 月 17 日民集 47 巻 10 号 5530 頁）。 
27 札幌地判昭和 51 年 7 月 29 日行集 27 巻 7 号 1096 頁。 


































                                                     
がたびたび応酬を繰り広げていた様子につき、参照、興津・前掲注 10、265 頁。なお、拘束力
と申請型義務付け訴訟の役割分担に関して、小早川光郎「行政庁の第一次的判断権・覚え書




義務確認訴訟における補充性の要件を欠き、不適法とされたものがある（熊本地判平成 3 年 8
月 8 日行集 42 巻 8=9 号 1356 頁、参照、南ほか編・前掲注 9、581 頁）。 
32 名古屋地判平成 22 年 12 月 9 日判タ 1367 号 124 頁、東京地判平成 19 年 5 月 25 日裁判所ウ
ェブサイト平成 18 年（行ウ）第 265・266 号およびその控訴審である東京高判平成 19 年 10 月
17 日裁判所ウェブサイト平成 19 年（行コ）第 217 号。 





から、受給資格認定請求は不適法とされた判決が存する（大阪高判昭和 50 年 11 月 10 日行集





















                                                     
35 前掲注 7 参照。さしあたり、“措置としての行政処分”と“規律としての行政処分”の考え方に
つき、高橋ほか編・前掲注 9、666 頁、信義則または権利濫用の法理等に基づく行政による再








されるが（大阪高判昭和 41 年 11 月 29 日行集 17 巻 11 号 1307 頁、東京地判昭和 44 年 9 月
25 日判時 576 号 46 頁）、原状回復義務が生じると解すると、代執行完了後における除却命令




























                                                     
38 最近のものとして、例えば、山本隆司「行政手続および行政訴訟手続における事実の調査・
判断・説明」小早川光郎先生古稀記念『現代行政法の構造と展開』（有斐閣、2016 年）293
頁、須田守「取消訴訟における『完全な審査』（一）～（五・完）」法学論叢 178 巻 1～3 号、4
号、6 号（2015～2016 年）、同「理由提示と処分理由（一）～（四・完）」法学論叢 179 巻 1～
4 号（2016 年）、同「行政調査論の基礎的構成」行政法研究 25 号（2018 年）109 頁がある。
なお、参照、太田匡彦「抗告訴訟における実体法の観念——あるいは行政法における実体法の
観念、その現況」小早川光郎先生古稀記念・同 260 頁。 
39 例えば、山本隆司「義務付け訴訟と仮の義務付け・差止めの活用のために（上）（下）——
ドイツ法の視点から」自治研究 81 巻 4 号、5 号（2005 年）、横田明美『義務付け訴訟の機能』






大法政論集 76 号（1978 年）93 頁、同「フランスにおける行政裁判所の判決の執行」専修法学






























                                                     































第 2節 フランスにおける判決の効力の基礎 
 次章からの考察に先立ち、本節では、越権訴訟 43を中心に、既判事項の効力に関する基本










第 1款 既判事項の権威と既判事項の確定力 
 
 フランスにおける既判事項の効力は、「既判事項の権威（autorité）」と、「既判事項の確定
力（force）」の 2 種類がある 47。 
既判事項の権威は、終局判決（jugement définitif）の言渡し後、直ちに生じる 48。但し、






周年記念論文集 第 1 巻 法一般・歴史・裁判』（有斐閣、1983 年）631 頁、注(55)は、「既判事
項の権威（l’autorité de la chose jugée）」と「既判事項の効力（force de la chose jugée）」と訳し
出しているが、本稿では、山口俊夫編『フランス法辞典』（東京大学出版会、2002 年）の訳語
にならい、権威と確定力と訳し、「effet」を一般的な「効力」と解している。 






47 R. Chapus, op. cit., (note 1), p. 921 et s.；S. Guinchard et T. Debard (dir.), Lexique des 
termes juridiques, 25e éd., 2017, Dalloz, p. 114. 


















確定力を解するとされていたが、1995 年コンセイユ・デタ判決 57以降、破毀申立て（un 
pourvoi en cassation）の可能性を残した確定判決（控訴院判決、始審かつ終審の行政地方裁
                                                     
49 C.E. Sec., 9 décembre 1983, Ville de Paris, Rec., 499, concl. Genevois. なお、中間判決
（jugements avant dire droit）の場合、仮の性格か確定的な性格かという基準で、既判事項の
権威の有無が決せられるが、両者を兼ね備えた場合などの判断は容易ではない（C. Broyelle, 
Contentieux administratif, 4e éd., L.G.D.J, 2016, pp. 292-294）。 
50 民事訴訟における控訴の執行停止効とは異なり、行政訴訟において、不服申し立て（控訴
（appel）、第三者異議の訴え（tierce opposition）、再審の訴え（recours en révision）、破毀申
立て等）は、法律が別に定める場合を除き、原則として停止的効力をもたないことから、この
意味において、既判事項の権威が停止する場合は限定的ともいえる。Cf. R. Chapus, op. cit., 
(note 1), p. 1187 et s. 
51 R. Chapus, ibid., p. 1082. 
52 F. Gazier et R. Drago(dir.), Répertoire de contentieux administratif, t.1, Dalloz, 2003, p. 23, 
n°137. 
53 R. Chapus, op. cit., (note 1), p. 1084. 
54 G. Braibant, Remarques sur l’efficacité des annulations pour excès de pouvoir, E.D.C.E., 1961, 
p. 56. 
55 実際に、上訴審判決の言い渡しまで義務の履行を日延べする行為を既判事項の違反とみなし
た判決も存在する（par exemple, C.E., 13 juillet 1966, Dme Ximay, Rec., p. 1093）。 
56 G. Braibant, op. cit., p. 56. 













第 2款 既判事項の権威の客観的範囲 
 








                                                     
58 なお、行政控訴院の欠席判決（judement par défaut）に対する故障申立て（opposition）に
理由がある場合、出訴期間徒過後あるいは申立てが斥けられたあとでしか、既判事項の確定力
は生じない。また、破毀判決が下された場合、既判事項の確定力は終了する。Cf. R. Chapus, 
op.cit., (note 1), p. 924. 
59 M. Guyomar et B. Seiller, Contentieux administratif, 3e éd., Dalloz, 2014, p. 448. 
60 Cf. F. Gazier et R. Drago(dir.), op. cit., p. 23, n°124. 
61 J.-C. Ricci, Contentieux administratif, 5e éd., Hachette, 2016, p. 210；R. Chapus, op. cit., 
(note 1), p. 1085. なお、第 2 章でとりあげる 1949 年ベルリエ判決は、主文にのみ従った処分
を、既判事項に反するとして取り消している（R. Chapus, ibid, p. 1086）。この点に関する
20 世紀初頭の論争については、cf. P. Weil, Les consequences de l’annulation d’un acte 
administratif pour excés de pouvoir, thèse, Pedone, 1952, p. 44 et s. かかる判決理由にまで既判
事項の権威が及ぶ理由につき、違法性判断と取消の峻別の欠如や、裁判作用からの説明が見ら
れる（参照、小早川・前掲注 20、241 頁、223 頁、注(52)）。 
62 C.E., 21 décembre 1932, Amiens, D.H. 1933. p. 123. なお、主文のなかで、行政がとるべき
執行義務を明示する判決が現れている近時の傾向については、第 3 章で触れている。 
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63 Par exemple, C.E., 28 janvier 1972, Association Pour l’intérêt de la résidence à Ecully, R.D.P., 
1972, p. 1531, note Waline. 


























                                                     





2015 年〕がある。亘理・同 254 頁以下では、違法性の承継の問題においても、適用措置









理・前掲注 66、297 頁以下〔初出、2015 年〕参照。 















第 1項 裁判所および第三者 
 












































                                                     
71 厳密には、越権訴訟のほか、司法裁判官による刑事判決、行政裁判官による公道違警罪
（contraventions de grande voirie）に関する判決に原則的に絶対的権威が認められている。Cf. 
R. Chapus, op.cit., (note 1), pp. 1095-1096.  
72 司法裁判所、憲法院を含む（J. Ricci, op. cit., p. 230）。司法裁判秩序、憲法裁判秩序に対す
る行政訴訟判決の効力については、cf., F. Gazier et R. Drago(dir.), op. cit., pp. 24-26. 




きもある（参照、興津・前掲注 10、184 頁以下）。 
75 対世効を制限する仕組みとして、第三者異議の訴えがある。民事訴訟法上の相対効を前提と
するものであったが、権利侵害を要件として、コンセイユ・デタにより越権訴訟においても認
められた（C.E., 29 novembre, Boussugue, Rec., p. 1135, concl. Blum）。詳細につき、伊藤・前
掲注 6、371 頁以下、とりわけ 384 頁以下参照。 

























                                                     
かの判定基準となる（小早川・前掲注 20、228 頁）。 
78 J. Ricci, op. cit., p. 230 ; R. Chapus, op. cit., (note 1), p. 1094. 既判事項の相対的権威の場
合、公序にあたらないため、抗弁が申し立てられない場合、後訴による再審理に服する。な
お、越権取消の絶対的既判事項の権威の公序的性格は全面審判訴訟裁判官にも及ぶ。 
79 G. Braibant, op. cit., p. 53. 
80 C.E., 15 juillet 1955, Renteux, Rec., p. 446. 期間についての判決はほとんどなく、個別の状
況に左右されることになるが、例外的な場合を除き、3，4 か月を超えることはできないとの説
明もある（cf. R. Chapus, op. cit., (note 1), p. 1145）。 
81 フランスでは、行政による不作為の違法性を争うのではなく、予先的決定の原則（régle de 
la decision préalable）により、行政に対する申請を前提にそれに対する行政の応答の違法性を
争う。2000 年 4 月 12 日法律（loi n°2000-321 du 12 avril 2000 relative aux droits des citoyens 
dans leurs relations avec les administrations）L.231-1 条によって、行政機関は、申請に対して
——従来は４か月であったが本法律以降——2 か月以内に応答をしないと原則として承認決定
がなされたとみなされる法理が明文化されていたが、2013 年 11 月 12 日法律（loi n°2013-
1005 du 12 novembre 2013 habilitant le Gouvernement à simplifier les relations entre 
l’administration et les citoyens）による改正によって、沈黙＝拒否処分から、沈黙＝許可処分へ
と変更されている。改正前の沈黙＝拒否処分制度制定までの検討を行ったものとして、服部麻










第二に、2000 年の法典化作業で明文化された行政裁判法典 L.11 条との関係である。同条










                                                     
下参照。 
82 R. Chapus, op. cit., (note 1), p. 1143. 
83 J.-P. Costa, L’exécution des décisions de justice, A.J.D.A., 1995, p. 300 ; J. Waline, op. cit., 
(note 73), p. 704；M. Guyomar et B. Seiller, Contentieux administratif, 3e éd., Dalloz, 2014, p. 
456. 
84 J. Ricci, op. cit., p. 231 ; R. Chapus, op. cit., (note 1), p. 1082. 
85 R. Chapus, ibid. 




（l’autorité qui s’attache aux decisions de justice）に照らして、義務的（obligatoires）である。
以上から、とりわけレフェレ判事が行政行為の差し止めを宣言した場合、行政は適法に同一行
為を繰り返すことはできないということになる」（C.E. Sec., 5 novembre 2003, Association ≪
Convention vie et nature pour une écologie radicale≫et Association pour la protection des 
animaux sauvages, Rec., p. 444, concl. Lamy；A.J.D.A., 2003, p. 2253, chron. Donnat et Casas；
J.C.P. adm., 2004, p. 1029, comm. Gautier）。 



















合もある 92。それが「結果としての取消（annulation par voie de conséquence）」という法理
であり、不整合処分の取消を申し立てられた越権裁判官は、不整合処分そのものの違法性を
                                                     
係る判例法理と法制度に基づき、取消判決の規範的内容が解されてきたことから、あくまで付
随的な根拠条文に過ぎないものと解される。A. de Laubadère, J.-C. Venezia, Y. Gaudemet, 







90 小早川・前掲注 20、221 頁。 
91 同上、211 頁も「フランスでは、取消判決およびその効果を論ずるにあたって、原状回復
（restitutio in integrum）の問題にもっとも多く紙幅を割くのが例である」とする。 

















関係に関する法典（Code des relations entre le public et l'administration）96」の規定をもと




                                                     
93 M. Guyomar et B. Seiller, op. cit., pp. 457-458. なお、先行処分の取消請求に付帯した請求と
して後行処分の取消請求がなされることもある。 
94 職権取消は、将来とともに過去に向けた当該行為の法的消滅、撤回は、将来に向けた当該行




96 2015 年 10 月 23 日オルドナンスおよび同日デクレ（ordonnance n°2015-1341 du 23 
octobre 2015 relative aux dispositions législatives du code des relations entre le public et 
l’administration, décret n°2015-1342 du 23 octobre 2015 relatif aux dispositions législatives du 
code des relations entre le public et l’administration）に基づく。 
97 以下で述べる内容のほか、本法典における職権取消と撤回のルールにつき、参照、飯島淳子
「フランス行政法の法典化」行政法研究 27 号（2018 年）36-37 頁、齋藤健一郎「立法紹介」
日仏法学 29 号（2017 年）158-161 頁。フランス法の職権取消論の展開について、斎藤健一郎
「フランス法における行政行為の職権取消（一）～（三・完）」自治研究 88 巻 8 号 122 頁、9
号 125 頁、10 号 105 頁（すべて 2012 年）参照。 
98 なお、以下の規定については、適用除外として、EU 法に由来する諸要請がある場合と、法律
および命令上の特別の規定がある場合が挙げられている（L.241-1 条）。 
99 Cf. M. Long, P. Weil, G. Braibant, P. Delvolvé, B. Genevois, Les Grands arrêts de la 
jurisprudence administrative, 21e éd., Dalloz, 2017（以下、本稿では G.A.J.A.という。）, pp. 





















                                                     









（C.E., Avis, 26 juillet 2018, n°419204）。 








106 Cf. G.A.J.A., p. 747：斎藤・前掲注 97、（三・完）105-112 頁。  
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107 C.E. Sec., 26 janvier 1934, Glon, Rec., p. 134 ; C.E., 14 mai 1980, Souarn, Rec., p. 843. 
108 従前は、出訴期間が職権取消可能な期間とみなされており、本判決もそうであった。 
109 R. Chapus, op. cit., (note 1), pp. 1130-1131；伊藤・前掲注 6、283 頁。命令とその適用処分
双方の取消が要件であると思われるため、根拠命令の違法と適用処分の取消で成り立つ同種違
法行為の場合よりも限定的である。 
110 飯島・前掲注 97、37 頁は「事情変更の原則（principe de mutabilité）に基づいて極めて柔
軟に認め」たものと説明する。 
111 同上、38 頁。 
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第 1節 留保裁判による階層的統制  










                                                     
1 P. Montané de La Roque, L’inertie des pouvoirs publics, Paris, 1950, p. 385.  
2 A. Mestre, Le Conseil d’Etat, protecteur des prerogatives de l’administration : études sur le 
recours pour excès de pouvoir, L.G.D.J., 1974, p. 62. 
3 フランスにおいても成立時点に関し見解の一致をみないことおよび代表的論者の見解につい
ては、阿部泰隆『フランス行政訴訟論』（有斐閣、1971 年）〔初出、1968-1969 年〕20 頁、31
頁注(3)、伊藤洋一『フランス行政訴訟の研究——取消判決の対世効——』（東京大学出版会、
1993 年）12-14 頁、より最近の学説をも踏まえた分析として、興津征雄「越権訴訟の起源をめ
ぐって」日仏法学 25 号（2009 年）85 頁以下参照。1826 年以前においては、判決についても
「行政行為」概念が用いられることがあったこと、および 1826 年のランドラン判決（C.E., 4 
mai 1826, Landrin, Rec., p. 256）が無権限および越権の場合にコンセイユ・デタへの直接提訴




第 1款 留保裁判における取消判決 
 
第 1項 留保裁判の沿革 
 
 フランスにおける行政訴訟の歴史は、革命後のコンセイユ・デタの誕生を起点にするなら
ば 4、共和暦 8 年（1799 年）にまでさかのぼる。ボナパルト・ナポレオンによる統治の黎明
期にあたる当時、諮問機関として創設された。その後、1806 年 7 月 22 日のデクレにより、
裁判形式の手続きを行う訴訟委員会（Commision du Contentieux）が、コンセイユ・デタに
設けられるが 5、裁判所（tribunaux）と称されることはなかった 6。委員会の判断に基づき、
最終的に判断を下すのは、国家元首（chef de l’Etat）であったからである 7。コンセイユ・
デタの判断は、国家元首の裁可（approbation）を得るべき、「理由を付した答申（avis motivé）」
にすぎなかった 8。「留保裁判（justice retenue）」と呼ばれる所以はここにある。 
 コンセイユ・デタ誕生の背景には、とりわけアンシャンレジーム期の司法権に対する不信
感があると言われている。いわゆる法規的判決（arrêt de règlement）と法令登録をなす権限
                                                     
4 中世から革命前までの行政裁判所の原始的形態については、渡辺宗太郎「仏蘭西に於ける行
政裁判法の沿革」同『行政に於ける全体と個人』（1940 年）299 頁以下（初出、1927 年）が詳
しい。 




還暦記念 現代行政と法の支配』（1978 年）255 頁。 
6 第一帝政期から七月革命政府時代までのコンセイユ・デタの組織、手続きについては、神谷
昭『フランス行政法の研究』（有斐閣、1965 年）23-40 頁〔初出、1962 年〕参照。 
7 コンセイユ・デタの判断に従わなかったことはほとんどないと言われるが、セリニー著、田
中耕造訳『佛国行政訴訟論 復刻版』第 4 巻（信山社、2002 年）〔初出、1885 年〕577 頁には
1817 年と 1819 年にコンセイユ・デタの判断が修正された判決が下されたことが記載されてい
る（同書は、D. Serrigny, Traité de l'organisation, de la compétence et de la procédure en 
matière contentieuse administrative dans leurs rapports avec le droit civil, Durand, 1865 を訳し
たものと思われる）。なお、H. Berthélemy, Traité élémentaire de droit administratif, 13e éd., 

















第 2項 取消判決の法的性質 
 
 もとより、留保裁判は憲法上の根拠を有している。「すべての裁判は国王より発する（toute 















掲注 4、312-314 頁、村上・前掲注 8、15-17 頁。 
12 コンセイユ・デタの構想は、シェイエス（Sieyès）の考えによるとされるが、シェイエス自
身、このコンセイユが、裁判官として決定するのか、活動行政の上級機関として決定するのか
について、何等考えを示さなかったという（C. Durand, Etudes sur le Conseil d’État napolé-
onien, Presses universaires de France, 1949, p. 61）。 
13 1814 年憲法 57 条、1830 年憲法 48 条、同様の規定をもつ 1852 年憲法 7 条などがある。参
照、兼子仁『行政行為の公定力の理論』（東京大学出版会、1961 年）227 頁。 



















う 19。越権訴訟の階層的性格は、その法律上の根拠からも明らかである。すなわち、第 2 節
で述べる 1872 年法律の制定に至るまで、越権訴訟の根拠条文とされていたのは、1790 年









                                                     
15 阿部・前掲注 3、25 頁〔初出、1968-1969 年〕、伊藤・前掲注 3、12 頁。 
16 阿部・同上、23 頁。 
17 村上裕章「越権訴訟の性質に関する理論的考察（一）」九大法学 57 号（1988 年）9 頁。 
18 F. Blanco, Pouvoirs du juge et contentieux administratif de la légalité, thèse, Aix-Marseille : 
PUAM, 2010, p. 82. 
19 村上・前掲注 17、12 頁、注(8)。 
20 同上。阿部・前掲注 3、21 頁〔初出、1968-1969 年〕。 
21 J. Massot, Portée et conséquences de l’annulation par le juge d’un acte administratif, 
E.D.C.E., n°31, 1979-1980, p. 113. 
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22 E. Foucart, Éléments de droit public et administratif, 3e éd., t.3, Paris, 1943, p. 363. 
23 Th. Ducrocq, Cours de droit administratif et de législation française des finances : avec 
introduction de droit constitutionnel et les principes du droit public, 7e éd., t.2, Paris, 1897. p. 
161. 
24 Ibid., p. 164. 
25 以下、伊藤・前掲注 3、68 頁以下参照。 
26 正確には、出訴期間内に上級庁に申立てをした場合に大臣は裁判官であり、出訴期間徒過後
に申立てがした場合に大臣は単なる上級庁であるということになるという。 
27 当時の学説もそのことを認めている。Par exemple, L. Aucoc, Conférences sur l’adminitration 
et le droit administratif, 1re éd., t.1, 1869, p. 466 et s.  
28 E. Foucart, op. cit., pp. 249-250.  

















                                                     
30 H. Berthélemy, op. cit., p. 148. 
31 伊藤・前掲注 3、68-70 頁をも参照。 
32 C.E., 2 juin 1859, Gosse, Rec., p. 402 ; C.E., 27 mai 1863, Drillet de Lannigou, Rec., p. 
470. Cf. F. Blanco, op. cit., p. 81. 
33 E. Laferrière, Traité de la juridiction administrative et des recours contentieux, 2e éd., t.1, livre 
1, Berger-Levrault, 1896, p. 185. 
34 王政復古期において、行政国家論者であった J.-B. Sirey もまた、彼の主張の当然の帰結とし
て、行政行為と裁判行為とを同視していた（Du Conseil d'Etat selon la Charte Constitution-
nelle, Paris, 1818, p. 239 et s.）。 
35 参照、斎藤健一郎「フランス法における行政行為の職権取消（一）」自治研究 88 巻 8 号
（2012 年）125 頁。 
36 後掲注 47 の文献を参照。 









































                                                     
39 E. Foucart, op. cit., p. 129. 








び＜それに続くすべての行為（tout ce qui s’en est suivi）＞を無効とする（invalider）ため、
当該議決の取消は、付随的に、契約自体の取消を生じさせる 44。」 
 
「この（議決の）取消は、対世的であり、遡及的である（vaut erga omnes et rétroagit）。すな
わち、議決を破毀した（casse）判決は、＜判決の日から議決の資格（le titre）を失うのでは
なく、存在しなかった（il n’a jamais existé）と判断するのである。資格がなかったことを宣
言する（déclaratif）判決は、新たな権利を創設する（constitutif）ものではなく、破毀され





及効に関する記述を 19 世紀末まで見つけることはできない 47。判例はといえば、1850 年代
まで取消判決の効力について明言する判決は皆無に近く 48、コンセイユ・デタの態度を読み
取ることは困難である。結局、コンセイユ・デタによる遡及効の確立は 20 世紀の到来を待
                                                     
41 その歴史はカペー朝の 987 年にまでさかのぼる。なお、高等法院（パルルマン）は、1291
年にこの国王顧問会議から独立の機関として分離したものである。参照、渡辺・前掲注 4、300
頁。 
42 J.-L. Mestre, Introduction historique au droit administratif français, PUF, 1985, pp. 140-141, 
259-262. なお、選挙作用に関する行為は国王顧問会議が取消を行っていた（Ibid., p. 259）。  
43 高等法院など 5 つの裁判所を含むアンシャンレジーム期の司法裁判所の総称。 
44 J.-L. Mestre, op. cit., (note 42), p. 260. 
45 Ibid., p. 262. 
46 Cf. F. Blanco, op. cit., pp. 201-202. 
47 F. Blanco, ibid., p. 202. 少なくとも以下の文献には記述がない。L.-M. Macarel, Éléments de 
droit politique, Paris, 1833；E. Foucart, op. cit.；Vivien, Etudes administratives, 3e éd., t.2, 
Paris, 1959；セリニー著、田中訳・前掲注 7；A. Batbie, Traité théorique et pratique de droit 
public et administratif, 2e éd., t.7, Paris, 1885；L. Aucoc, Conférences sur l'administration et le 
droit administratif faites a l'école des ponts et chaussées, 3e éd., Paris, 1885；R. Dareste, La 
Justice administrative en France, 2e éd., Paris, 1898；Th. Ducrocq, op. cit. 
48 伊藤・前掲注 3、17 頁。 
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49 C.E., 26 decembre 1925, Rodière, Rec., p. 1065 ; R.D.P., 1926, p. 32. concl. J. Cahen-
Salvador. 
50 Par exemple, M. Kellershohn, Des effets de l’annulation pour excès de pouvoir, thèse, 
Bordeaux, Sirey, 1915, pp. 34-35. 
51 F. Blanco, op. cit., p. 202. 
52 伊藤・前掲注 5、11 頁以下、とりわけ 23 頁以下。 
53 前掲注 38 参照。 
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  Ⅰ 判例 
 
 １ 権利実現のための差戻し 
まず、コンセイユ・デタは、判決主文に行政行為を取り消すと表記するだけでなく、原告
を行政庁の前に差し戻す（renvoyer）という文言を加えることがあった 56。「権利実現のた




                                                     
54 C.E., 26 juillet 1912, Compagnies des chemins de fer Orléans et Midi, Rec., p. 889. この判決
以降、主文の解釈に必要な判決理由にも既判事項の権威が及ぶようになった（P. Montané de 
La Roque, op.cit., p. 392）。 
55 参照、前掲注 37。 
56 C.E., 18 mars 1831, Bèry, Rec., p. 310. 










 ２ 行為の命令および判断代置 
                                                     
58 P. Montané de La Roque, op.cit., p. 403. 
59 平田和一「フランスにおける行政裁判——行政に対する裁判コントロールの実効性をめぐっ
て——」名古屋大学法政論集 76 号（1978 年）141 頁、交告尚史「判決の履行を確保する手
段」フランス行政法研究会『現代行政の統制——フランス行政法研究会——』（成文堂、1990
年）125 頁。 
60 P. Montané de La Roque, op.cit., p. 403 によると、政治的な理由から議会において行政が追
及される余地はあったという。 
61 C.E., 8 juillet 1898, Coudray；C.E., 30 novembre 1906, Jacquin, Denis, Rage-Roblot et autre, 
S., 1907, Ⅲ, p. 17；C.E., 18 février 1949, Dame Vue Cusson, Rec., p. 86；C.E., 12 mai 1950, 
Lhomme, Rec., p. 284. なお、1880 年代に一時用いられなくなったことの指摘もある（F. 
Blanco, op. cit., p. 115, note 556）が、今日の教科書にも越権裁判官の手法として紹介されてい
る（J.-C. Ricci, Contentieux administratif, 5e éd., Hachette, 2016, p. 220）。 
62 C.E. Ass., 27 mai 1949, Véron-Réville, Rec., p. 246；G. Pal.,1949, p. 34, concl. R. Odent；S., 




手法は、判決主文の意味を考える上でも重要である 63。例えば、1829 年のブリエール判決 64
は、留保裁判に特有ともいえる判断を下している 65。曰く。 
 












ばしば用いていたのである 66。さらに注目すべきは、1869 年のクレマン夫人判決 67であろ
う。判決理由は次のように言う。 
 
                                                     
63 さらに、Th. Ducrocq, op. cit., p. 32 は「法律および既得権違反の取消事由には、司法裁判所
判決であれ、一般・特別行政裁判所判決であれ、それらの既判事項に反する行政行為をも含ま
れる」と説明したうえで、一般行政裁判所判決に反するものとして、以下の判例を挙げてい






64 C.E., 21 janvier 1829, Brière, Rec., p. 14. この判決および後掲 67 のクレマン夫人判決を紹介
するものとして、平田・前掲注 59、141 頁がある。 
65 なお、コンセイユ・デタ廃止論までもが登場するほど、コンセイユ・デタが危機に瀕した王
政復古期において、コンセイユ・デタに対する上訴を排除する立法および政府の動きに対し掉
さした判決が同判決であったことについて、興津・前掲注 3、100 頁以下参照。 
66 C.E., 27 décembre 1812, Perrot, Rec., p. 375；C.E., 18 août 1833, Concessionnaires du 
dessèchement de la vallée de l’Authie, Rec., p. 375；C.E., 27 mai 1862, Pensa, Rec., p. 456. 
















るが 70、後世の法学者による反駁を受けている 71。 
 以上のような判決は、政治体制を問わず下されており 72、とりわけ階層的統制が際立ち、
それゆえに越権訴訟の飛躍の時期とも言われる第二帝政期において 73、かかる手法が多く
                                                     
68 そのほかの判例として、C.E., 1er août 1837, Baudot, Rec., p. 375；C.E., 2 août 1854, 
Frémont, Rec., p. 729；C.E., 6 mars 1857, Davesne, Rec., p. 179. もっとも、判断代置ができな
いことの例として、前述のクレマン夫人判決が挙げられることもある（Hauriou, note sur C.E., 
8 juillet 1904, Botta, Rec., p. 557, concl. Romieu；S., 1904, Ⅲ, p. 81）。 
69 C.E., 10 mars 1864, Darnaud, Rec., p. 230；C.E., 19 mars 1868, Champy, Rec., p. 325；C.E., 
29 juin 1869, Commune d’Aix-en-Othe, Rec., p. 644. 
70 E. Laferrière, op. cit., t. 2. Livre 6-8, p. 570, note n°1. 
71 Cf. F. Blanco, op. cit., p. 110；par exemple, M. Kellershohn, op. cit., p. 142. 
72 F. Blanco, ibid., pp. 110-111. 
73 村上・前掲注 17、10 頁、阿部・前掲注 4、25 頁〔初出、1968-1969 年〕。議会統制との関係
においてコンセイユ・デタによる裁判統制の優位が認められるようになり、越権訴訟の発展に




の確立とともに 75終焉を迎えることになる 76。 
 











                                                     
74 Par example, C.E., 14 juin 1852, Duchesne, Rec., p. 227；C.E., 14 avril 1864, Laville, Rec., p. 
339；C.E., 27 mai 1863, Pensa, Rec., p. 456；C.E., 9 février 1870, Gaullier de Claubry, Rec., p. 
45. 
75 1872 年法による委任裁判への転換を基点とすることについて、シュバリエのテーズ（J. 
Chevallier, L’élaboration historique du principe de séparation de la juridiction administrative et 
de l’administration active, L.G.D.J., 1970. pp. 187-191 et pp. 275-278）をはじめ、学説の共通
認識になっているようであるが、1872 年後にも権利実現のための差戻しの手法が用いられてい
るとして反駁する論者もいた（A. Mestre, op. cit., p. 62；F. Malleray, Essai sur la structure du 
contentieux administratif français. Pour un renouvellement de la classification des principales 
voies de droit ouvertes devant les juridictions à compétence générale, L.G.D.J., 2001, p. 33 et 
s.）。もっとも、F. Blanco, op. cit., p. 108-112 は、他のアンジョンクションや判断代置の手法に
ついての変化を否定することは困難であり、1872 年法が明らかに「行政訴訟の歴史における決
定的な区切れ」であったと結論付ける。 
76 R. Chapus, Droit du contentieux administratif, 13e éd., Montchrestien, 2014, p. 971. 
77 参照、阿部・前掲注 3、22 頁、34 頁注(18) 〔初出、1968-1969 年〕。 




79 なお、前掲注 63 をも参照。 






第 2節 裁判的自立と道徳的効力 
 第三共和政に入り、コンセイユ・デタはついに固有の裁判権（le pouvoir de juridiction pro-
pre）を獲得することになる。委任裁判（justice déléguée）への転換である。このことは、
コンセイユ・デタの国家元首の補佐としての地位の放棄を意味した 81。本節では、委任裁判
への転換の本来的意味と（第 1 款）、その運用および学説の応答を明らかにする（第 2 款）。 
 
第 1款 委任裁判への転換 
 









二共和政の崩壊とともに、1852 年憲法および同年 1 月 25 日デクレによって、再び留保裁
判の地位に戻されている 85。このことから、1872 年の法律はすでになされた事実上の変遷
を法律上に転化したものにすぎないとも指摘される 86。 
 かくして、1872 年 5 月 24 日の法律は、今度こそ、コンセイユ・デタを、委任された裁判
権を行使する機関と位置づけることに成功する 87。すなわち、同法律 9 条曰く、「コンセイ
ユ・デタは、行政訴訟に関する訴えおよび越権を理由とする取消の請求に対し、主権的に
                                                     
81 L. Aucoc, op. cit., (note 47), op. cit., p. 523, 
82 神谷・前掲注 6、68 頁。 
83 E. Laferrière, op. cit., t. 1. Livre 1, p. 249. このとき、国民会議では異論はなかったという。
なお、伊藤・前掲注 3、54 頁以下をも参照。 
84 E. Laferrière, ibid., pp. 249-250. もっとも、これらの訴えの権限は一度も行使されていな
い。 
85 Ibid., p. 270. 
86 兼子・前掲注 13、235 頁、注(5)。 







るのは、大臣＝裁判官制の帰趨であろう。同法制定から遅れること 10 数年、1881 年から
1889 年にかけての一連のコンセイユ・デタ判決、とりわけ 1889 年のカドー判決 89におい
て、大臣＝裁判官制は明確に放棄されている 90。 
 
第 2項 立法者の意図 
 



















                                                     
88 J.リヴェロ著、兼子仁・磯部力・小早川光郎編訳『フランス行政法』（東京大学出版会、1980
年）147 頁。 
89 C.E., 13 décembre 1889, Cadot, Rec., p. 1148, concl. Jagerschmidt ; G.A.J.A., p. 36. 
90 カドー判決および同判決に連なる二判決の事案の概要、判旨につき、神谷・前掲注 6、70-74
頁参照。 
91 E. Laferrière, op. cit., t. 1. Livre 1, pp. 270-271． 

















行政法学者への課題を突き付けるものとなる（第 2 項）。 
 
第 1項 コンセイユ・デタの抑制的態度 
 











                                                     
93 M. Kellershohn, op. cit., pp. 50-51. 
94 なお、留保裁判下では、国家元首のデクレかオルドナンスの形式で判断が下されるため、執
行文は必要がなかったとされる（P. Montané de La Roque, op. cit., p. 382.）。 
95 そのほかの判決は、cf. P. Montané de La Roque, ibid., p. 339；A. Mestre, op. cit., p. 63. 
96 C.E., 25 avril 1873, Abbé Dauphin, Rec., p. 349；C.E., 18 mai Brissy. Rec., p. 492, concl. 
Marguerie；C.E., 13 juillet 1877, hospices de Gray c/ le département de la Haute-Saône, Rec., p. 























                                                     
97 C.E., 16 janvier 1874, Frères des écoles chrétiennes de Levallois-Saône, Rec., p. 43. 
98 Marguerie, concl. préc., (note 96), p. 487. 
99 Cf. P. Weil, Les consequences de l’annulation d’un acte administratif pour excés de pouvoir, 
thèse, Pedone, 1952, p. 168；C.E., 24 février 1899, Viaud, dit Pierre Loti, S., 1899, Ⅲ, p. 105, 
note Hauriou. 
100 C.E., 28 juillet 1876, Commune de Giry, Rec., p. 714. 
101 C.E., 17 avril 1963, Ministre des Anciens Combattants et Victimes de Guerre c/ Faderne, D., 
1963, Ⅱ, p. 689, note L. di Qual. 平田・前掲注 59、147 頁によると、委任裁判への移行後も、
地方行政裁判所はしばしばアンジョンクション権限を行使していたという。 
102 A. Mestre, op. cit., p. 64；F. Moderne, Étrangère au pouvoir du juge, l’injonction, pourquoi 























  Ⅱ 取消判決の道徳的権威 
 
                                                     
103 C.E., 8 août 1896, Compagnies des vateaux à vapeur de la Guadeloupe et conseil général de la 
Guadeloupe, Rec., p. 655. 
104 A. Mestre, op. cit., p. 62. 
105 P. Weil, op. cit., p. 61. 
106 F. Blanco, op. cit., p. 108. 
107 19 世紀後半の立法・判例により、一定条件下での地方公共団体納税者の原告適格および比
較的広範な利害関係人の原告適格が既に肯定されていたことについて、亘理格「フランスにお
ける国、地方団体、住民（3）～（5・完）」自治研究 59 巻 9 号、10 号、11 号（すべて 1983
年）参照。 
108 第 2 章第 1 節をも参照。 
109 C.E., 4 août 1905, Martin, Rec., p. 749. 
110 A. Perrin, L’injonction en droit public français, thèse, Éd. Panthéon-Assas, L.G.D.J., 2009, p. 
397. 
111 Cf. A. Perrin, ibid., pp. 590-592；J. Allier, De l’obéissance due par l’administration active à la 























お、事物の性質上（par la force des choses）越権取消は公権力の行為すなわち上級行政庁の
判断としての効力を備えている 116」という理由から説明する。したがって、越権訴訟の対
世効は「コンセイユ・デタによって行使される全く特殊な、そして公権力および上級行政庁
                                                     
112 E. Laferrière, op. cit., t.1, Livre 2-3, p. 351. なお、小早川光郎「取消訴訟の拘束力」同『行
政訴訟の構造分析』（東京大学出版会、1983 年）218 頁〔初出、1976 年〕は、取消判決が反復
禁止効をもつことに対してかつて存在していた否定説として、この箇所を参照している。 
113 E. Laferrière, ibid., t.2, Livre 6-8, p. 573. 
114 S. Boussard, La classification des contentieux à l’épreuve de la métamorphose du juge de 
l’excès de pouvoir, in G. Bigot et M. Bouvet (dir.), Regards sur l’histoire de la justice 
administrative, Litec-Lexis Nexis, 2006, p. 324 は、適法なサンクションが存在しないからこ
そ、法的義務でなく、道徳的義務でしかないというラフェリエールの理解を示す。 
115 E. Laferrière, op. cit.., t.2, Livre 6-8, p. 572. 
































                                                     
117 Ibid., p. 479. かかる沿革からの説明は必ずしも対世効を理論的に正当化するものではない
が、かかるラフェリエールの理解が多くの支持を集めたことについては、伊藤・前掲注 3、72-
78 頁参照。 
118 A. Batbie, op. cit., p. 452. 
119 Cf. F. Blanco, op. cit., pp. 112-113；A. Mestre, op. cit., p. 65；S. Boussard, op. cit., p. 324. 










たのは、1790 年 8 月 16-24 日の法律 13 条、共和暦 3 年実月 16 日の法律 124である。前者
















（principe de séparation de la juridiction administrative et de l’administration active）とりわ
け裁判官に対する行政の独立原則（indépendance de l’administration active）が、既判事項
の権威のきわめて強力な例外をなすものと解されていた 128。 
                                                     
121 J. Chevallier, op. cit., p. 70. 
122 E. Laferrière, op. cit., t.1, Livre 1, p. 10. 
123 F. Moderne, op. cit., p. 805 は「権力分立原則のフランス的観念」と位置づけられていたこ
とを指摘する。 
124 これらの法律の制定の背景につき、P. Montané de La Roque, op. cit., p. 379. 
125 S. Boussard, op. cit., p. 306. 
126 Cf. A. Mestre, op. cit., p. 65. 
127 Ibid., p. 67. 























「越権訴訟は当事者に対してなされる訴訟（procés fait à une partie）ではなく、行為に対して
なされる訴訟（procès fait à un acte）である。申立ては行為をなした吏員に向けられるので
も、この職員がその利益を図りえた民事上の法人（国家、県ないしコミューン）に対して向
けられるのでもなく、彼がその名において行為した公権力に対して向けられるのである。か
                                                     
統制や裁判官による訴訟指揮等、フランス行政訴訟の各論点において重要な意味を持つことに
なる。 
129 以下の訴訟類型論に関して、参照、村上・前掲注 17、14 頁以下、阿部・前掲注 3、42 頁以
下〔初出、1968-1969 年〕。 
130 Cf. F. Blanco, op. cit., pp. 114-115；A. Batbie, op. cit., pp. 151-152. 
131 L. Aucoc, op. cit., (note 47), pp. 361-362. 
132 Ibid., p. 511. 
133 ラフェリエールの時代に続いて、バルテルミィやデュギーらが訴訟類型論を開陳し、20 世
紀の議論へと展開していくことになる。この点、とりわけ後者については多くの論者がすでに
紹介しているが、さしあたり、阿部・前掲注 3、52 頁以下〔初出、1968-1969 年〕、村上・前
掲注 17、23 頁以下、伊藤・前掲注 3、84 頁以下参照。 
134 その中で、越権訴訟と破毀訴訟（recours en cassation）とが区別される。 






















                                                     
136 Ibid., t. 2. Livre 6-8, pp. 561-562. 
137 阿部・前掲注 3、155 頁〔初出、1968-1969 年〕参照。 
138 Th. Ducrocq, op. cit., pp. 29-30.  




140 E. Laferrière, op. cit., t.1, Livre 2-3, p. 350；J. Chevallier, ibid., p. 72. 









 本章では、20 世紀以降の判例・学説と法制度の展開に先立つ法状況を概観した。第 1 節
では、留保裁判において、裁判官による取消と行政官による取消とが混然一体となっており、
コンセイユ・デタの取消判決は、行政権の最高機関である国家元首によって権威づけられて






























Chevallier, op. cit., p. 67）。 








































de pouvoir）と法律違反（violation de la loi）に求めた。以下では、それぞれの取消事由に基
づく代表的なあるいは典型的な判例を中心に、いかなる内容の義務が導出されたのかをみ
                                                     
1 P. Weil, Les consequences de l’annulation d’un acte administratif pour excès de pouvoir, thèse, 















  Ⅰ 権限濫用による取消 
 
１ 1910 年ファブレグ判決 3 
(１) 事案の概要 
1908 年に、市長は、コミューンの農村保安官（le garde champêtre）に対する暫定的職務
停止（suspension）を命じたデクレのあとに、さらに同様の 10 のデクレを相次いで、10 か
月にわたり発出したのであるが、当該懲戒処分は、1884 年 4 月 4 日の法律 102 条により、
ひと月以上の期間にわたり行うことは許されていなかった。原告ファブレグ氏による申立
てに基づき、コンセイユ・デタは 10 のデクレを取り消した（1909 年 7 月 23 日判決）。そ
れにもかかわらず、市長は頑なに同じ内容のデクレを 7 つ発出し、ファブレグ氏に対する
暫定的職務停止処分を繰り返した。コンセイユ・デタは、権限濫用に基づき、7 つのデクレ





                                                     
2 P. Weil, op. cit., (note 1), p. 170 ; P. Montané de La Roque, L’inertie des pouvoirs publics, 
Dalloz, 1950, p. 409 et s. 
3 C.E., 23 juillet 1909, C.E., 22 juillet 1910, Fabrègues, S., 1911, Ⅲ, p. 121, note Hauriou. この
事件については、阿部泰隆『フランス行政訴訟論——越権訴訟の形成と行政行為の統制——』













immédiatement dans son excès de pouvoir）。…（しかし）農村保安官は落胆しない。改めて、
















pour faire ce que de droit）をラディカルな解決策として挙げる。もっとも、これは忠告に過
ぎず、サンクションではない。しかし、判決の執行のために活動行政を強制的に従わせる方
法はほかにない。強制的に従わせることは、「裁判官を、国家の一部ではないにもかかわら






                                                     
1976 年〕は、C.E., 9 juin 1893, Thorrand, S. et P., 1895, Ⅲ, p. 44, note Hauriou；C.E., 9 mars 
1900, Boucher d’Argis et autres, S. et P., 1901, Ⅲ, p. 1, note Hauriou をも挙げている。 
5 Hauriou, note, préc., (note 3), p. 121. 
6 S. Boussard, La classification des contentieux à l’épreuve de la métamorphose du juge de 
l’excès de pouvoir, in G. Bigot et M. Bouvet (dir.), Regards sur l’histoire de la justice 
administrative, Litec-Lexis Nexis, 2006, p. 324. 





 ２ 1950 年ラモット夫人判決 8 




当該アレテは取り消された（1942 年 7 月 24 日判決）。なお、1943 年 4 月 9 日の判決によ
り、コンセイユ・デタは上記判決の結果として（par voie de conséquence）、当該土地に接す
る三区画の譲渡にかかる別のアレテをも取り消している 9。ところが、知事は、1943 年 11
月 2 日に、別の根拠法律（第二次世界大戦中の特別法）に基づき、同一土地の同一私人に対
する徴用処分（1943 年アレテ）を発出したため、1944 年 12 月 29 日判決は「判決の執行を
遅らせる意図に基づ」く（en vue de retarder l’exécution）ことを理由に挙げ、当該アレテを






である。上記の通り、本判決の前訴にあたる 1944 年 12 月 29 日判決においても、徴用処分
の目的が実質的には判決の執行を遅らせる意図に基づくことを理由に権限濫用としている




のサンクションはすでに 1922 年には登場しているのであるが 10、目的審査という権限濫用
に基づく取消の特徴を如実に表すものである 11。 
                                                     
8 C.E. Ass., 17 février 1950, Ministre de l’Agriculture c/ dame Lamotte, Rec., p. 110 ; R.D.P., 
1951, p. 478. concl. J. Delvolvé, note M. Waline. この判決に連なる前訴として、C.E., 24 juillet 
1942, Rec., p. 231；C.E., 29 décembre 1944, Rec., p. 333. 
9 後述する原状回復義務に基づく不整合処分の取消に係る局面でもある。 
10 C.E., 4 août 1922, Société du Bourbonnais, de Lachomette, Rec., p. 732.「第二の処分が、実
質的に第一の処分のくりかえしにすぎず、第一の処分の実際の性格を変更させる性質を有しな
























く中で制定された 1943 年 5 月 23 日法律をめぐる解釈のなかで示されている 14。すなわち、
同法律 4 条は、「譲渡の付与はいかなる行政上のあるいは司法上の訴えの対象ともなりえな
い（L'octroi de la concession ne peut faire l'objet d'aucun recours administratif ou judiciaire）」
ことを定め、ラモット夫人による再度の出訴を封じ込めようとした。しかし、ラモット夫人













い渡した（C.E. Ass., 31 mai 1957, Rosan Girard, Rec., 335, concl. Gazzier ; C.E., 9 novembre 
1959, Rosan Girard, Rec., p. 584）。 
12 J. Delvolvé, concl. préc., (note 8), p. 481. 









す 16」と論告担当官（commissaire du gouvernement）J.デルヴォルヴェが繰り返し強調して
いるように、本判決の主たる問題は、適法性の原理と位置づけられたのであった 17。 
 
 ３ 1962 年ブレアー判決 18 
















                                                     
15 J. Massot, Portée et conséquences de l’annulation par le juge d’un acte administratif, 
E.D.C.E., n°31, 1979-1980, p. 112. 
16 J. Delvolvé, concl. préc., (note 8), p. 479. 
17 この判決は、のちに適法性の原理を貫徹することを目指した判決として、しばしば引き合い
に出されることになる。Par exemple, A. de Chaisemartin, De Dame Lamotte à Danthony (Le 
principe de légalité est-il encore d’intérêt général ?) in L’intérêt général. Mélanges en l’honneur 
de Didier Truchet, Dalloz, 2015, p. 115. 
18 C.E., 13 juillet 1962, Bréart de Boisanger, Rec., p. 484. 
19 C.E., 27 octobre 1961, Bréart de Boisanger, Rec., p. 595, concl. J.-F. Henry, A.J.D.A., 1961, p. 
613, chron. J.-M. Galabert et M. Gentot. なお、コメディーフランセーズの管理者の雇用の特異
な性格およびブレア―氏を復職させる政府の義務を理由に、1961 年 12 月 1 日には、後任のエ
スカンドゥ氏に対する管理者任命処分をも取り消している（C.E., 1er décembre 1961, Bréart de 





















復行為の禁止の法理の確立に大きな寄与をもたらした 1904 年ボッタ判決および 1949 年ベ
ルリエ判決の概要を述べる。 
 
１ 1904 年ボッタ判決 22 
 (１) 事案の概要 




                                                     
20 C.E., 2 avril 1938, Botton, D., 1939, Ⅲ, p. 40. 
21 G.A.J.A., p. 78. 
22 C.E., 8 juillet 1904, Botta, Rec., p. 557, concl. Romieu；S., 1905, Ⅲ, p. 81, note Hauriou. 本
判決については、小早川・前掲注 4、217-218 頁〔初出、1976 年〕による紹介がある。 
23 国、公施設、社会保障機関などの公会計に関する一般的裁判管轄権を有する。 









 本件の経緯はこうである。1899 年 12 月 6 日の会計院判決に対して、ボッタ氏からの破
毀申立てを受けたコンセイユ・デタは、1902 年 2 月 28 日に会計院判決を破毀し、会計院







 (２) 本判決の意義——既判事項違反と法律違反の同視 
 本判決の解説を施した『主要行政判例解説』は、その冒頭でこう述べる。すなわち、「既
判事項に反するということは、法律（loi）に反することを意味するのであり、既判事項は、









もしくはある判決が法律の侵犯（violation de la loi）によりコンセイユ・デタに取り消され
た場合、当該行為は同様の条件（même conditions）のもと、直ちに繰り返されてはならな
いし、当該判決は、非難された法的理由（moyen de droit）をもって同じ機関により繰り返






に鑑みて、論告担当官ロミウの表現に従い、法的既判事項（chose jugée en droit）という言
葉を用いている。もっとも、事実上の理由に関しても既判事項の客観的範囲が及んでいくこ
                                                     
25 G.A.J.A., p. 78. 

















最も実践的な側面（côté le plus pratique）であるからである 27」。 
「法的既判事項の侵犯は、すでに存在している勝訴要件、例えば、法律侵犯や権限濫用と並び
うるだろうか。この問いに対する答えは時期尚早であるが、筆者は、並びうるように思いつ
つある。一方で、法的既判事項は、法律の解釈および適用であり（une interpretation et une 








２ 1949 年ベルリエ判決 30 
 (１) 事案の概要 
1946 年 8 月 1 日、商工大臣は、ある法律に基づき、ベルリエ会社に属する一工場が法律
にいう「資格を有する管理者」を欠くに至ったとして、その決定により同会社を国の暫定管
理のもとに置き、暫定管理官を任命した。会社がこれを越権訴訟で争った結果、1949 年 7
                                                     
27 Hauriou, note préc., (note 22), p. 81. 
28 Ibid., p. 82. 
29 結論から言えば、独立した取消事由とは位置づけられていない。 
30 C.E., 28 décembre 1949, Société des automobiles Berliet, Rec., p. 579；S., 1951, Ⅲ, p. 1, 
concl. Guionin, note Mathiot；D., 1950, p. 383, note Weil. この判決については、小早川・前掲





月 22 日判決により、当該任命処分は取り消された（第 1 判決）31。ところが、これに対し、
政府は、ただちに事情を再検討したうえで、同月 28 日、「…暫定管理者は、引き続き同社に
あって、1947 年 12 月 10 日の処分（上記判決により取り消された処分）によって委ねられ
たその職務を続行するものとする」とのアレテを発出した。会社による再度の越権訴訟に基
づき、コンセイユ・デタは次のように判示し、当該アレテを取り消した（第 2 判決）。 
「 当該アレテは、コンセイユ・デタにより言い渡された上記取消にもかかわらず、企業が
1940 年 9 月 10 日法律所定の国の暫定管理のもとに置き続けることを目的とするものであ
る。 











調査によれば、1946 年 8 月 5 日に開催された株主総会において指名した暫定的支配人は、
1949 年 7 月 28 日現在も引き続きその職にあったことが認められる。…〔第１〕判決の法













                                                     


































                                                     
32 P. Weil, note. préc., (note 30), p. 384. ベルリエ判決のように、義務の存否のみならず、義務
の内容まで強調した判決として、後述のロディエール判決を引いている。 
33 小早川・前掲注 4、221 頁〔初出、1976 年〕は、「同一行為の反復は、原状回復拒否の『乱
暴かつ露骨』な一類型として位置づけられ」うることを指摘している。 
34 同上。 




































                                                     
36 C.E., 26 juillet 1912, Compagnies des chemins de fer Orléans et Midi, Rec., p. 889. 
37 C.E. Ass., 26 janvier 1940, Courajoux, Le Gall et Guédon, Rec., p. 33. 






















                                                     
39 R. Chapus, Droit du contentieux administratif, 13e éd., Montchrestien, 2008, p. 800 et s. 
40 以上につき、興津征雄『違法是正と判決効——行政訴訟の機能と構造』（弘文堂、2010 年）
129-154 頁参照。これらの考え方がなおも支配的である一方、例外を認める判決が近時登場し
ていることにつき、同 140 頁以下参照。 
41 C.E., 11 octobre 1961, Clément, Rec., p. 560；C.E., 5 janvier 1973, Dueydan, Rec., p. 9；P. 
Weil, op. cit., (note 1), p. 40 は、形式上の瑕疵ならやり直せるというのは、法律の前のあらゆ
る市民の平等の保障（garantie de l’égalité de tous les citoyens devant la loi）に基づくと説明す
る。形式上の瑕疵を治癒してやり直すことができないと、同じ状況で措置を受けた者との間に
不平等が生じるからである。 
42 P. Weil, op. cit., (note 1), p. 39. 
43 小早川・前掲注 4、223-239 頁〔初出、1976 年〕。 
44 法律原因の変更に関して、外的違法ないし内的違法、各々の中でのみ変更を認めるというの
は越権訴訟独特の理論とされる（北村一郎「モテュルスキイ教授のフランス≪訴訟法≫講義」
法学協会編『法学協会百周年記念論文集 第 1 巻』（有斐閣、1983 年）617 頁）。 


























                                                     
47 「工場が資格を有する管理者を欠いていた」「グランベールの所為が“不誠実な行為”に該当
する」といった判断が、ここでの法律原因となる。 











という印象が強い」（同 239 頁）と結論付けられることになる。 
49 C.E., 20 mai 1955, Sagols, Rec., p. 274；C.E., 2 mars 1962, Fédération nationale des 
industries chimiques et parties similaires, Rec., p. 147. これらの判決は、小早川・前掲注 4、
234-235 頁〔初出、1976 年〕で紹介されている。 








  Ⅰ 法律違反と権限濫用の使い分け 
 
 １ 原則としての法律違反 

























                                                     
51 P. Montané de La Roque, op. cit., p. 402. 
52 Ibid. 
53 P. Weil, op. cit., (note 1), p. 56. 





















（moyen subsidiaire d’annulation）であると言われる 60。権限濫用が間接的・抽象的統制で
                                                     
55 C.E., 23 juin 1944, Hôpital-Hospice d’Argenteuil, Rec., p. 179. もっとも、悪意が認定されな
い正当な理由に基づく職の廃止であれば、原告に対する再度の不利益処分は許されることにな
る（C.E. Sec., 14 mars 1952, Bernard, Rec., p. 514；C.E., 2 mai 1959, Permentier, Rec., p. 
296；Cf. G. Braibant, Remarques sur l’efficacité des annulations pour excès de pouvoir, 
E.D.C.E., 1961, p. 58）。 
56 P. Weil, op. cit., (note 1), p. 42. 
57 J. Massot, op. cit., p. 119. 
58 そのほかに、権限濫用に基づく命令制定行為の取消事案として、C.E. Ass., 10 décembre 
1954, Cru, Rec., p. 659；D., 1955, p. 198, concl. Jacomet, note. P. Weil；Cf. P. Weil, op. cit., 
(note 1), p. 42. 






60 J. Waline, Droit administratif, 25e éd., Dalloz, 2014, p. 664；阿部・前掲注 3、141 頁以下〔初
出、1968-1969 年〕、J.リヴェロ著、兼子仁・磯部力・小早川光郎編訳『フランス行政法』（東










                                                     
61 阿部・前掲注 3、131 頁以下〔初出、1968-1969 年〕、L.-V. Fernandez-Maublanc, Le 
prétendu déclin du détournement de pouvoir, in Études offertes à Jean-Marie Auby, Dalloz, 
1992, p. 240；A. Mestre, Le Conseil d’Etat, protecteur des prerogatives de l’administration : 
études sur le recours pour excès de pouvoir, L.G.D.J., 1974, pp. 56-57. 
62 R. Chapus, op. cit., (note 39), pp. 1160-1161. 例外として、建築許可の執行停止（sursis à 
exécution）にかかる事案であるが、執行停止判決後、再度同様の建築許可を交付した市長に対
し、「判決の効力（effet）を妨げる動機（mobile）を有していた」として権限濫用により取り消
した 1991 年判決が挙げられている（C.E., 11 décembre 1991, Association Fouras 




Gaudemet, Droit administratif, 21e éd., L.G.D.J., 2015, p. 155）と言われるように、極めて限定
的な適用にとどまる最大限の統制が用いられる場合を除き、審査の余地は残る。L.-V. 






法裁判所判決の執行にかかるものであるが、以下のようなものであった（C.E., 19 février 1988, 








については、我が国において夙に指摘されている（阿部・前掲注 3、79 頁以下、135 頁以下
〔初出、1968-1969 年〕）。フランスにおいても、適法性の概念の実現に大きく寄与したという



























第 2款 原状回復 
 
 行政が負う執行義務は、必ずしも不作為義務に限られない。むしろ、何らかの作為義務を
                                                     
64 R. Chapus, op. cit., (note 39), p. 1161. 
65 J. Allier, De l’obéissance due par l’administration active à la chose jugée par la juridiction 
administrative, thèse, Paris, 1923, pp. 13 et 20. 
66 Y. Gaudemet, op. cit., (note 62), pp. 156-157；J. Allier, op. cit., pp. 18-20；Cf. A. Perrin, 
L’injonction en droit public français, thèse, Éd. Panthéon-Assas, L.G.D.J., 2009, p. 405. なお、
参照、橋本博之「『法治主義』論と現代行政法の課題——適法性原理（principe de légalité）の
参照可能性」公法研究 80 号（2018 年）32 頁以下。 
67 阿部・前掲注 3、160 頁〔初出、1968-1969 年〕。 
68 同上。 
































昇進（avancement compatible tant avec la chose jugée par le Conseil qu’avec les autres droits 
individuels）をもたらさなければならない。」「コンセイユ・デタ判決によって直接的にある
いは間接的に影響を受ける個人の状況を全体として検討し、適式に、かつ判断を下したコン
                                                     
70 P. Weil, op. cit., (note 1), p. 161 は「取消は、本質的に確認的であり、消極的行為に関して
は、新たな法を形成する行政行為の介入によってのみ現実化する」と述べる。 
71 Ibid., p. 167. 





















昇進の場合にもこの原状回復義務を認めたのが 1956 年のバルビエ判決であった 79。試験に
合格しうるか否かを考慮し、職団（corps）の変更までも含めたキャリアの回復が課される
としたのである。これらの判決は、とりわけ問題が先鋭化していた公務員分野において、既
判事項の完全な執行（pleine exécution）を厳格に要請した判決 80として、20 世紀の裁判的
統制の象徴的な判例群といえる一方で、第三者の介在を免れない領域であることから原状
回復の難しさを如実に表すものでもあった。 
                                                     
73 踏襲する判例として、par exemple, C.E. Ass., 5 juin 1970, Puisoye, Rec., p. 385；A.J.D.A., 
1970, chron. R. Denoix de Saint Marc et D. Labetoulle；C.E., 24 juin 1991, Pillet, Rec., p. 1032. 
74 年功による昇進（avancements à l’ancienneté）の場合、ほとんど困難はない（G.A.J.A., p. 
240）。 
75 なお、既得の権利（droits acquis）を侵害された第三者は当然損害賠償を請求しうる（C.E. 
Sec., 29 juillet 1932, Associaciton des fonctionnaires de la marine, Rec., p. 825）。また、この判
決で興味深いのは、「そのような正当な賠償を第三者に認める、あるいは、立法者による介入を
生じさせる（provoquer l’itervention du législateur）ことは、行政の職掌にある」という判示で
ある。本章第 2 節や第 4 章で取り上げる立法による有効化の手段を行政の有する正当な手段を
みなしている点で、のちの裁判的統制の強化とは相反する論調がうかがえる。 
76 J. Waline, op. cit., (note 60), p. 698.  
77 A. Mestre, op. cit., p. 64. 
78 Girardot et Raynaud, chron. sur C.E. Sec., 10 octobre 1997, Lugan, A.J.D.A., 1997, p. 957. 
79 C.E., 13 juillet 1956, Barbier, Rec., p. 338, 































                                                     
81 C.E., 19 octobre 1936, Malherbe et Renard, Rec., p. 890；C.E., 4 janvier 1952, Lhomme, 




83 J. Massot, op. cit., p. 113. 
84 C.E., 28 juillet 1999, Lainé, n°195572. この判決は、既判事項の絶対的権威の理由を職権で
適示して係争処分を結果として取り消さなかった下級審判決を取り消したものである。 
85 A. de Laubadère, J.-C. Venezia, Y. Gaudemet, Traité de droit administratif, 14e éd., t.1,  















  Ⅰ 義務の類型 
 １ 取り消された行為に代替する行為 









し、今日もなお維持されている。一方で、事実上の公務員の理論（la théorie des fonctionnaires 





                                                     
86 J. Massot, op. cit., p. 119. 
87 Par exemple, M. Kellershohn, Des effets de l’annulation pour excès de pouvoir, thèse, 
Bordeaux, Sirey, 1915, p. 218 et s.；P. Weil, op. cit., (note 1), p, 182 et s. 
88 小早川・前掲注 4、211 頁〔初出、1976 年〕。 
89 R. Chapus, op. cit., (note 39), p. 1123. 
90 C.E. Ass., 2 novembre 1923, Association des fonctionnaires de l’administration centrale des 



























                                                     
91 同様の帰結として、ある公務員の任用処分の取消は、その公務員が参加した委員会の手続き
上の適法性に影響を及ぼさないとされる（C.E., 24 juin 1953, Perchel, Rec., p. 57）。 
92 R. Chapus, op. cit. (note 39), p. 1137. 
93 C.E. Sec., 20 mai 1960, Hennequin, Rec., p. 352. 
94 J. Massot, op. cit., pp. 122-123. 
95 C.E., 8 février 1995, Mme Robert, D.A., 1995, n°279；C.E. Sec., 16 mai 2001, Préfet de 
police, Rec., p. 234, A.J.D.A., 2001, p. 643, chron. M. Guyomar et P.Collin et p. 672, note A. 
Legrand. なお、有効なものとみなされる処分を理由とする損害賠償責任は発生しうる。 
96 C.E. Ass., 2 décembre 1983, Charbonnel, Rec., p. 474, concl. M. Roux, A.J.D.A., 1984, p. 76, 
chron. B. Lasserre et J.-M. Delarue, G. Pal., 1984, p. 169, note B. Poujade, R.D.P., 1985, p. 827, 
note J. de Soto；Cf. R. Chapus, op. cit., (note 39), p. 1137. 
97 C.E., 7 avril 1933, Deberles, Rec., p. 439. 
98 R. Chapus, op. cit., (note 39), pp. 1139-1141. 























 ２ 不整合処分の整序 




                                                     
100 Ibid. 
101 Ibid., p. 119. 
102 Par exemple, C.E., 13 juillet 1962, Bréart de Boisanger (supra note 18). 
103 P. Weil, op. cit., (note 1), p. 52. 
104 Ibid., p. 53 は、この場合の命令制定行為の拒否処分は法律違反で取り消すべきであるとい
い、行政の独立という政策的規範（règle politique）しかこの欠缺を説明していないと主張す
る。 
105 C.E. Sec., 13 juillet 1951, Union des anciens militaires titulaires d’emplois réservés à la 
Société nationale des chemins de fer français et de fer algériens, Rec., p. 403. 興津・前掲注 40、
118 頁参照。 
106 再度、命令制定行為がなされなかった場合、改めて取り消される（C.E. Ass., 27 novembre 
1964, minister de l’Économie et des Finances c/dame veuve Renard, Rec., p. 590）。Cf. J. 







制通達（la circulaire réglementaire）の適用処分をも含む 107。したがって、大臣がある役務
の廃止を通達により決定し、その通達がコンセイユ・デタにより取り消された場合、その通
達に基づくリセ（高校）の校長の当該役務廃止個別処分は、通達の取消の結果として取り消

















                                                     
107 R. Chapus, op. cit., (note 39), p. 1132. 
108 C.E., 1er avril 1949, Chavenau et aures, Rec., p. 161. 
109 C.E. Sec., 12 décembre 1986, Société Gepro, Rec., p. 282；A.J.D.A., 1987, p. 275, concl. C. 
Vigouroux. 事案の詳細につき、参照、亘理格『行政行為と司法的統制——日仏比較法の視点か
ら』（有斐閣、2018 年）278-279 頁〔初出、2015 年〕。なお、同じく都市計画法制にかかる問
題として、公益認定―収用裁決の関係が存するが、これは非法規命令的な先行行為の問題と解
されている（同 259 頁参照）。 
110 C.E., 28 janvier 1987, Association Comité de défense des espaces verts, Rec., p. 20. 事案の詳
細につき、参照、亘理・同上、279-280 頁。 
111 R. Chapus, op. cit., (note 39), pp. 1129-1130. 
112 C.E., 10 juin 1988, SCI de la ZAC de Villarceau, Rec., p. 240；A.J.D.A., 1988, p. 443, chron. 








項の柔軟な適用（interprétation souple de la chose jugée）を提案したが、コンセイユ・デタ
はこれに従わなかった。なお、同じ公務員分野における公職追放（épuration）処分は、引退
措置（mise à la retraite）の決定的理由の一つであることを理由に、引退措置を公職追放処
分取消の結果として取り消したものがあるが 114、これは後述の関連性審査として微妙なも
のであるとも言われる 115。 


















                                                     
113 C.E., 4 mars et 16 juin 1949, Trèbes, Rec., p. 105 et 753；S., 1950, Ⅲ, p. 20. あるいは、任
用デクレに基づく委託（délégation）のデクレも前者の取消の帰結として取り消される（C.E., 
4 juin 1982, Association des administrateurs civils du ministère des affaires culturelles, Rec., p. 
210；A.J.D.A., 1982, p. 603, concl. M. Roux）。 
114 C.E., 17 décembre 1948, Bezombes, req. n°82609, Rec. Table., p. 600. 
115 P. Weil, op. cit., (note 1), p. 197. 
116 Ibid., p. 208 et s. 
117 伊藤・前掲注 82、267-274 頁が詳しい。 
118 C.E., 11 décembre 1970, Schwetzoff, Rec., p. 765. 




























侵の理論（théorie de l’intangiblité de l’ouvrage public）である 123。この理論の起源は古く、
                                                     
120 C.E., 13 juillet 1965, Sieur Monti, Rec., p. 438. 
121 P. Weil, op. cit., (note 1), p. 203 は、契約の分離しうる行為の越権訴訟への係属を認めた
1905 年マルタン判決（C.E., 4 août 1905, Martin, Rec., p. 749 ; S., 1906, Ⅲ, p. 49, note M. 
Hauriou）のロミウ論告などがこの立場であるとする。ロミウの論告および分離しうる行為の
理論に関して、亘理・前掲注 109、60 頁以下〔初出、1983-1984 年〕、橋本博之『行政訴訟改
革』（弘文堂、2001 年）97 頁以下参照。 
122 P. Weil, op. cit., (note 1), p. 206. 








19 世紀前半にまで遡る 124。「違法に設置された公の工作物は壊れない（Ouvrage public mal 











し、評価の明らかな過誤（l’erreur manifeste d’appréciation）の統制が可能となるが 130、い
かなる場合に、公の工作物の不可侵原則の例外として、改修・解体の義務が生じるのかは不
明瞭なままであった 131。 
                                                     
124 第 1 章で述べた留保裁判、委任裁判を問わず、認められてきた。Par example, C.E., 29 juin 
1842, Oruvost, Rec., p. 323；C.E., 19 juillet 1843, Sarreins, Rec., 641；C.E., 7 juillet 1853, 
Robin de la Grimaudière, S., 1854, Ⅲ, p. 213；C.E., 20 avril 1883, de Bastard, Rec., p. 367. 
125 E.D.C.E., n°37, 1985-1986, p. 204 は、工事が終わっている以上、執行されていないのは確
かだが、違法な建築許可の取消判決後、コンセイユ・デタ調査部（第 3 章参照）は何もできな
いことを悔しがっている。同様に、所有権の侵害の観点から難じるものとして、P. Sablière, 
note, sur C.E. Sec., 29 janvier 2003, Syndicat départmental de l’électricité et du gaz des Alpes-
Maritimes et Commune de Clans, Rec., p. 21, concl. C. Maugüé；A.J.D.A., 2003, p. 786. このよ
うな帰結が、我が国でいう事情判決の制度と酷似することは夙に指摘されている（阿部・前掲
注 3、293 頁〔初出、1968-1969 年〕）。 
126 C. Maugüé, concl. préc., (note 125), R.F.D.A., 2003, p. 478. なお、行政にはこの原理は課さ
れておらず、除却処分も自由に行うことができると考えられていた（Ibid., p. 479）。 
127 Cf. Ibid., p. 479. 
128 Ibid. 伊藤・前掲注 82、295 頁はしかし、暴力行為理論によってすでにアンジョンクション
を行使している司法裁判所については十分な説明にはならないことをも指摘する。 




131 司法裁判所がこの法理に限定をかけようとしていたことにつき、cf. C. Maugüé, concl. préc., 




























この審査の分析を試みた者に P.ウェイルがいる。曰く、服従関係（ Rapport de 
subordination）・因果関係（Rapport de causalité）・包括関係（Rapport d’intégration）の三
つの関係に分類しうる 137。法規範の階層において、取り消された行為に基づくものと定義
                                                     
されない」と判示し、所有権の移転を認めた下級審判決を断じた（Cass. Ass. Plén., 6 janvier 
1994, Consorts Baudon de Mony c/ EDF, A.J.D.A., 1994, p. 329, note R. Hostiou）。 
132 C.E., 21 novembre 1962, Pelbois, Rec., p. 624. もっとも、行政法学でめったに用いられない
という失効という語を用いることで、遡及性の有無を含め、曖昧さを残した点がこの判決を孤
立したものにしたといわれてもいる。Cf. Girardot et Raynaud, chron. préc., (note 78), p. 957. 
133 Girardot et Raynaud, ibid.；Ch. Devy, concl. sur C.E. Ass., 11 mai 2004, Association AC !, 
Rec., p. 197, R.F.D.A., 2004, p. 463. 
134 J. Massot, op. cit., pp. 113-114. 
135 Girardot et Raynaud, chron. préc., (note 78), p. 953. 
136 Par exemple, C.E., 18 mai 1990, Association Radio Panoramas, Rec., p. 127.  
































                                                     
138 R. Chapus, op. cit., (note 39), p. 1134. 
139 異なる法制に基づく処分である場合、適当な関係の欠如（faute de lien adéquat）が指摘さ
れる。収用裁決と建築確認（C.E., 30 octobre 1987, Association pour la sauvegarde du littoral 
des communes de Crach et autres, Rec., p. 900）、薬局用の場所としての建築確認と薬局開設許
可（C.E., 13 mai 1996, Dubois, Rec., p. 176）が例として挙げられている。 
140 P. Weil, op. cit., (note 1), p. 200 et s. 
141 Ibid., p. 200. 
142 Ibid., p. 201. 






















                                                     
144 第 3 章でとりあげるコンセイユ・デタ調査部が作成するコンセイユ・デタ年次報告におい
て、このように出訴期間を徒過したことで確定的となった処分を前に何らの救済もできないと
いう判例法理は、確立したものとはいえ、不快感が残る（laisse l’impression désagréable）と綴




146 Cf. J. Massot, op. cit., p. 118. 
147 参照、斎藤健一郎「フランス法における行政行為の職権取消（一）」自治研究 88 巻 8 号
（2012 年）128 頁以下。 
148 同上、134 頁、遠藤博也『行政行為の無効と取消』（東京大学出版会、1968 年）115 頁。 
149 遠藤・同上、伊藤・前掲注 82、276 頁。仮に、原告の提訴後に行政が係争行為を職権によ
り取り消した場合、免訴（non-lieu à statuer）として、「もはや判決の余地なし（il n’y a pas 
lieu de statuer…）」という判決が下される。もっとも、撤回（abrogation）にとどまる場合には




























て出訴期間ではなく、処分時から 4 か月を基準とするようになり、21 世紀以降は、出訴期
                                                     





置（原告の降格決定）は原告の既得の権利を侵害するというものである。C.E. Sec., 1er avril 




（有斐閣、1972 年）307 頁［阿部泰隆執筆］。 















に課す義務は、≪裁判官のコントロールのもとで（sous le contrôle du juge）≫遂行される 156」
と説明されるように、あくまでも原状回復の担保を担うのは裁判官であるという意識をフ
ランス法は内在させているように思われ 157、その原型は、アンジョンクションが制度化さ
れた 1995 年よりはるかに古くから形成されていたことになる。 
 









                                                     
153 斎藤健一郎「フランス法における行政行為の職権取消（三）」自治研究 88 巻 10 号（2012
年）115 頁。1997 年判決による出訴期間と職権取消期間の相対化、2000 年法による出訴期間
基準への回帰、2001 年判決によるその例外の確立について、参照、同 105 頁以下、同「フラ
ンス法における行政行為の職権取消（二）」自治研究 88 巻 9 号（2012 年）133 頁以下。 
154 C.E., 10 janvier 2007, Grass et autres, A.J.D.A., 2007, p. 119. 
155 G. Braibant, op. cit., p. 57；R. Chapus, op. cit., (note 39), p. 1130. 
156 R. Chapus, ibid., p. 1124. 
157 J. Massot, op. cit., p. 125 は、論攷の最後を「〔適法性の原理という〕フィクションが耐えら
れないものとならないよう、適時に裁判官が判断を下すことによって、判決の執行における困
難の多くが解決することはまちがいない」という指摘で締めくくっている。 
158 P. Weil, op. cit., (note 1), p. 169. 








事項の柔軟な適用（interprétation souple de la chose jugée）の提案が斥けられたことはすで
に紹介した通りである。これらの事例を一見して明らかな通り、すべて公務員のキャリアに
関わる。すなわち、ロディエール判決で示された原告の通常のキャリアを享受する権利











権による引退措置（mise à la retraite）を命じたアレテをコンセイユ・デタが取り消したの
                                                     
160 C.E., 25 mai 1979, Secrétaire d’Etat aux Universités c/ Mme Tolédano-Abitbol, Rec., p. 228. 
R. Chapus, op. cit., (note 39), p. 1130 は、既得の権利を尊重する近時の傾向に対する過去の判
例としてこの判決を引く。 
161 C.E., 4 mars et 16 juin 1949, Trèbes, Rec., p. 105 et 753；S., 1950, Ⅲ, p. 20. 
162 かかる論理に基づく判決として、ほかに、C.E. Sec., 20 janvier 1956, Nègre, Rec., p. 24；
C.E., 4 novembre 1960, Faivre et autres, Rec., p. 120 などが挙げられる。Cf. J. Massot, op. cit., 
pp. 119-120. 
163 C.E., 13 juillet 1956, Barbier (supra note 79). 但し、大学の教授職団（corps des 
professeurs）に至るために准教授が受けるような内部試験を再び設ける必要はない。任用試験
と同様、職団の変更を受ける権利までも公務員が有しているとはいえないからである
（Girardot et Raynaud, chron. préc., (note 78), p. 957）。 
164 C.E. Sec., 3 novembre 1995, Velluet, Rec., p. 389；A. de Laubadère, J.-C. Venezia,Y. 
Gaudemet, op. cit., (note 85), p. 553. 前掲注 160 と同じく、既得の権利を尊重する近時の傾向
に対する過去の判例としてこの判決が引用されている。 
165 Girardot et Raynaud, chron. préc., (note 78), p. 953. 
166 Ibid., p. 958. 
167 C.E. Ass., 27 mai 1949, Véron-Réville, Rec., p. 246；G. Pal., 1949, p. 34, concl. R. Odent；






















magistrats du siège）の終身制の規範（règle d’inamovibilité）であると言われる通り、職務














169 J. Massot, op. cit., p. 124；G. Braibant, op. cit., p. 58. 国立劇団であるコメディ＝フランセー
ズの支配人という特殊な職についても、同様の帰結が導かれている（C.E., 1er décembre 1961, 
Bréart de Boisanger (supra note 19)）。 
170 C.E., 3 janvier 1958, Dejean, Rec., p. 3. 
























                                                     
172 G. Braibant, op. cit., p. 58 は終身制の規範を有する司法裁判官、大学正教授（chaire）の資
格を有する高等教育の教授（professeurs）、独自の職に就く公務員を例示として挙げ、強制異動
（左遷）（déplacement）の場合も同様であるという。 
173 C.E., 11 décembre 1970, Schwetzoff (supra note 118). 





ないからと説明されている（J. Massot, op. cit., p. 123）。 
176 J. Chevallier, L’interdiction pour le juge administratif de faire acte d’administrateur, A.J.D.A., 
1972, p. 69；P. Weil, op. cit., (note 1), p. 169 によれば、最初期の事例として、C.E., 10 mars 
1905, Berry et Chevallard, S., 1907, Ⅲ, p. 65, note Hauriou；C.E., 23 novembre 1906, 


























   与えられた期間内に判決を執行するでも、役務に従事した同僚のキャリアに鑑みた通常
                                                     









178 C.E., 23 juillet 1909, C.E., 22 juillet 1910, Fabrègues (supra note 3).  
179 P. Weil, op. cit., (note 1), p. 252. 
180 G. Vedel, Droit Administratif, 6e éd., PUF, 1976, p. 540. 
181 C.E., 4 janvier 1952, Lhomme, Rec., p. 15. 同様の判決として、C.E., 23 décembre 1954, 








   審理の結果、同氏のキャリアにおける評価および同僚の得た昇進に鑑みると、原告は、職
権に基づく引退措置の対象となっていなければ、1946 年 7 月 1 日以降第 2 階級の一般技師
へと昇進し、その結果、第 1 階級の長たる技師の資格による引退の権利を認められるのでは
なく、1949 年 2 月 9 日に軍参謀本部、第 2 セクションに配置されていたはずである。 























                                                     
182 G. Braibant, op. cit., p. 62 は、このように行政の犯したフォートの重大性を考慮に入れると
ともに、前訴判決で取り消された係争行為そのものに基づくフォートと切り離して、違法な執
行措置の性質を判断することによって、賠償額の加重が認められやすい傾向を指摘する。 
183 C.E., 21 février 1958, Société nouvelle des établissements Gaumont, Rec., p. 124, S., 1958, p. 






























  Ⅰ 適法性の統制機能としての意義 
 しかるに、既判事項に反することを理由に認容される国家賠償請求訴訟にも重要な意義
                                                     
184 Par exemple, C.E., 19 octobre 1936, Malherbe et Renard, Rec., p. 890；C.E., 27 février 
1948, Peyriguey, Rec., p. 97. 
185 P. Montané de La Roque, op. cit., pp. 408, 401, 473. 
186 Ibid., pp. 411-412. 
187 阿部泰隆「事情判決制度」神戸法学雑誌 20 巻 3・4 号（1971 年）414 頁。 
188 J. Rivero, Le Huron au Palais-Royal ou Réflexions naïves pour excès de pouvoir, D., 1962, 
chron. p. 39.  



































                                                     
190 下級審判決には個人のフォートに基づく判決もあったようである。Cf. J. Allier, op. cit., p. 
118. 
191 A. Mestre, op. cit., p. 78. 






















「公務員個人の責任（responsabilité personnelle du fonctionnaire）以外の方法はないと考える。
さもなくば、裁判官の判断は完全に効力を失う。…公務員が、役務の管理と無関係の目的





（loi du service）に違反し、個人のフォートを侵している 195」。 
 






                                                     
193 Hauriou, note, préc., (note 3), pp. 121-122. 
194 同旨、J. Allier, op. cit., p. 118 et s. 
195 L. Duguit, Les transformations du droit public, Paris, 1925, p. 215 et s.  




















                                                     
197 G. Braibant, op. cit., p. 63；P. Montané de La Roque, op. cit., pp. 461-462. 
198 C.E., 28 décembre 1949, Société des automobiles Berliet (supra note 30). 
199 P. Weil, note. préc., (note 30), p. 385. 
200 小早川光郎「公務員の不法行為と責任の帰属——フランス行政賠償責任法の一側面——」国









学論集 64 巻 6 号（2014 年）130 頁。 














第 4款 判例法理の意義 
 
 本節では、20 世紀初頭から中葉にかけての伝統的な裁判的統制を分析してきたが、最後
にその意義を整理し（第 1 項）、裁判的統制を理論的に基礎づける要素を考察する（第 2 項）。 
 














第 2項 理論的基礎 
 






学論集 65 巻 2 号（2014 年）55 頁以下。なお、小幡・同上、161-162 頁をも参照。 
206 E. Laferrière, Traité de la juridiction administrative et des recours contentieux, 2e éd., t.1, 
livre 2-3, Berger-Levrault, 1896, p. 351. 
207 P. Weil, op. cit., (note 1), p. 55. 
208 J. Allier, op. cit., p. 14. 
209 F. Blanco, Pouvoirs du juge et contentieux administratif de la légalité, thèse, Aix-Marseille : 



































                                                     
210 阿部・前掲注 3、160 頁〔初出、1968-1969 年〕。 
211 Hauriou, note préc., (note 22), p. 81. 
212 むしろこのような構図を描きうるのは、適法性原理の適合対象を、実定憲法が定める立法的











  Ⅱ 対抗する権利利益 
 




 「既判事項の効力が不可侵のドグマの価値を有した時代である 216」。 
 









                                                     
213 阿部・前掲注 3、56 頁以下〔初出、1968-1969 年〕、伊藤・前掲注 82、84 頁以下。議論を
リードした L. デュギーの客観訴訟論をはじめ、すでに我が国において詳細に紹介されている
ところである（参照、阿部・同 52 頁、伊藤・同 87-101 頁、村上裕章「越権訴訟の性質に関す
る理論的考察（一）」九大法学 57 号（1989 年）21 頁以下）。 
214 但し、客観訴訟たる性質が、越権裁判官の権限を取消に局限するという意味における限界を
も孕んでいる（Y. Gaudemet, Reflexions sur l’injonction dans le contentieux administratif, in Le 
pouvoir. Mélanges en l’honneur de Gerges Burdeau, L.G.D.J., 1977, p. 818）。 
215 Fayolle, La force exécutoire des decisions de justice vis-á-vis des administrations publiques, 
thèse, Nancy, 1926, p. 179. なお、このテーズは直接検分できていない。P. Montané de La 
Roque, op. cit., p. 389 からの引用である。 
216 P. Weil, op. cit., (note 1), p. 169. 






























は適用されえない。ところで、かかる例外を認める規定とは何か。唯一、1790 年 8 月 16 日
-24 日の法律 13 条とそれを補完する革命暦 3 年実月 13 日の法律がそれである 224」。 
 
                                                     
219 G. Braibant, op. cit., p. 62 は、公序を理由に行政は司法裁判所判決の執行に協力しなくても
よい場合があることを明らかにしたクイテアス判決（C.E., 30 novembre 1923, Couitéas, Rec., 
p. 789）が、行政裁判所判決の執行の場合には通用しないことを指摘する。 
220 なお、損害賠償の支払い命令は、アンジョンクションとは観念されない（Y. Gaudemet, op. 
cit., (note 214), pp. 813 et 823）。 
221 Hauriou, note, préc., (note 3), p. 121. 
222 A. Mestre, op. cit., p. 77. 
223 S. Boussard, op. cit., p. 324. 










って 20 世紀前半のコントロール手法を堅持することになるのである 225。 
  
                                                     
225 Y. Gaudemet, op. cit., (note 214), p. 805；F. Moderne, ≪Étrangère au pouvoir du juge, 
l’injonction, pourquoi le serait-elle ?≫, R.F.D.A., 1990, p. 799 は、第 2 節でとりあげるリヴェ
ロの論攷（1962 年、1979-1980 年）で示された問いを 1990 年においても再び提起せざるをえ
ないことは、コンセイユ・デタがこの点につきほとんど進展を見せていないことを示唆するも
のであるという。1950 年代から 1980 年代までの間に「行政機関にアンジョンクションを命じ
ることは行政裁判官の権限に含まれない」などと判示した膨大な数のコンセイユ・デタ判決に





第 2節 公法学説の応答 
改めて振り返ると、20 世紀の判例・学説の課題は、法現象の克服として、① 行政に対す
る法的権威の“回復”、② 越権裁判官の権限の“回復（reconquête）226” 、その基礎づけの克














第 1款 判例法理の限界 
 






なる（第 2 項）。 
 




                                                     





例は 1915 年に遡ると言われるが 227、学説上の定義が与えられるようになるのは、20 世紀
半ばを過ぎてからである 228。すなわち、「立法者が、特別な欠陥ないし何らかの理由によ
り、法的行為を裁判官が取り消すことを妨げるためになす作用（operation）もしくは、裁

























                                                     
227 M. Lesage, Les interventions du législateur dans le fonctionnement de la justice (contribution 
à l’étude du principe de séparation des pouvoirs), L.G.D.J., 1960, p. 123. 
228 F. Blanco, op. cit., p. 209. 
229 M. Lesage, op. cit., p. 305.  
230 P. Weil, op. cit., (note 1), p. 213 は、これに続けて、判決言い渡し前の介入は大目に見る一
方、徹底的に判決の効力を回避するかのごとき法律はいかなる口実も有しえないと主張する。 
























ユ・デタはかかる手法に対し、夙に裁判的統制を加えていることは第 1 節第 1 款で述べた
                                                     
232 近時の指摘として、J.-P. Camby, Validation législatuves：des strates jurisprudentielles de 
plus en plus nombreuses, R.D.P., 2000, p. 612. 
233 E.D.C.E., n°36, 1984-1985, p. 287.  
234 J. Rivero, op. cit., (note 188), p. 37. 
235 G. Braibant, op. cit., p. 64. 
236 L. Duguit, Traité de droit constitutionnel, 3e éd., t.2, Paris, 1928, pp. 278-279. 




238 P. Weil, op. cit., (note 1), p. 213. 今日においても、その評価は変わらない。Cf. E.D.C.E., 
n°17, 1991, p. 28；D. Connil, L’office du juge administratif et le temps, thèse, Pau, Dalloz, 
2012, p. 404；J.-H. Stahl et A. Courrèges, étude, sur C.E. Ass., 11 mai 2004, Association AC !, 




























  Ⅰ リヴェロ 
 
 第 3 章でとりあげる法制度の創設を最も後押ししたといっても過言ではない 242のが、ウ





                                                     
239 P. Weil, op. cit., (note 1), p. 5. 
240 Ibid., p. 58. 
241 J. Chevallier, op. cit., p. 72 et s；A. Mestre, op. cit., p. 73 は、取消の効力に関する判例政策
は、たとえ、活動行政を満足させるものであったとしても、逆に、私人の保護を必ずしも保障
するものではないと論難する。 
242 Cf. F. Blanco, op. cit., p. 163. 



































                                                     
























える 1910 年ファブレグ判決 250に対して、デュギーもまた強い非難を向けていた。 
 









   しかし、実際には、強制する手段は存在しないというべきである。オーリウがまさしく正
                                                     
247 Ibid., pp. 39-40.  
248 J. Rivero, Nouveaux propos naïfs d’un Huron sur le contentieux administratif, E.D.C.E., n°
31, 1979-1980, p. 30 もまた「裁判は裁判を受ける人のためにある（la Justice pour le 
justiciable）」というヒューロン人の指摘を記している。 







































   かくして、我々はフランス公法の欠陥（lacune de notre droit public）を直観で知る 252」 
 
 なお、このあとには、前述した公務員の個人責任以外の方法はないという言明が続く。そ
                                                     
251 Hauriou, note. préc., (note 3), p. 121 et s.  














第 2款 解決策と正当化論理 
 

















摘されていた 256。この問題に関する近時の判例の展開は第 4 章でとりあげる。 
                                                     
253 J. Chevallier, op. cit., p. 72. 
254 A. Mestre, op. cit., p. 64；M. Kellershohn, op. cit., pp. 57-59. 
255 平田和一「フランスにおける行政裁判——行政に対する裁判コントロールの実効性をめぐっ
て——」名古屋大学法政論集 76 号（1978 年）175 頁。 






















第 2項 正当化論理の模索 
 







通り（第 1 節第 4 款第 2 項）、裁判官の権限を制限する確固たる理論的基礎である。学説は、








Cf. F. Moderne, op. cit., (note 225), p. 802 et s. 
258 G. Braibant, op. cit., p. 64. 
259 C.E., 14 janvier 1938, La Fleurette, Rec., p. 25. 










  Ⅰ 分離独立原則の本来の射程 
 
裁判官の権限を制限する主たる根拠規範として位置づけられていたのが、1790 年 8 月 16-
24 日の法律および共和暦 3 年実月 16 日のデクレに基づくとされる活動行政と行政裁判の
分離独立原則である 261。前者の法律曰く、「裁判官は、いかなる方法によっても、行政体の












確立した規範のひとつ（une des règles les mieux établies du droit administrative français）266」
とまで評されていた。しかるに、独立（indépendance）という概念は相対的でしかなく 267、
20 世紀後半においてはもはや、事物の性質 268といえるほど、アンジョンクションの禁止を
                                                     
261 Par exemple, Y. Gaudemet, op. cit., (note 214), p. 805. 
262 J. Chevallier, op. cit., p. 72；P. Montané de La Roque, op. cit., p. 381；F. Moderne, op. cit., 
(note 225), pp. 804-805；Ibid., p. 816 は「これらの規定は、訴訟上の技術（technique 
contentieuse）の問題を規律するためではなく、行政活動における司法裁判官の非裁判的
（non-juridictionnelles）介入を排除するために設けられた」ことを指摘する。 
263 A. Mestre, op. cit., p. 68. 
264 J. Chevallier, op. cit., p. 67. 
265 A. Perrin, op. cit., pp. 589-594. 
266 J. Chevallier, op. cit., p. 70. 
267 Ibid., p. 67. 

















るに過ぎない 274」ことになる 275。 
なお、1987 年の憲法院の判断は上記の指摘を後押しするものであったことを付言してお
く。すなわち、「一般論として（dans sa généralité）、行政機関と司法機関の分離原則（principe 
                                                     
269 F. Moderne, op. cit., (note 225), p. 805. 
270 J. Chevallier, op. cit., pp. 79-80. 




Gaudemet, op. cit., (note 214), pp. 807 et 814-815；北村・前掲注 44、619 頁、前掲注 59 をも
参照）。なお、私人に対するアンジョンクションの行使もまた越権裁判官によるアンジョンクシ
ョンの禁止を逸脱するものであることが指摘される（Y. Gaudemet, ibid., p. 817）。 
272 A. Mestre, op. cit., p. 66. 一方で、J. Chevallier, op. cit., p. 67 は、行政裁判官が行政官の行
為をなすことの禁止は、歴史上、分離独立原則の主たる側面のひとつとなってきたこと、しか
し、その拡張概念（conception extensive）によって、行政官のようにふるまうという極めて主
観的な行為までも禁止されてしまったと説明し、他方で、Y. Gaudemet, ibid., p. 809 は、コン
セイユ・デタの判例においても両者の混同が見られることを論証し、またそれが大いなる過ち
であったと難じる。 
273 J. Chevallier, ibid., p. 75 et s. ；F. Moderne, op. cit., (note 225), p. 800；Y, Gaudemet, ibid., 
pp. 810 et 812 は、アンジョンクションは行政行為ではないこと、前者が行政に対する行為で
あるのに対し、後者は行政客体に対する行為であることを強調する。 
274 P. Weil, op. cit., (note 1), p. 64. 
275 なお、第 3 章第 2 節で述べる通り、1976 年にメディアトゥールが法定化されたあとにおい
ては、この点も行政裁判官にアンジョンクション権限を認めないことの不当性の論拠として引





de séparation des autorités administratives et judiciaires）を提示した 1790 年 8 月 16-24 日














ものである 279。司法裁判官によるアンジョンクションは、旧民事手続法典（Code de 
procédure civile）1036 条、現在の同法典 24 条で明文化までされている 280。これはひとつ
                                                     
276 N°1986-224 DC du 23 janvier 1987, Rec., p. 8；G.A.J.A., p. 585；R.D.P., 1987, p. 1341, 
note Y. Gaudemet；A.J.D.A., 1987, note J. Chevallier；D., 1988, p. 117, note F. Luchaire. 
277 F. Moderne, op. cit., (note 225), p. 805；Ibid., Sur le nouveau pouvoir d’injonction du juge 
administratif, R.F.D.A., 1996, p. 47. 
278 J. Allier, op. cit., p. 137；J. Chevallier, op. cit., p. 67；Y. Gaudemet, op. cit., (note 214), p. 
805. 
279 参照、平田・前掲注 255、149 頁。同 150 頁によれば、コンセイユ・デタが、行政との契約
締結者に対して、判決によって作為義務を課していること（C.E., 25 novembre 1936, Wagon, 
Rec., p. 1036；C.E., 30 octobre 1963, S.A.R.L. Sonetra, Rec., p. 520）もこの正当化を否定する
という。なお、J. Chevallier, op. cit., p. 76 は、かかる裁判機能の視角からの議論を、理論的基
礎（les fondements théoriques）という項目において説明するが、本稿では、活動行政と行政裁
判の分離独立原則以外の理由に基づく正当化を、判例政策の正当性として論じている。 
280 J. Chevallier, ibid., p. 74；F. Moderne, op. cit., (note 225), p. 799. もっとも、司法裁判所に
よる行政に対するアンジョンクションは、極めて限定された領域、とりわけ、暴力行為（voie 




























の運営（bonne administration de la justice）にとって不可欠であると主張されるのである 288。
もっとも、かかる主張は必ずしも学説の多数を占めていたようには思われず、あくまでも有
                                                     
281 欧州司法裁判所は、かつてフランスと同じような立場であったが、1977 年の EU 法の解釈
に関する先決付託に基づく先決判決（EU 運営条約（Traité sur le fonctionnement de l’Union 
européenne）267 条）において、その立場を変更したことにつき、cf. F. Moderne, ibid., p. 
820. 
282 Ibid., pp. 812-813；F. Moderne, op. cit., (note 277), p. 50；J. Rivero, op. cit., (note 248), p. 
28. なお、比較法の位置づけとヨーロッパ法におけるフランスの位置づけの問題につき、第 4
章第 2 節をも参照。 
283 F. Moderne, ibid., p. 808. 
284 J. Chevallier, op. cit., pp. 76-77. 
285 Ibid.；Cf. F. Moderne, op. cit., (note 225), p. 799；Y. Gaudemet, op. cit., (note 214), p. 806. 
286 J. Chevallier, ibid. 
287 Ibid., p. 77. 















































第 3 章 法制化 
20 世紀の中葉を過ぎると、制度的な手当の時代を迎える。立法府の援護を受けながら、
行政の違法な態度に対する救済策（remèdes）すなわち現実に救済されていない勝訴原告の







フランス越権取消の執行のありようをより精確によみとることができる（第 2 節）。 
 






クション権限（第 2 款）と、それに先立つ 1980 年法律に基づくアストラント権限（第 1 款）
が考察の対象である。 
 
第 1款 アストラント 
 
 行政事件において宣告されるアストラントおよび公法人による判決の執行に関する 1980
年 7 月 16 日の法律 3（以下、1980 年法、もしくは、アストラント法と呼ぶことがある。）
                                                     
1 J.-P. Costa, L’exécution des décisions de justice, A.J.D.A., 1995, p. 227；J. Waline, Droit 
administratif, 25e éd., Dalloz, 2014, p. 705. 
2 1980 年から 2000 年にかけては、立法によるフランス行政訴訟改革が多く実現した時期でも
ある。本章でとりあげる 1980 年法律、1995 年法律によるもののほか、1987 年の行政控訴院の
創設、2000 年の仮の救済制度の整備、1982 年の地方分権改革等が挙げられる。各々の概略に
ついては、橋本博之『行政訴訟改革』（弘文堂、2001 年）13 頁以下参照。 
3 Loi n°80-539 du 16 juillet 1980 relative aux astreintes prononcées en matière administrative 









し限界（第 2 項）を概観しておく。 
 
第 1項 趣旨・目的と概要 
 





トは損害賠償とは異なることが同法 3 条に明記されている 7。 
 初のアストラント判決となった 1985 年ムヌル判決 8における論告は、この法律の目的に




                                                     
（1977 年 5 月 6 日付）で改革を擁護し、3 年後の成立に大きな影響力を与えたという（参照、
滝沢正「最近のフランスにおける行政裁判制度の改革」日仏法学 12 号（1984 年）71 頁注
(15)）。 
4 C.E. Sec., 13 juillet 1956, OPHLM du département de la Seien, Rec., p. 343, concl. Chardeau. 
5 C.E. Ass., 10 mai 1974, Barre, Honnet, Rec., p. 276 ; A.J.D.A., 1974, p. 525, chron. M. Franc et 
M. Boyon；J. Chevallier, L’interdiction pour le juge administratif de faire acte d’administrateur, 
A.J.D.A., 1972, p. 73 によると、司法裁判所はアストラントの権限そのものを 19 世紀末から明
文の根拠なしに認めてきたという。 
6 この法律は、コンセイユ・デタではなく、政府のイニシアティブによる珍しい例として紹介
されている（C. Broyelle, Contentieux administratif, 4e éd., L.G.D.J., 2016, p. 279）。なお、当時
の規定では、既判事項の確定力を帯びた判決すなわち確定判決に限定されていた。 
7 これは、司法裁判所が明文の根拠なく実践していたアストラントの解釈において、すでに認
められていた（J. Chevallier, op. cit., p. 73）。 
8 C.E., 17 mai 1985, Menneret, Rec., p. 149, concl. Pauti ; A.J.D.A., 1985, p. 229, chron. S. 
Hubac et J.-E. Schoetti ; D., 1985, p. 583, note J. Marie Auby ; R.A., 1985, p. 467, note Pacteau. 





トラントは、あくまで「抑止・動機づけ・圧力（procédures de dissuasion, d’incitation et de 
pression）」の手続と解されており、第 2 章で述べる行政的統制の延長と位置づけられるこ
とになる 11 。近時の憲法院判例においても、アストラントは威嚇的措置（mesure 
comminatoire）であることが改めて明記されている 12。 
 
  Ⅱ 1980 年法の仕組み 
 












                                                     
10 J. Massot, Portée et conséquences de l’annulation par le juge d’un acte administratif, 
E.D.C.E., n°31, 1979-1980, p. 116. 
11 アストラントは本質的に行政である（J.-C. Bonichot, P. Cassia, B. Poujade, Les grands arrêts 
du contentieux administratif, 5e éd., Dalloz, 2016, p. 1358）。 
12 N°2014-455 QPC du 6 mars 2015, cons. 5, J.C.P., 2015, p. 567 note A, Trémolière；Cf. J.-
C. Bonichot, P. Cassia, B. Poujade, op. cit., pp. 1357-1358. なお、威嚇的性格は夙に学説により
指摘されていた（par exemple, Y. Gaudemet, Reflexions sur l’injonction dans le contentieux 
administratif, in Le pouvoir. Mélanges en l’honneur de Gerges Burdeau, L.G.D.J., 1977, p. 
811）。 
13 E.D.C.E., n°33, 1981-1982, p. 178. 
14 1980 年法律制定時、元老院による修正として、職権によるアストラントの権限が加えられ
た。当時、行政裁判判決につきアストラントを言い渡すことのできる唯一の裁判所としての権





















1995 年 2 月 2 日の法律 21により、第 2 項で述べる執行援助とアストラントの手続きが下級
審裁判所（行政地方裁判所および行政控訴院）にも適用されるようになった。コンセイユ・
デタの権限が限定されていた理由の一つにコンセイユ・デタ調査部との連携の必要性があ
                                                     
15 ここでは、調査部部長が請求されたアストラントを課すべきか否かに関する意見（avis）も
文書（note）の形で送付される。コンセイユ・デタ内部の性格を有するこの文書はしばしば論
告の中でも言及されるという。Cf. J.-C. Bonichot, P. Cassia, B. Poujade, op. cit., p. 1367. 
16 E.D.C.E., n°36, 1984-1985, p. 282. 
17 Ibid., n°38, 1986-1987, p. 194；J.-C. Bonichot, P. Cassia, B. Poujade, op. cit., p. 1366. 




られる。Cf. Y. Gaudemet, Droit administratif, 21e éd., L.G.D.J., 2015, p. 101. 私人の理由なき
獲得（des enrichissements sans cause de parties privées）を避けるためと説明される（J.-P. 
Costa, L’effectivité de la justice administrative, R.A., 1999, p. 134.）。 
21 Loi n°95-125 du 8 février 1995 relative à l'organisation des juridictions et à la procédure 










行がなされない場合において、予算財政統制院（le Cour de discipline budgétaire et financière）
の審理に基づき、執行にあたる公務員個人に罰金を課すことも認められていたのである 24。














                                                     
22 平田和一「フランスにおける行政裁判所の判決の執行」専修法学論集 45 号（1987 年）332
頁。 
23 同上、331-332 頁。 
24 R. Chapus, Droit administrative général, 15e éd., t.1, Montchrestien, 2001, p. 821；Y. 
Gaudemet, op. cit., (note 20), p. 102. 
25 平田・前掲注 23、337 頁。 
26 M. Fromont, op. cit., p. 248 は議会の議長、首相・財務大臣・当該公務員の所管省庁の大
臣、会計検査院・検事長（le procureur）から申立てることが可能であったが、1988 年時点で
実施されていなかったことを指摘している。 
27 平田・前掲注 23、333 頁。 
28 Y. Gaudemet, op. cit., (note 20), p. 102. 
29 E.D.C.E., n°33, 1981-1982, p. 178. 
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第 2款 アンジョンクション 
 












的基礎を探究する（第 4 章）。 
 









が座長を務める研究グループが 1993 年に提出した提言に基づいているという 33。それゆえ





31 D. Chauvaux et T.-X. Girardot, chron. sur C.E., 4 juillet 1997, Leveau, Rec., p. 282；A.J.D.A., 
1997, p. 585. 
32 F. Moderne, Sur le nouveau pouvoir d’injonction du juge administratif, R.F.D.A., 1996, p. 44. 
33 R. Denoix de Saint Marc, La loi du 8 février 1995 et la réforme du contentieux administratif, 

















ゆる判決の執行の確保にあるわけではない 39。この点は、第 2 節でとりあげる行政的統制
                                                     
34 F. Moderne, op. cit., (note 32), p. 44 は、所管大臣による議員への説得も効を奏したことを記
している。 
35 F. Moderne, ibid., p. 54；R. Chapus, op. cit., (note 24), pp. 815-816；J.-C. Ricci, 
Contentieux administratif, 5e éd., Hachette, 2016, pp. 220, 235 et s.；C. Maugüé, Les 
injonctions pour exécution de la chose jugée, in Juger l’administration, administrer la justice. 
Mélanges en l'honneur de Daniel Labetoulle, Paris Dalloz, 2007, p. 592. 
36 S. Boussard, La classification des contentieux à l’épreuve de la métamorphose du juge de 
l’excès de pouvoir, in G. Bigot et M. Bouvet (dir.), Regards sur l’histoire de la justice 
administrative, Litec-Lexis Nexis, 2006, p. 326；C.E., 21 juin 1995, Mlle Bœuf, n°106701 は判
決の執行を目的とする措置以外で、行政にアンジョンクションを命じる職掌を行政裁判官は有
しないと述べる。 
37 F. Blanco, Pouvoirs du juge et contentieux administratif de la légalité, thèse, Aix-Marseille : 
PUAM, 2010, p. 385；C. Maugüé, op. cit., (note 35), p. 596. なお、興津・前掲注 30、194 頁、
注(35)をも参照。 
38 A. Perrin, L’injonction en droit public français, thèse, Éd. Panthéon-Assas, L.G.D.J., 2009, p. 
599. 
39 もっとも、事前のアンジョンクションについては、レフェレ裁判官による活用事例がある。
2002 年判決（C.E., 11 juin 2002, Aït Oubba, req. n°247649）は、既判事項の執行を行政に課
すことを目的として、事後のアンジョンクション手続と並行して、基本的自由レフェレ（le 
référé liberté）を用いることは可能であるという判断を示した。この事案は、国外退去処分







  Ⅱ 種類の限定 
1995 年法によって設けられたアンジョンクションは二種類である。今日では、行政裁判
法典（code de justice administrative；以下、「CJA」ともいう。）に規定が移し換えられ 40、
関連条文も増えていることから、CJA の条文を引きながら、概要を述べる 41。一方で、L.911-
1 条によれば、判決が、特定の意味において（dans un sens déterminé）執行の措置（une 
mesure d’exécution）をとることを必然的に含む（implique nécessairement）場合に、裁判
官は、執行の措置を命じる（prescrit）。必要に応じて期間を付す場合もある。他方で、L.911-

















す限りにおいて、緊急レフェレ（référé urgent）による申立ての受理から 48 時間以内での判決
という仕組みに則ったアンジョンクションが可能となった。Cf. A. Perrin, op. cit., (note 38), p. 
292. 
40 立法部分は、2000 年 5 月 4 日の第 387 号オルドナンスによって、命令部分は、同日の第
388 号および第 389 号デクレによって制定されている。 
41 当時は、地方行政裁判所・行政控訴院法典（Code des tribunaux administratifs et cours 
administratives d’appel）に L.8-2 条以下を設け、1980 年アストラント法に L.6-1 条を設けるこ
とにより、前者は地方行政裁判所および行政控訴院、後者はコンセイユ・デタに適用された。
参照、興津・前掲注 30、114－115 頁。 

























                                                     
43 事後のアンジョンクションの要件である「執行されていない場合」が広く解されるようにな




とで、越権裁判官へと変身（se métamorphose）すると説明されることがある。Cf. S. 
Boussard, op. cit., p. 326. もっとも、事前のアンジョンクションにおいては越権裁判官がアン
ジョンクションを言い渡すことになるため、執行裁判官が観念されるのは事後のアンジョンク
ションにおいてのみである。 
45 A. Perrin, op. cit., (note 38), pp. 305-306；C. Broyelle, op. cit., p. 286；E.D.C.E., n°67, 
2016, p. 182. 
46 C.E., 6 mars 2015, Commune de Rodihan, n°377573；Cf. E.D.C.E., ibid. 
47 R. Chapus, Droit du contentieux administratif, 13e éd., Montchrestien, 2008, p. 1169；Ibid., 













  Ⅲ アストラントとの異同 
 
 1995 年法の射程を明らかにするには、アストラントとの相違を改めて整理すべきであろ














                                                     
48 C. Broyelle, op. cit., p. 286. 
49 Ibid., p. 281. 事後の申立てに基づく裁判的手続きを「裁判的執行手続き（procédure 
juridictionnelle d’exécution）」とも呼ぶ（Ibid., p. 282 et s）。 
50 J.-H. Stahl et D. Chauvaux, chron. sur C.E., 29 décembre 1995, Kavvadias, Rec., p. 477；
A.J.D.A., 1996, p. 116；C. Broyelle, op. cit., pp. 284-285. もっとも、Y. Gaudemet, op. cit., 
(note 12), p. 812 は、アンジョンクションが命令（ordre）であるのに対し、アストラントは罰
（peine）であるという違いも指摘する。 
51 J. Chevallier, op. cit., p. 74. 





















                                                     
53 Ibid. 





めに、時間を要する場合が少なくないからである。Cf. E.D.C.E., n°66, 2015, p. 170. 
55 F. Moderne, op. cit., (note 32), p. 55. 
56 M. Porcher, JO Déb. Ass. Nat., 22 décembre 1994. 
57 P. Fraisseix, La réforme de la juridiction administrative, R.D.P., 1995, pp. 1075-1076；M.オ
ーリウもまた、「アンジョンクションはサンクションを必要とし、サンクションを予見させる命
令（ordre）である」と強調していたと言われ（F. Moderne, ≪Étrangère au pouvoir du juge, 
l’injonction, pourquoi le serait-elle ?≫, R.F.D.A., 1990, p. 801）、「裁判官は命じるだけでは不十
分なのであり、不執行だった場合のサンクションを明言する必要がある。その典型がアストラ
ントである」（Y. Gaudemet, op. cit., (note 12), p. 811）とも指摘される。後者は、「サンクショ
ンを欠いた命令は、裁判官の願いでしかない（l’ordre dépourvu de sanction n’est qu’un souhait 





第 2項 審理の過程 
 





















                                                     
58 第 2 節で後述するメディアトゥールにおいては、公表というサンクションしか用意されてい
ないことをもって、実効性に乏しいことが指摘されており、アストラントの抑止的効果が重視
されていることを示しているともいえる。Cf. F. Moderne, ibid., pp. 817 et 801. 
59 理論的にいえば、不作為義務の命令も可能であるが（F. Moderne, op. cit., (note 57), p. 801 
）、判例・学説において 1995 年法の運用に関し、この点は論じられていないように見える。な
お、Y. Gaudemet, op. cit., (note 12), p. 814 は、アンジョンクションは通常（normalement）作
為義務（obligation de faire）であると述べている。 
60 Cf. A. Perrin, op. cit., (note 38), p. 713. 
61 F. Moderne, op. cit., (note 32), p. 56；F. Blanco, op. cit., p. 380；S. Boussard, op. cit., p. 319. 
























                                                     
その例として、後掲注 149 の事例を挙げている。 
63 R. Chapus, op. cit., (note 47), p. 977 : 興津・前掲注 30、127 頁以下。なお、前提として、
L.911-1 条等にいう判決（dicision）には、判決理由をも含む（A. Perrin, op. cit., (note 38), p. 
599）。 
64 C.E., 27 octobre 2008, Ministre de la santé et des solidarités c/ SELARL Pharmacie du 
Hamois, Rec. Tab., p. 872. 
65 C.E., 30 décmbre 2009, Association de résidences pour personnes âgées dépendantes, Rec. 
Tab., p. 607-959 ; C.E., 25 novembre 2009, Dross, Rec. Tab., p. 674-675-816-905-908 ; C.E., 28 
juillet 1999, Société Red Bull Gmbh, Rec. Tab., p. 580-696-932-940. 
66 C.E., 1er octobre 1997, Devron, Rec. Tab., p. 1019；懲戒処分の手続き上の瑕疵に基づく取消
は、原告の身上書への懲戒処分の記載すべての削除を含むと判断した。 
67 T.A., Rennes, 28 Septembre 1995, Jehan et autres, R.F.D.A., 1996, p. 345. 





























                                                     
も参照。特定措置型アンジョンクションのあとでも行政に裁量が残る例としては、命令制定行
為が命じられた場合も挙げられる（S. Boussard, op. cit., p. 319）。内容につき、裁判官による一
義的な確定は不可能である。 
69 S. Boussard, ibid., p. 320. なお、ドイツの義務付け訴訟における特定処分義務付け判決と再
決定義務付け判決の内容についても、相対化が指摘されることにつき、参照、山本隆司「義務
付け判決と仮の義務付け・差止めの活用のために（上）——ドイツ法の視点から」自治研究 81
巻 4 号（2005 年）72 頁以下。 
70 S. Boussard, ibid., p. 319. 
71 事案の詳細については、参照、興津・前掲注 30、121-129 頁。 
72 C.E., 18 octobre 1995, Ministre de l’Intérieur c/ M. et Mme Reghis, Rec. Tables., p. 989, 
chron. J.-H. Stahl et D. Chauvaux, chron. préc., (note 50), p. 119. 




























ジョンクション権限が今後、行政の審理権限（le pouvoir d’instruction de l’administration）
に、執行裁判官が介入することを許すものであるとしても、慎重に（avec prudence）、ニュ
アンスをもって（avec nuance）、新たに割り当てられた権限を用いるのでない限り、執行裁
                                                     
74 C.E., 4 juillet 1997, Époux Bourezak, Rec., p. 278, chron. D. Chauvaux et T.-X. Girardot ; 
R.F.D.A., 1997, p. 815, concl. R. Abraham.  
75 R. Abraham, concl. préc., (note 74), pp. 817-818. 
76 J.-H. Stahl et D. Chauvaux, chron. préc., (note 50), p. 119. 
77 C.E., 4 juillet 1997, Leveau, Rec., p. 282；R.F.D.A., 1997, p. 819, concl. J.-H. Stahl；
A.J.D.A., 1997, p. 584, chron. D. Chauvaux et T.-X. Girardot. 
78 後述第 4 項参照。 



























                                                     
80 M. Aubert, concl. sur C.A.A., Nantes, 11 décembre 1996, M. Thomas, R.F.D.A., 1996, p. 811 ; 
Cf. A. Perrin, op. cit., (note 38), p. 600.  
81 D. Chauvaux et T.-X. Girardot, chron. préc., (note 74), p. 588. 
82 前述の通り、阿部泰隆『フランス行政訴訟論——越権訴訟の形成と行政行為の統制——』
（有斐閣、1971 年）86 頁〔初出、1968-1969 年〕143 頁は、「コンセイユ・デタは鑑定
（expertise）、現場検証（visite du lien）、証拠調（enquête）、官吏の出頭命令（comparution 
personnelle）、訊問（interrogatoire）等をしないのが通常の態度である」と指摘する。 
83 C.E., 12 juillet 1995, Domarchi, Rec., p. 988；A.J.D.A., 1996, p. 115；C.E., 23 janvier 1997, 
Ministre de l’Intérieur c/ M. Hamlaoui, A.J.D.A., 1997, p. 278, chron. P.-E. Spitz；Cf. A. Perrin, 
op. cit., (note 38), p. 609. 




































   越権裁判官が行政行為を取り消す際、たとえ複数の取消事由が取消を正当化する性質を
有するとしても、原則として、事案の状況全体に鑑み、当該紛争を最もよく解決できると思
                                                     
87 D. Chauvaux et T.-X. Girardot, chron. préc., (note 74), p. 588. 
88 Ibid. 
89 興津・前掲注 30、150-151 頁。 
90 C.E. Sec., 21 décembre 2018, Société Eden, n°409678. 
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第 3項 判例法理の変化 
 
 判決の内容に目を転じると、アンジョンクションの権限は分野を問わず、広く活用されて






  Ⅰ 義務の拡大 




 １ 公務員の社会保障受給権の回復 
 公務員のキャリアの問題が原状回復の古典的問題領域であることは第 2 章の通りである。
今なお、取消判決の執行の大きな部分を占めるが、第 2 章で述べた原状回復の限界を含め、
                                                     
91 A. Perrin, op. cit., (note 38), p. 596. 












 ２ 申請に対する処分の発給 
 この類型においては、近時、外国人に関する事案が増加していると言われる 96。1995 年
法の条文構造に基づけば、申請時の状況に戻り、行政が判決理由に拘束される形で、再審査







３ 再度の命令制定行為   
違法に適用デクレが制定されなかった法律の条文がアンジョンクション判決時に廃止さ
れておらず、デクレ制定義務が判決時に残っていれば、改めて適用デクレを制定することを
内容としたアンジョンクションが下される 101。この点は、第 2 章で述べた通り、法律の執
                                                     
93 興津・前掲注 30、196 頁、注(49)参照。 
94 C.E., 13 avril 2005, France Télécom, A.J.D.A., 2005, p. 1366. 
95 C.E., 23 décembre 2011, Poirot, Rec., p. 669 ; A.J.D.A., 2012, p. 1294, note E. Aubin. 
96 A. Perrin, op. cit., (note 38), p. 594；E.D.C.E., n°64, 2013, p. 158 によれば、外国人に関す
る事例においては、執行の遅滞や不執行が目立つという。 
97 このように解すれば、第 2 章での古典的な判例法理からの変化は生じない。 
98 C.E., 12 juillet 1995, Domarchi (supra note 83). 
99 T.A., Rennes, 28 septembre 1995, Mlle Jehan et autres, Rec., p. 584, L.P.A.. 1996, n°48, 
concl. M. Gualeni, R.F.D.A., 1996, p. 345；T.A., Rennes, 29 janvier 1996, Luquet de Saint-
Germain, Rec., p. 631, R.F.D.A., 1996 p. 350. 
100 A. Perrin, op. cit., (note 38), pp. 596-597. 
101 C.E. Sec., 26 juillet 1996, Association lyonnaise de protection des locataires, Rec., p. 293；




















                                                     
France, Rec., p. 124；R.F.D.A., 1998, p. 1165, concl. C. Maugüé. 但し、アンジョンクション判
決後に、当該規定が改正された場合、判決の執行は不要となる（E.D.C.E., n°67, 2016, p. 
185）。 
102 C. Maugüé, op. cit., (note 35), p. 607；興津・前掲注 30、118 頁。 
103 C.E., 7 février 2003, GISTI, Rec., p. 30；R.F.D.A., 2003, p. 961, note A. Fitte-Duval et S. 
Rabiller；A.J.D.A., 2003, p. 996, note F. Julien-Laferrière. 
104 C.E., 30 juillet 2003, Syndicat des avocats de France, Rec., p. 358. 
105 C. Maugüé, op. cit., (note 35), p. 607. 






107 E.D.C.E., n°67, 2016, p. 185 も、法律適用デクレにかかる取消判決において、アストラン
トを伴った事前のアンジョンクションを命じることに、コンセイユ・デタはためらわない傾向
にあるという。 
108 C.E., 25 juillet 2008, Syndicat national des professionnels de santé au travel, n°300322, cf. 





























                                                     
109 C.E., 7 octobre, 1994, Époux Lopez, Rec., p. 430. 
110 前述の通り、アストラント判決においても、金銭的負荷の解除条件として、行政のなすべき
義務を裁判官は確定する必要がある。 
111 A. Perrin, op. cit., (note 38), p. 401. 
112 C.E., 26 mars 1999, Société Hertz-France, Rec., p. 96, concl. J.-H. Stahl. 
113 C.E., 10 décembre 2003, Institut de recherche pour le développement, Rec., p. 501；B.J.C.P.,  
2004, p. 136, concl. D. Piveteau, obs. R. S.；A.J.D.A., 2004, p. 394, note Dreyfus；D.A., 2003, 
p. 20, note Ménéménis. 
114 B. Seiller, L’intérêt général et l’exercice des pouvoirs juridictionnels, in L’intérêt général. 



























                                                     
115 A. Perrin, op. cit., (note 38), pp. 601-602. 
116 C.E., 10 décembre 2003, Institut de recherche pour le développement (supra note 113). 
117 E.D.C.E., n°64, 2013, p. 158 は都市計画の事案が近年増えていることを指摘していた。 
118 C.E. Sec., 29 janvier 2003, Syndicat départmental de l’électricité et du gaz des Alpes-
Maritimes et Commune de Clans, Rec., p. 21, concl. C. Maugüé；A.J.D.A., 2003, p. 784, note P. 
Sablière；R.F.D.A., 2003, p. 477, concl. C. Maugüé, p. 484, note Lavialle. この判決法理はその
後の裁判所に踏襲されている。近時の判例として、par exemple, C.A.A., Versailles, 8 février 
2018, Société Enedis, n°16VE0155, A.J.D.A., 2018, p. 902 がある。 












権限（pouvoir d’appréciation non négligeable）の付与であるともいいうる 123。他方で、適
切な規整が不可能な場合であっても、一般利益によって、違法工作物は改修・解体を免れる
ことが示された。その際、裁判官は、工作物の維持の不都合と解体の不都合とを均衡し、解
体が一般利益への過度な侵害（une atteinte excessive à l’intérêt général）をもたらしうるか
を判断する。この点につき、論告担当官は、「やむを得ない（impérieux）」一般利益によっ
て正当化されるといい 124、具体例として、「公の秩序の維持（préservation de l’ordre public）









                                                     
要に応じて、埋設）を命じた（C.E., 9 janvier 2004, Commune de Peille, Rec., p. 244；C.J.E.G., 
2004, p. 494, concl. F. Donnat）。 
121 P. Sablière, note préc., (note 118), p. 785. 
122 Ibid. 
123 Lavialle, note préc., (note 118), p. 487.  
124 判決理由ではこの文言は落とされ、単なる一般利益となっている。この文言に関しては、第
4 章をも参照。 
125 C. Maugüé, concl. préc., (note 118), p. 482. 
126 P. Sablière, note préc., (note 118), p. 785. 
127 Ibid.；A. Perrin, op. cit., (note 38), p. 404. 
128 A. Perrin, ibid., p. 404；ibid., p. 605 は形式上の瑕疵に基づく違法による除却命令はないと
指摘する。 
129 Ibid., p. 403；Lavialle, note préc., (note 118), p. 485 は「法治主義の名のものに（au nom de 










 １ 期間および権利利益の審査による遮断 
 第 2 章で述べた通り、原状回復の審査は三つに分けることができる。そのうちの関連性
の審査における緩和傾向をすでに説明した一方で、期間の審査および権利利益の審査にお
いては、厳格になっていることが確認される。その基礎に、不整合処分の受益者（bénéficiaire）
に対する法的安定性（sécurité juridique）の重視があることは確かであろう 132。 





った各生徒の任用処分には影響しない 134。ここでは後者の判決すなわち 2007 年グラス判
決がとりわけ注目される。というのも前者の判決が下された 1997 年は、職権取消制限にか
かる判例法理の転換が確定する前であり、なおも出訴期間と職権取消可能期間が重なって
                                                     




131 A. Perrin, ibid., p. 605. 
132 R. Chapus, op. cit., (note 47), p. 1130. 
133 C.E. Sec., 10 octobre 1997, Lugan, Rec., p. 346, concl. Pécresse；A.J.D.A., 1997, p. 952, 
chron. Girardot et Raynaud. この判決は、後述する調査部による教示の申立てへの回答におい
ても、しばしば引用されている（par exemple, E.D.C.E., n°51, 2001, p. 148）。 
134 C.E., 10 janvier 2007, Grass et autres, A.J.D.A., 2007, p. 119. ほかに、周波数の割り当て許
可の拒否処分の取り消し後、他の申請者に割り当てた確定的となった権利創設的行為（許可処
分）を尊重するとした判決などがある（C.E. Sec., 10 octobre 1997, Société Strasbourg FM, 
Rec., p. 355, concl. V. Pécresse）。R. Chapus, op. cit., (note 47), p. 1130 は、これらの判例と対
置される過去の判例として、期間の審査および権利利益の審査をいずれも不問として原状回復
を厳格に要求した 1962 年判決（C.E., 21 novembre 1962, Pelbois, Rec., p. 624）を引いてい






く、後行行為である任用処分は、争訟上の訴えの対象となっておらず（cet arrêté n'a pas fait 
l'objet de recours contentieux ）したがって、権利創設的行為である任用処分は確定的とな
り（ces nominations, qui étaient créatrices de droits pour leurs bénéficiaires, étant devenues 
définitives ）、 前 訴判 決に よ り 宣言 さ れた 取消は 、 公 務員 の 個別 状況に 影 響 しな い









 ２ 関連性の審査による遮断 
 すでに、関連性の審査における緩和傾向を指摘したにもかかわらず、2017 年コンセイユ・
デタ年次報告を見る限り、コンセイユ・デタは、関連性の審査の厳格化をも志向しているよ
うに見える 138。なお、ここでは後者の分析にとどめ、両者の整合的理解の試みは、第 4 項
で述べる。関連性の審査の厳格化は、「別の訴訟（litige distinct）139」による請求棄却判決
                                                     
135 2001 年テルノン判決（C.E. Ass., 26 octobre 2001, Ternon, Rec., p. 497；R.F.D.A., 2002, p. 
77, concl. F. Séners, p. 88 note P. Delvolvé）が確立した判例法理となることにつき、参照、斎








Chapus, op. cit., (note 47), p. 1129）。 





























                                                     
n°68, 2017, p. 189）。 
140 E.D.E.C., ibid. 
141 ある行為の取消が何らの執行措置をも含まない場合に、コンセイユ・デタが、本件におい
て、既判事項の権威は、行政は同様の違法性を帯びた行為をとらないことを含んでいると述べ





合を除き、別の訴訟に属する」とも言われている（E.D.C.E., n°51, 2000, p. 161）。 
143 C.E., 9 février 2000, Samoy, Rec., p. 1178. 

















資格（titre de séjour）を満たしているという理由に基づいて国外退去処分（arrêté de 




                                                     
145 C.E., 25 juillet 2008, Syndicat national des professionnels de santé au travel (supra note 108). 
146 夙に、交告尚史『処分理由と取消訴訟』（勁草書房、2000 年）172 頁がこの点を指摘してい
る。 
147 C.E., 13 janvier 1997, Schmitt, Rec., p. 1021. 
148 興津・前掲注 30、127 頁は、後掲注 149 の判例につき、アンジョンクションの可否および
その内容は、あくまでも判決理由に応じて決まるという考え方をコンセイユ・デタが堅持して
いることの現れと指摘する。 
149 C.E. Sec., 22 février 2002, Dieng, Rec., p. 54；R.F.D.A., 2002, p. 1080, concl. D. Chauvaux；
A.J.D.A., 2002, p. 415, chron. M. Guyomar et P. Collin. 
150 論告担当官はその発給の命令を指示したこと（参照、興津・前掲注 30、200 頁、注(85)）
からも、コンセイユ・デタの立場が如実に表れている。 
151 コンセイユ・デタ年次報告によると、この再審査の遅さが例年問題視されている
（E.D.C.E., n°55, 1999, p. 156）。 
152 同上、127 頁。この判例法理はのちのコンセイユ・デタにより踏襲され、確立したものと解
されている（F. Blanco, op. cit., p. 384）。2001 年年次報告においても、後述する調査部が何度
も、欧州人権規約 8 条および基本的自由に基づく国外追放処分の取消は、滞在資格の付与を含































                                                     
したことが記されている（E.D.C.E., n°52, 2001, p. 148）。 
153 かつての原状回復に関する判例法理と同じく、アンジョンクションの権限の行使において
も、命令制定行為と個別処分の取消を区別する必要性はフランス法の共通認識のようである
（Y. Gaudemet, op. cit., (note 12), p. 820；F. Moderne, op. cit., (note 32), p. 51）。 
154 C.E. Avis. Sec., 13 mars 1998, Mme Vindevogel , n°190751. 
155 E.D.C.E., n°68, 2017, p. 190. 
156 R. Chapus, op. cit., (note 47), p. 1129. 































                                                     
158 C. Broyelle, op. cit., p. 285. 




161 E.D.C.E., n°68, 2017, p. 190. 



























F. Blanco, op. cit., pp. 443 et s, 567 et s. 
164 Y. Gaudemet, op. cit., (note 12), p. 806；F. Moderne,op. cit., (note 32), pp. 52-53；P. 
Fraisseix, op. cit., p. 1070. 




166 C. Maugüé, op. cit., (note 35), pp. 591-592. 同旨、興津・前掲注 30、115-116 頁。S. 
Boussard, op. cit., p. 319 は、取消の実効性を確保するためだけに許されたアンジョンクション
は、裁判上の解決策（solution juridictionnelle）の外在的存在（extérieure）であり、その点、
2000 年 7 月 30 日法律で認められた執行停止（suspension d’une décision administrative）の権
限とは区別されると指摘する。 




























                                                     
168 S. Boussard, op. cit., p. 328. 
169 A. Perrin, op. cit., (note 38), pp. 594-624；Cf. ibid., Le pouvoir d’injonction du juge 
administratif, La loi du 8 février 1995, vingt ans aprés, Au-déla du cadre législatif initial : le 
pouvoir d’injonction en dehors de la loi 8 février 1995, R.F.D.A., 2015, p. 648；J. Chevallier, op. 
cit., p. 86-87 も、アンジョンクションを認めることにより、活動行政と行政裁判の分離独立原
則の不均衡が解け、適切な均衡が回復するという。 
170 A. Perrin, op. cit., (note 38), p. 588. 
171 Cf. Ibid., p. 597, note 2452. 
172 R. Chapus, op. cit., (note 47), p. 1130. 










第 1 項 意義 
  

















                                                     




にとどまるはずであった。この点、M. Roux, concl. sur C.E. Sec., 17 octobre 1986, Vinçot, Rec., 
p. 237 における「我々はアンジョンクションが実際上の利益をそれほどもたらすものか疑問に
思っている。というのも、ことの性質上、アンジョンクションは、既判事項の権威を有する判
決そのものよりも強力な力を有するわけではないのである（elle n’a, par définition, pas plus de 
force que la decision de justice elle-même）」との指摘は示唆的である。なお、cf. F. Moderne, 
op. cit., (note 57), p. 807. 





























                                                     
177 F. Moderne, op. cit., (note 32), p. 54；A. Perrin, op. cit., (note 169), p. 644. 
178 F. Moderne, ibid.；R. Chapus, op. cit., (note 47), p. 969. 
179 A. Perrin, op. cit., (note 177), p. 644；R. Chapus, op. cit., (note 47), p. 986 は「非形式主義
（sans formalisme）」と呼ぶ。Ibid., p. 975 をも参照。 
180 C.E. Sec., 25 juin 2001, Société Toulouse football club, Rec., p. 281, A.J.D.A., 2001, p. 887, 
note G. Simon.；C.E. Ass., 29 juin 2001, Vassilikiotis, Rec., p. 303, concl. F. Lamy, A.J.D.A., 
2001, p. 1046, chron. P. Guyomar et P. Collin, L.P.A., octobre 2001, n°212, S. Damarey, 
R.D.P. 2002, p. 748, obs. C. Guettier.；C.E., 27 juillet 2001, Titran, Rec., p. 411. これらの判決
につき、興津・前掲注 30、156 頁以下参照。 




























                                                     
182 T.A., Lyon, 15 novembre 2005, M. Joseph Perreton, concl. M. Chenevey, A.J.D.A., 2006, pp. 
149-151. 
183 A. Perrin, op. cit., (note 38), pp. 644-655. 
184 Ibid., p. 661 et s. 
185 したがって、例えば、申立て時点において、立法による解決がなされ、申立人の救済が確実
となったような場合には、判決の執行に必要な措置を命じる必要性はなく、判決の執行によっ
て利益を享受する資格を有する者とはみなされない（E.D.C.E., n°66, 2015, p. 174）。 
186 いうまでもなく、訴訟の敗訴当事者は含まれない（J.-C. Bonichot, P. Cassia, B. Poujade, 
op. cit., p. 1364）。 


















「係争行為に直接かかわる者（personnes directement concernées par l’acte qui a donné lieu 
à l’instance）191」についても、コンセイユ・デタは門戸を開いた。この類型には、判決の執








                                                     
188 Par exemple, R. Abraham, concl. préc., (note 74), pp. 817-818. 
189 A. Perrin, op. cit., (note 38), p. 665. 
190 Ibid. 
191 C.E. Sec., 13 novembre 1987, Mme Tusque et M. Marcaillou, n°75473. なお、この判決お
よび後掲注 192 の判決はアストラントの申立てが問題となった事案である。 
192 C.E., 25 janvier 1995, M. Melot, n°155647. 
193 Cf. C.A.A., Nantes, 31 juillet 2001, Association S.O.S. Gaspillage 61, req. n°97NT01220. 公
金の浪費に対する闘いを目的とするアソシアシオンは、例外的な階級の長のポストを設ける市
町村議会の議決を取り消した判決の執行を請求する地位にはないと判断した。 
194 なお、cf. S. Boussard, op. cit., p. 327. 






























197 A. Perrin, op. cit., (note 38), p. 838. 
198 Y. Gaudemet, op. cit., (note 20), p. 102；R. Chapus, op. cit., (note 47), p. 989. 
199 Y. Gaudemet, ibid. 
200 R. Chapus, op. cit., (note 24), p. 818. 
201 もっとも、事後のアンジョンクションの請求の要件たる「判決が不執行である場合（en cas 
d’inexécution）」（CJA. L.911-4 条）の拡大解釈の傾向も指摘されている（A. Perrin, op. cit., 






















された C.E., 7 novembre 2012, M et Mme Gaigne et commune de Grans, Rec., p. 1027 や、公務
員のキャリア回復に係る措置の遅滞を理由にした損害賠償請求を認めた C.E., 11 mars 2009, 
Wada, Rec., p. 798 などがある。 
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握により、フランスにおける既判事項の権威の統制手法の変遷が浮き彫りになる（第 3 款）。 
 
第 1款 非訟的手続き 
 
 裁判所による非訟的手続きの起源は、アンジョンクション、アストラントよりも古く、
1963 年 7 月 30 日デクレ 206による執行援助の規定まで遡る。いかなる規定に基づき、いか
なる運用がなされていたかを、コンセイユ・デタ年次報告を中心に跡付けながら、かかる仕





                                                     
203 J. Rivero, op. cit., p. 37.  
204 E.D.C.E., n°27, 1975-1976, p. 212. 
205 コンセイユ・デタ調査部の活動の検討の必要性を指摘したものとして、交告尚史「判決の履
行を確保する手段」フランス行政法研究会編『現代行政の統制——フランス行政法研究——』
（成文堂、1990 年）138 頁がある。 
206 Décret n°63-766 du 30 juillet 1963 portant règlement d'administration publique pour 
l'application de l'ordonnance n° 45-1708 du 31 juillet 1945 et relatif à l'organisation et au 
fonctionnement du Conseil d'Etat. 
207 R. Chapus, op. cit., (note 24), p. 820． 
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第 1項 執行援助の概要 
 
1963 年デクレによってコンセイユ・デタに創設されたのが、報告委員会（Commission du 
rapport）である 208。報告委員会は、その後 1975 年に報告調査委員会（commission du rapport 
et des études）、1985 年に調査部（section du rapport et des études）へと規模を拡大し、1985
年以降、行政部の一専門部会（section）を構成している 209。本稿では、便宜上「調査部」
と呼んでいる。調査部は、他の行政部専門部会同様に、裁判官としてではなく、行政機関













                                                     
208 より精確には、同デクレ 3 条によって、コンセイユ・デタ年次報告とその編纂にあたる調査
部を創設された（J.-P. Costa, op. cit., (note 1), p. 228）。 
209 したがって、調査部部長は、争訟部大法廷（assemblée du contentieux）の構成員となる。 
210 C. Broyelle, op. cit., p. 279. 
211 なお、58 条は 2001 年に廃止され、行政裁判法典 R931-1 条、921-1 条として併合されたう
えで、関係大臣（les ministers intéressés）が関係機関（l’autorité intéressée）に修正されてい
る。これは、調査部の希望に基づいたものであるという（J.-C. Bonichot, P. Cassia, B. Poujade, 
op. cit., p. 1362）。 
212 J. Chevallier, op. cit., p. 82. 
213 C. Broyelle, op. cit., p. 280. 1984 年前後、関係大臣に限らず、あらゆる行政機関からの申立
てを受理する立場をとっていた時期もあるという（E.D.C.E., n°36, 1984-1985, p. 282；n°37 
1985-1986, p. 200）。のちに、関係機関に拡大されることについては、前掲注 211 参照。 
214 Par exemple, E.D.C.E., n°64, 2013, p. 163；J.-C. Bonichot, P. Cassia, B. Poujade, op. cit., 
p. 1364. デクレの取消に基づく大臣の申立てがよく紹介されている。 
215 E.D.C.E., n°54, 2003, p. 119. 




控訴院に拡大した（CJA. R.921-1 条）217。もっとも、同条 2 項の通り、「よき裁判の運営の










第三に、1963 年デクレ 59 条は、勝訴判決の言い渡しから 3 か月を経たのち、原告当事者
が、直面する困難をコンセイユ・デタに申し出ることができることを規定している。今日で
は、「関係当事者（partie intéressée）」が、コンセイユ・デタに対し、あらゆる措置を命じる
ことを請求することができる（CJA. R.931-2 条、L.911-4 条）。関係当事者からの請求によ
っても行政的統制が開始することとなるが、前述の通り、最も多いケースがかかる原告から
の申立てであり、その後必要に応じて裁判的統制として事後のアンジョンクションやアス
                                                     
217 J.-C. Bonichot, P. Cassia, B. Poujade, op. cit., p. 1364. 




とにつき、A. Perrin, op. cit., (note 177), p. 648；R. Chapus, Hommage à Georges Vedel, 
Georges Vedel et l’actualité d’une ≪notion fonctionnelle≫: l’intérêt d’une bonne 




び手続き的保障による実体的権利の保護へ——」比較法研究 74 号（2012 年）23 頁がある。 
219 J.-C. Bonichot, P. Cassia, B. Poujade, op. cit., p. 1368. 
220 本条の対象となる判決はコンセイユ・デタ判決に限られる。 
221 M. Fromont, L’exécution des décisions du juge administratif en droit français et allemand, 
A.J.D.A., 1988, p. 245. 
222 Ibid. 
















（rapporteur général）を前任していたことを記している 226。 
アストラントの記述において述べた通り、原告らの申出に基づく調査部の権限は、1995
年 2 月 8 日の法律により、行政控訴院および行政地方裁判所にも与えられた 227。1963 年か
ら 1995 年まで実に 30 年以上、いかなる判決についてであれ、誰からの申立てであれ、コ
ンセイユ・デタが説得の役割を担っていたということになる。もっとも、今日では、コンセ
イユ・デタ調査部に登録される事件数の減少と、行政地方裁判所に登録される事件数の増加
が顕著である。例えば、2015 年の年次報告によれば 228、2010 年にコンセイユ・デタに登録
された事件が 178 件であるのに対し、2014 年の件数は 91 件である。行政地方裁判所は 2010




第 2項 執行援助の申立て 
 
 前述の通り、1963 年デクレ 58 条に基づく行政による申立ておよび職権での開始は件数
からみると極めて少ない 230。今日でこそ、行政からの申立てが年間 15 件程度まで増えたも
                                                     
224 E.D.C.E., n°38, 1986-1987, p. 194. 
225 G. Vedel, Droit Administratif, 6e éd., PUF, 1976, p. 541. 
226 J.-P. Costa, op. cit., (note 1), p. 227. 
227 R. Chapus, op. cit., (note 24), p. 820． 
228 E.D.C.E., n°66, 2015, p. 176. 
229 Ibid., n°68, 2017, p. 198. なお、行政控訴院は毎年 500 件程度を推移している。 
230 Ibid., n°27, 1975-1976, p. 213；R. Chapus, op. cit., (note 24), p. 820． 
154 
 
のの 231、59 条に基づく関係当事者からの申立ての件数とはまさしく桁違いである。1963 年
から 1973 年までの 10 年間では、コンセイユ・デタ調査部に対し、年平均 22 件の申立てし
かなかったが、70 年代から訴訟件数が増加し 232、教示の仕組みも認知度が上がっていくこ
とになる。1986 年には 534 件、1995 年では 1065 件にも及び 233、近年では関係当事者から
の申立てが年間 1000 件を超えている 234。1995 年には下級審裁判所にも教示の仕組みが導
入されたことから 235、その後のコンセイユ・デタへの申立て件数は当然減少していくこと





  Ⅰ 申立ての主体・手続 
 




当事者の解釈は、第 1 節第 3 款第 2 項で述べた通りである。 






                                                     
231 R. Chapus, op. cit., (note 47), p. 1163. 
232 行政訴訟判決そのものの増加も一因とされる（E.D.C.E., n°34, 1982-1983, p. 309）。 
233 M. Fromont, op. cit., p. 245. なお、1980 年代、原告による申立ては、原告（一部）勝訴判
決のうちの３％、６％、10％と増加していったという。 
234 R. Chapus, op. cit., (note 47), p. 1163. なお、関係当事者からの申立ては、弁護士強制が免
除されている（C. Broyelle, op. cit., p. 280）。 
235 C. Broyelle, ibid., p. 280 は、手続が地方分権化された（décentralisée）と説明する。 
236 E.D.C.E., n°66, 2015, p. 174. 
237 Ibid., n°27, 1975-1976, p. 213. 
238 Ibid., n°28, 1976-1977, p. 151. なお、1983 年の年次報告は、いくつかの地方裁判所による
教示が不十分であることを指摘している。すなわち、待機期間のみを知らせることは、上訴の























後、大臣補佐（secrétaire d’Etat）はコンセイユ・デタ行政部の公務委員会（commision de la 
function publique）に諮問し、意見（avis）を得ていた。これは制度化前のいわば慣例とし
ての教示の申立てであったが、それに対する行政部の意見は、次のようなものである。曰く、
                                                     
p. 309）。 
239 Décret n°76-286 du 24 mars 1976 modification de l‘art. 50 (section du contentieux) et de 
l'art. 59 (requete) du décret 63766 du 30 juillet 1963. 
240 E.D.C.E., n°28, 1976-1977, p. 151. 
241 Ibid., n°26, 1974-1975, p. 166. 
242 行政が何らかの執行措置を講じた場合にも、調査部は管轄を降り、当該行政処分に対する係
争は裁判所に提訴するほかない（F. de Baecque, La commission du rapport et des études et 
l’exécution des décisions de justice, E.D.C.E., 1983, p. 183）。後掲注 290 をも参照。 
243 Ibid., n°30, 1978-1979, pp. 230 et 250；Ibid., n°28, 1976-1977, p. 152. 
244 Ibid., n°32, 1980-1981, p. 263. 
245 C.E. Ass., 10 décembre 1954, Cru, Rec., p. 659；D., 1955. p. 198, concl. Jacomet, note P. 
Weil. 















第 3項 執行援助の実行 
 
  Ⅰ 審理およびあらゆる手立て 
 
 １ 法令上の仕組み 
 以下では、現行の行政裁判法典の条文をもとに、申立てが受理された場合にいかなる手続









という事案もあるようである（E.D.C.E., n°51, 2000, p. 160）。 
なお、2017 年デクレ（décret n°2017-493 du 6 avril 2017 modifiant le code de justice 
administrative）によって、調査部に対する執行援助の申立てがあった場合、調査部の判断が示
されるまでの間、執行請求に対する明示の拒否処分に対する出訴期間を中断することが定めら
れたが（CJA. R.911-3 条）、かかる「出訴期間の保護的解釈（interruption conservatrice）」は
下級審裁判所に対する執行援助の申立てではすでに採用されており、コンセイユ・デタについ
ては本改正によって採用されたという（A. Claeys, La réforme de la procédure d’exécution 
devant le Conseil d’État, A.J.D.A., 2017, pp. 1945-1946）。 
248 E.D.C.E., n°37, 1985-1986, p. 200. 













たと判断する場合、申請者に通知され、申請を行政的に解決する（procéder au classement 





行われているこの公表によるサンクションは、道徳的な圧力の要素（un facteur de pression 
morale）253にすぎないが、世論に訴えることによる不執行の防止という性格を有している 254。 
 





                                                     
250 1975 年デクレによって、行政部と同じく、報告担当官の指名制度が設けられた（ibid., n°
27, 1975-1976, p. 211）。 
251 A. Claeys, op. cit., p. 1950；Ibid., n°38, 1986-1987, p. 193. 
252 この行為は争訟の対象となる行政決定（décision administrative）の性格を有しない（C.E., 
29 décmbre 2000, Colombeau, A.J.D.A., 2001, p. 895, concl. E. Mignon）。 
253 A. Mestre, op. cit., p. 78. 
254 R. Chapus, op. cit., (note 24), p. 820． 
255 E.D.C.E., n°32, 1980-1981, p. 262. 
256 Ibid., n°38, 1986-1987, p. 196. 




















                                                     
コンセイユ・デタ判決の論告担当官ビヴトーの論告の一説である（C.E., 28 mai 2001, 





長の 4 分の 1 程度の量にとどまるとの指摘もある（E.D.C.E., n°55, 2004, p. 126）。他方で、
アストラントを付加する請求を退ける判決において、その理由として調査部の審理判断の資料
が引き合いに出されることもある（C.E., 28 avril 2006, Sté Eiffel-Distribution, A.J.D.A., 2006, 
p. 1629；Cf. J.-C. Bonichot, P. Cassia, B. Poujade, op. cit., p. 1366）。 
258 Par exemple, E.D.C.E., n°38, 1986-1987, p. 199 et s. 
259 Ibid., n°41, 1989-1990, p. 118. 
260 Ibid. 
261 Ibid., n°43, 1991, p. 89 には、調査部からの勧めで、国家教育大臣（mistre de l’Éducation 
nationale）が判決の執行に関する仕事を担当する部長（directeur）を指名したことなどが紹介
されている。 
262 Ibid., n°32, 1980-1981, p. 262；Ibid., n°37, 1985-1986, p. 201. 
263 Ibid., n°38, 1986-1987, p. 196. 
264 Ibid., n°32, 1980-1981, p. 262. 
265 J.-P. Costa, op. cit., (note 1), p. 229. 
266 Ibid. 
















ついて意見交換を行う「執行ネットワーク（un réseau de l’exécution）」が開催されているの





年によってちがいはあるものの、総じて 8 割ないし 9 割は行政による執行に至っており 275、
                                                     
268 J. Allier, De l’obéissance due par l’administration active à la chose jugée par la juridiction 
administrative, thèse, Paris, 1923. pp. 23-24. 
269 E.D.C.E., n°26, 1974-1975, p. 167. 
270 Ibid., n°38, 1986-1987, p. 195. 




的な和解（transaction général）」しか解決策はないという。また、ibid., n°51, 2000, p. 159 も
「通常のあらゆる手立て（diligences habituelles）が成功しなかった場合、調停（médiation）
の手段をとることもある」と述べる。 
272 Ibid., n°54, 2003, pp. 125-126. 
273 Ibid., n°67, 2016, p. 181. 
274 Ibid., n°68, 2017, p. 189.  
275 2015 年は 78％、2016 年は 76％である（R. Chapus, op. cit., (note 24), p. 820）。Cf. 




















  Ⅱ 管轄の限界と争訟部への移送 
 
 １ 調査部の管轄 
 調査部の判断は、言うまでもなくこれまでの判例法理を基礎にする 281。他方で、調査部
は、自らの管轄の範囲にも厳格でなければならない。年次報告曰く。 
                                                     
276 なお、2016 年にはフランスの下級審裁判所において、2006 件が裁判官の介入なく、執行を
実現したという紹介もされている（A. Claeys, op. cit., p. 1949）。 
277 E.D.C.E., n°54, 2003, p. 120. 
278 Ibid., n°47, 1995, p. 271；cf. par exemple, ibid., n°50, 1999, p. 154. 
279 Ibid., n°26, 1974-1975, p. 166. 
280 Ibid. 











「調査部は、どうしたって裁判所ではないのであり、対立が法の解釈（au fond du droit）、事













を行い、法解釈を施すことは許されない。「裁判の権限を有しない（n’a pas de competence 
juridictionnelle）286」からである。それゆえ、「調査部は、執行の確保を委ねられている判決
によって判断されていない法的問題には態度を示さない 287」のである。但し、判決におい
て、十分に説明されていない点につき、裁判官の評価の留保のもと（sous reserve de 
l’appréciation des juridictions compétentes）、とるべき措置を行政に指示することは可能で
ある 288。 
 自らの権限にない問題が付託された場合、自らの管轄を拒否し（décliner sa compétence）、 
そのことを申立人に通知する。例えば、「別の訴訟」の説明において例示した通り（第 1 節
第 2 款第 3 項参照）、公務員のキャリアの回復等の執行の態様（modalités）が問題となる場
                                                     
282 Ibid., n°26, 1974-1975, p. 166. 




能（attributions）ではない」（ibid., n°65, 2014, p. 148）として、申立てを斥けている。 
284 Ibid., n°51, 2000, p. 160；Ibid., n°52, 2001, p. 151. 
285 Ibid., n°32, 1980-1981, p. 262；Ibid., n°54, 2003, p. 123. 
286 Ibid., n°43, 1991, p. 88. 




















た手続きを説明する文書が送付される（R.931-4 条 1 項）。二つ目は、申立人が行政的解決










                                                     
289 Ibid., n°26, 1974-1975, p. 166. 他方、規定からも明らかな通り、大臣からの教示の申立て
においては、執行の態様が申立ての内容となっている（cf. Ibid., n°36, 1984-1985, p. 281）。
したがって、行政からの申立ての場合のほうが、調査部の管轄は広くなると思われる。もっと
も、前掲注 283 をも参照。 
290 契約裁判官に帰属する評価権限を調査部が行使することもない（ibid., n°58, 2007, pp. 
139-140）。 
291 Ibid., n°56, 2005, p. 118. 





象とはならない（同条 2 項 3 項）。 
 なお、争訟部での審理過程においても、調査部の役割は残る。まず、調査部作成の書類お
よび調査部部長の文書は、一件書類に追加され、審理担当法廷により当事者に交付される
（R.931-5 条 2 項）。しばしばアストラントを決定づけるとも言われるほど、重要な意味が
ある一方で、かかる調査部の資料の法的性質の不明確さも指摘されている 293。 
 









第 1項 メディアトゥール 
 
そもそも共和国メディアトゥール（Médiateur de la République：行政斡旋官）の制度自










                                                     
293 A. Claeys, ibid., p. 1952. 
294 Art. 11 de la loi du 3 janvier 1973 relative au médiateur dans sa rédaction issue de la loi du 24 
décmbre 1976. 
295 参照、多賀谷一照「フランスにおける行政改革」法律時報 53 巻 4 号（1981 年）225 頁以
下。 























                                                     
297 F. Moderne, op. cit., (note 57), p. 817. そのため、1976 年法律によるメディアトゥール制度
は、行政によるアンジョンクションという側面をも有すると解することもできる。 
298 J.-C. Ricci, op. cit., p. 234；J. Waline, op. cit., p. 706. 
299 R. Chapus, op. cit., (note 47), p. 1166. 
300 M. Fromont, op. cit., p. 246. 
301 R. Chapus, op. cit., (note 47), p. 1166. 
302 E.D.C.E., n°37, 1985-1986, p. 199. 
303 J.-P. Costa, op. cit., (note 1), p. 230. 
304 J. Rivero, Droit administratif, 20e éd., Dalloz, 2004, p. 570 ; J. Waline, op. cit., p. 706.  なお、
調査部の手法とメディアトゥールの手法が似ていることも指摘されていること（J.-P. Costa, 
ibid., p. 229）から、前者が後者の役割に取って代わっていたとみることもできそうである。 
305 M. Fromont, op. cit., p. 246. 
306 P. Weil, Les consequences de l’annulation d’un acte administratif pour excès de pouvoir, 




















 金銭支払い義務の履行に関し、重要な出来事といえるのは、1982 年 3 月 2 日の地方分権
に関する法律によって、地方公共団体とりわけコミューンに対する行政的後見監督（tutelle 
administrative）が廃止されたことである。同法のシンボルが「事前の後見監督（tutelle a priori）
から事後の裁判コントロールへ（contrôle juridictionnel a posteriori）310」と位置づけられた
ように、後見的な事前のコントロールからの転換が図られたのである。もっとも、財政面に
関して、後見的な制度が残存していた。すなわち、コミューンが義務的経費を計上しない場
合あるいは計上額が不十分である場合には、州会計院（la Chambre régionale des Comptes）
                                                     
究——取消判決の対世効——』（東京大学出版会、1993 年）103 頁）もこの問題を顕在化させ
た一因といえよう。 
307 交告・前掲注 205、133 頁以下をも参照。 
308 地方公共団体および公の施設（établissements publics）をも含む（J.-P. Costa, op. cit., (note 
1), p. 227）。 
309 Ibid.；F. Moderne, op. cit., (note 32), p. 57. かかる法規範は、1790 年 8 月 16-24 日の法律
から導き出されている（Cass. civ., 31 mars 1819, Enregistrement c/ Jousselin, S., 1819-1821, p. 
51）。 




が、県知事の確認要求を受けて 311、必要に応じて、コミューンに催告（mise en demeure）312
し、催告内容が実施されない場合には、県知事に介入を提案するという仕組みが残されたの
である（11 条、12 条）。 
注目は、これだけでも、1982 年法の趣旨に鑑みれば、例外的存在であったにもかかわら
ず、「判決による」金銭支払い義務に関しては、さらに例外的取り扱いが認められたという
点にある。すなわち、1980 年アストラント法 1 条 2 項は、既判事項の確定力を帯びた判決
（確定判決）に限定したうえで、判決に基づく金額を支払わせるべく、職権による予算計上
（inscription d’office au budget）あるいは支払い命令（mandatements d’office）を行うこと






1989 年 1 月 5 日、内務大臣の諮問を受け、コンセイユ・デタ行政部の内務部会は、既判事
項の確定力如何を問わず、執行的である判決の執行における予算計上、支払い命令を可能と
する意見（avis）を出している。それに基づき、同年 10 月 16 日内務大臣は知事に通達を発
し、かくして、確定判決あるいは既判事項の権威を帯びた判決のみならず、あらゆる判決の
執行に対し、国の行政機関による介入が許されることとなった。もっとも、判決自体が支払
                                                     
311 もっとも、州会計院に付託することができるのは、知事だけではなく、関係会計官またすべ
ての利害関係者である（飯島淳子「フランスにおける地方自治の法理論（三）」国家学会雑誌
118 巻 11・12 号（2005 年）18 頁以下）。 
312 催告は、州会計院の行為の呼称でもあるが（1982 年法 11 条、12 条）、国の行政機関による
職権計上等の法的措置を実行に移す前段階として、市町村議会に再議を求める行為の呼称でも
ある（旧市町村法典 L.212-9 条）。 
313 なお、C.E. Sec., 18 novembre 2005, Société fermière de Campoloro, Rec., p. 515；J.C.P. 
adm., 2005, p. 1387, 1369, concl. N. Boulouis；A.J.D.A., 2006, chron. C. Landais et F. Lénica 以
後は、公共団体の状況と一般利益のやむを得ない理由とを衡量したあとでしか、職権による後
見監督をすることはしえない。ここには、第 4 章で述べる一般利益の衡量の論理の広がりが確
認できる。Cf. F. Brenet, Les reserves d’intérêt général, in Le droit administratif：permanences 
et convergences. Mélanges en l’honneur de Jean-Francois Lachaume, Dalloz, 2007, p. 153. 
314 したがって、アストラントの不払いにおいても職権によるコントロールが可能となる（M. 
Fromont, op. cit., p. 246）。かくして、1982 年法以前の旧規定（旧市町村法典 L.212-9 条）と
同様の仕組みが設けられた。なお、知事の職権計上処分を市長が越権訴訟で争い、取消を得た












déformée de leur autonomie）317」によることなく、催告、予算の職権計上、職権による支
払い命令という一そろいの武器を使うべきことを主張するのであった 318。 
 





為 319が違法であると認める場合に、送付から 2 か月以内に、当該行為を行政裁判所に付託
することができる（3 条 1 項）320。もっとも、私人は知事への付託請求とは別に、地方公共
団体の行為そのものの取消を越権裁判官に請求することもでき、実際にはこちらの手段が
多く用いられているのではないかと思われるが 321、いずれにせよ、ここでは 1982 年法の主
眼である裁判的統制に基づくこととなる。 
 しかるに注目すべきは、1982 年法制定よりはるかに前、1960 年のコンセイユ・デタ判決
が、取消判決後の具体的執行措置の懈怠に対し、国の行政機関による代行権限（pouvoir de 
                                                     
315 E.D.C.E., n°34, 1982-1983, p. 313. 
316 Ibid., n°36, 1984-1985, p. 284. 
317 Ibid., n°38, 1986-1987, p. 197. 




行力を有するものとなった（2 条Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ）。参照、飯島・前掲注 310、61 頁以下。 
320 「知事の付託（déféré préfectoral）」と呼ばれるものであり、コンセイユ・デタ判例によれ
ば、これは義務ではなく権能である（参照、同上、71 頁以下）。 












 「 1884 年 4 月 5 日法律 85 条曰く、『市長が法律所定の行為をなすことを拒否あるいは懈怠
した場合、知事は〔法律の適用を〕市長に要請した（requis）あとで、職権により、当該行
為を自らあるいは特別の代理人により行うことができる』。 






















                                                     
322 C.E. Sec., 16 novembre 1960, Ducousso, Rec., p. 623；A.J.D.A., 1960, p. 183, chron. 
Galabert et Gentot. 
323 Galabert et Gentot, chron. préc., (note 322), pp. 183-184. 
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324 なお、県参事会の判決は——arrêt ではなく——arrêté と表記する。これは、今日の行政立
法にあたるフランス語であるが、フランス革命時代に行政と裁判の機能を併せ持っていたこと
に由来するように思われる。 
325 Galabert et Gentot, chron. préc., (note 322), p. 184. なお、金銭支払い命令判決の場合は別
であることが続けて述べられている。 
326 Ibid.；G. Braibant, Remarques sur l’efficacité des annulations pour excès de pouvoir, 
E.D.C.E., 1961, p. 62 は「コンセイユ・デタは、既判事項の尊重よりも、地方公共団体の自由
を保護する」と非難する。 
327 Cf. R. Chapus, op. cit., (note 47), p. 1158.  















第 3款 行政的統制の射程 
 
第 1項 意義 
 













                                                     
329 Ibid., n°34, 1982-1983, p. 311. 
330 Ibid., n°36, 1984-1985, p. 284. 
331 Ibid. 
332 C. Broyelle, op. cit., p. 279. 
333 A. Claeys, op. cit., p. 1950. 























                                                     
335 F. de Baecque, op. cit., p. 177 et s. 
336 R. Chapus, op. cit., (note 47), p. 1157. 
337 Pauti, concl. préc., (note 8), p. 151. 
338 J.-P. Costa, op. cit., (note 20), p. 133. 
339 Ibid. 
340 E.D.C.E., n°63, 2012, p. 116；Ibid., n°64, 2013, p. 158. 
341 J.-C. Bonichot, P. Cassia, B. Poujade, op. cit., p. 1369；C. Broyelle, op. cit., p. 284. 
342 外的違法に基づくデクレの取消を 8 カ月延期した 2011 年コンセイユ・デタ大法廷判決




クレの適正さの回復は不可能であると回答した（E.D.C.E., n°64, 2013, pp. 161-162）。また、









る 345その柔軟性は、行政的統制の限界をも意味する 346。 
 






る説得は 5 年を要し、それでも奏功せずにアストラント判決に至っている 350。さらに、調
査部による執行援助を得るには判決から 3 か月の間待つ必要がある。1995 年に新設された
事前のアンジョンクションはこれらの期間を経ることなく、裁判所による早期の問題解決
を期待するものであった。 







                                                     
343 A. Claeys, op. cit., p. 1948. 
344 R. Chapus, op. cit., (note 24), p. 820． 
345 A. Claeys, op. cit., p. 1948. 
346 F. Moderne, op. cit., (note 57), p. 817 は、アンジョンクションの認容を強く主張する中で、
調査部と同じく、メディアトゥールのサンクションの弱さがその実効性を制限していると指摘
する。 
347 J. Chevallier, op. cit., p. 67. 
348 E.D.C.E., n°27, 1975-1976, p. 213；F. de Baecque, op. cit., p. 184. 
349 なお、行政からの釈明の申立てに対する回答（avis）も当然、裁判上の効力は全く有してい
ない（J.-C. Bonichot, P. Cassia, B. Poujade, op. cit., p. 1364）。 
350 Pauti, concl. préc., (note 5), p. 153. 























仕組みは、原告による裁判的統制の選択を重視するものでもある（cf. CJA. R.931-3 条、R.931-
4 条）。 
352 したがって、「調査部は複雑な問題を解決できない」と指摘されることがある（cf. J.-C. 
Bonichot, P. Cassia, B. Poujade, op. cit., pp. 1368-1369）。1983 年の年次報告においても、時の
調査委員会委員長は「法的に困難な問題に直面した場合、当該事案を管轄するコンセイユ・デ
タ行政部に意見を求めることがある。とりわけ、判決の執行が新たな行政立法上の規定の策定
を含む場合に。」と明記していた（F. de Baecque, ibid., p. 178）。 
353 J.-P. Costa, op. cit., (note 1), pp. 227-302；J. Chevallier, op. cit., p. 84. コンセイユ・デタ調
査部自身が、執行申請拒否処分を争う伝統的な裁判統制および調査部での手続と比べ、1995 年
法以降の手続きがより実効的であること（efficacité）を認めている（E.D.C.E., n°50, 1999, p. 
158）。 


















政的統制の存在に気が付く（第 2 節）。1960 年代から 1990 年代まで、判決の執行は、調査
部をはじめとする非裁判機関によってこそ担保されていたとみるべきである。20 世紀前半











                                                     
355 O. Coiffet, concl. sur C.A.A., Paris, 28 janvier 2005, Le Metayer, Rec., p. 607；A.J.D.A., 
2005, p. 1524；J.-C. Bonichot, P. Cassia, B. Poujade, op. cit., p. 1373. 
356 かつて、阿部泰隆「事情判決制度——公益と法治行政・裁判を受ける権利の衝突——」神戸























                                                     
陥であり、克服さるべきものであって、我々には学ぶところは少ないようである」と評してい
たが、20 世紀後半のコントロール手法の発展は明らかにその評価を変えるものであろう。 




第 4 章 深化 
 





















かにする（第 3 款）。 
 
第 1款 欧州人権規約に基づくコントロール 
 








第 1項 欧州人権裁判所の判例 
 



















                                                     




の判例 第 1 版』（信山社、2008 年）10 頁以下。 
3 なお、1998 年の第 11 議定書の改正により、申立ての受理可能性の審査および調停を担うヨ
ーロッパ人権委員会の役割が人権裁判所に引き継がれる前までは、個人は人権委員会にのみ申
立てを行いうるのであり、人権委員会による友好的解決（欧州人権規約旧 28 条 1 項）の不達
成後、人権裁判所への事件の付託が可能となる。かかる事件の付託は人権委員会の職掌にある












  Ⅱ 問題となる条文 
 
 ジーリンスキー判決において問題となったのは、有効化法律に基づく係争行為が欧州人
権規約 6 条 1 項に適合しているか否かであり、同項第一文は次の通りである。 
 
 「すべての者は、その民事上の権利および義務（ses droits et obligations de caractère civil）
の決定または刑事上の罪の決定のため、法律で定められた独立のかつ公平な裁判所により
妥当な期間内に、公正な公開審理を受ける権利（droit à ce que sa cause soit entendue 
équitablement）を有する。」 
 
 ここには、いわゆる「公正な裁判を受ける権利（droit à un procès équitable）」が定めら
れている。「裁判官に対する権利（droit au juge）」の一部を構成するこの権利 5の具体的内
容のなかで、有効化法律が関係しうるのは、まず、武器の対等原則（principe de l’égalité 






                                                     
り避けるという実質的必要性に基づくものであったが、現在では、それは、膨大な申立件数の
圧力のもとで、事件処理の効率化をはかる目的のみで行われている。 
5 6 条 1 項と裁判官に対する権利については、par exemple, J.-F. Renucci, Le droit au juge dans 
la Convention européenne des droits de l’homme, in J. Rideau(dir.), Le droit au juge dans 





研究 74 号（2012 年）27 頁以下参照。 
7 詳細については、例えば、建石・前掲注 6、41 頁以下、同 281 頁以下参照。 




則の射程は及ばない。しかし、欧州人権裁判所は、6 条 1 項に基づきつつ、有効化法律を
別の角度から統制しうることを示した。すなわち、1997 年判決 9は、6 条 1 項所定の「裁
判（procés）」概念を拡張し、あらゆる裁判所の判決の「執行（exécution）」の局面をも、
この「裁判」の完全な一部をなすもの（faisant partie intégrante du "procès"）とみなした













bonne administration de la justice）の利益とは一体なのである」（§41）。最高行政裁判所
という記述に関して補足すると、この一文の前には、最高行政裁判所の前に提訴されたな
らという仮定が挿入されており、前述の執行の局面をも裁判の一部となすとする一文にお
いて、あらゆる判決（jugement ou arrêt, de quelque juridiction que ce soit）と強調されて
いることに鑑みるに、確定判決に限定する趣旨ではない。 
                                                     
9 C.E.D.H., 19 mars, Hornsby c/ Grèce, A.J.D.A., 1997, p. 986, chron. J.-F. Flauss；J.C.P., 





用を勝訴原告に認め、その実現に貢献しなければならない（N. Fricero et Bernardini, Le droit 
au juge devant les juridictions civiles, in J. Rideau(dir.), Le droit au juge dans l’union 
européenne, L.G.D.J., 1998, p. 16）。 












 最後に、人権規約 13 条についても触れておく。「この条約に定める権利および自由を侵
害された者は、その侵害が公的資格で行動する者による場合でも、国の機関による実効的
な裁判（recours effectif）を受ける権利を有する」と定めた同条は、実効的な裁判を受け
る権利（droit à un recours effectif）を保障したものと解されている。もっとも、判例上、
13 条の要請は 6 条 1 項の要請に吸収され、また 6 条 1 項に関わる判例の発展によって、
一層その役割は副次的なものとなっている。そのため、6 条 1 項に実効的な裁判を受ける
権利といった文言はないものの、裁判官に対する権利の実効性（effectivité du droit au 
juge）は、6 条 1 項によっても是認されており、かかる実効性は 6 条 1 項所定の具体の原
理に照らしてしか判断されえないと解されている 14。 
 
  Ⅲ ジーリンスキー判決 








滅したものの、1974 年以降は、他地域の 3.95 倍の手当が慣行化していたとして一部を認
容した（1993 年 9 月 23 日）。さらに、ブサンソン控訴院は、1953 年合意の適法性を肯定
し、主張を認容する判断を示した（1993 年 10 月 13 日）。 
                                                     
13 R. Chapus, Droit du contentieux administratif, 13e éd., Montchrestien, 2014, p. 1144. 





集 115 号（2005 年）227 頁以下参照。 
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 (２) 判旨 
 以下では、6 条違反の主張に関する判旨のみをとりあげる。 
 ① 民事における遡及的立法介入の限界 
 「原則として、立法権（pouvoir législatif）は遡及効を有する新たな条文によって、現行
法律に基づく諸権利を、私法分野において（en matière civile）、規律する（réglementer）
ことを妨げられないとしても、法の支配（preeminence du droit）の原則と 6 条所定の公正
な裁判（procès équitable）の概念は、やむを得ない一般利益の理由（d’impérieux motifs 
d’intérêt général）に基づく場合を除き、争いの司法的解決（dénouement judiciare du 
litige）に影響を及ぼす目的での裁判の運営（l’administration de la justice）への立法権の
介入を許さない。」（§57） 






                                                     





































































                                                     
20 B. Mathieu, Les validations législatives devant le juge de Strasbourg：une réaction rapide du 
Conseil constitutionnel mais une décision lourde de menaces pour l’avenir de la juridiction 
constitutionnelle, R.F.D.A., 2000, p. 291. 
21 J. Waline, Droit administratif, 25e éd., Dalloz, 2014, p. 703. 
22 B. Mathieu, op. cit., (note 20), pp. 290-291. 
23 伊藤・前掲注 15、289 頁。 
24 L. Milano, les lois rétroactives, illustration de l’effectivité du dialogue des juges, R.F.D.A., 
2006, pp. 449-450. 
25 もっとも、C.E.D.H., 23 octobre 1997, National et Provincial Bulding Society c/ Royaume-
Uni はすでに、財政上のリスクは立法者の介入を正当化するものではないと判断している。 
26 伊藤・前掲注 15、289 頁。 
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  Ⅰ 問題となる局面 
 













  Ⅱ 判例の展開 
 




ン”を崩壊させたのが 1999 年のジーリンスキー判決であるが 30、それまで、コンセイユ・
                                                     
27 C.E. Ass., 20 octobre 1989, Nicolo, Rec., p. 190, concl. Frydman；R.F.D.A., 1989, p. 824, 
note Genevois, p. 993, note Favoreu, p. 1000, note Dubouis. 
28 C.E. Avis. Ass., 5 décembre 1997, Ministre de l’education national, de la recherche et de la 
technologie c/ O.G.E.C. de Saint-Sauveur-le-Vicomte, Rec., p. 464, concl. Touvet, R.F.D.A., 
1998, p. 160.  






30 B. Mathieu, op. cit., (note 20), p. 290；府川繭子「フランスにおける行政行為の『追認のた
めの法律』——憲法院とヨーロッパ人権裁判所の交錯——（２・完）」早稲田大学大学院法研論













び 6 条 1 項所定の公正な裁判を受ける権利を退けうる、やむを得ない一般利益の理由があ
るかどうかの審査を行うようになり、2009 年 39および 2010 年 40においても、条約違反の
判決が言い渡されている。 
 





                                                     
31 C.E.D.H., 23 octobre 1997, National et Provincial Bulding Society c/ Royaume-Uni (supra 
note 25)は、「6 条 1 項を、公権力が当事者となっている係属中の訴訟手続に対するあらゆる公
権力の介入を妨げるものとして解釈することはできない」として有効化法律は欧州人権規約に
反するものではないと結論付けた。 
32 B. Mathieu, op. cit., (note 20), p. 292. 
33 C.E., 28 juillet 2000, Tête et Association du Collectif pour la gratuité contre le racket, Rec., p. 
319；A.J.D.A., 2000, p. 796, chron. M. Guyomar et P. Collin. 
34 M. Guyomar et P. Collin, chron. préc., (note 33), pp. 799-800. 
35 C.E., 23 juin 2004, Société Laboratoires Genevrier, Rec., p. 256；R.F.D.A., 2004, p. 861；
note J. Peigné, R.D.S.S., 2004, p. 914. 
36 C.E. Avis. Ass., 27 mai 2005, Provin, Rec., p. 212, concl. Devys ; A.J.D.A., 2005, p. 1455, 
chron. Landais et Lenica. 
37 J. Waline, op. cit., p. 704. 
38 L. Milano, op. cit., p. 452. 
39 C.E. Sec., 8 avril 2009, Association Alcaly, Rec., p. 112. 
40 C.E. Sec., 10 novembre 2010, Commune de Palavas-les Flots et Commune de Lattes, A.J.D.A.,  







  Ⅰ 欧州人権規約に基づくコントロールの構造 





 １ 法の支配の原則と公正な裁判を受ける権利 














                                                     
41 建石真公子「ヨーロッパ人権条約とフランス」戸波江二ほか編・前掲注 2、41 頁、伊藤洋一
「議会の介入」同 289 頁。 
42 参照、前掲注 22。なお、L. Milano, op. cit., pp. 453-454 は立法府の作用の適法性をコントロ
ールする欧州裁判所の立ち位置の繊細さゆえに、欧州裁判所は、より論争的な（polémique）
裁判官の独立よりも、訴訟当事者の権利を前面に押し出すのだと分析する。 
43 1972 年判決（C.E., 7 janvier 1972, Élections au Conseil de l’Unité d’enseigenement et de 
recherches des lettres et sciences humaines de l’Université de Limoges, Rec., p. 26）は、法の一
般原則として公正な裁判を受ける権利を是認している。 
44 E. Neframi, Le droit au juge, in J.-B. Auby(dir.), L’influence du droit européen sur les 




 ２ やむを得ない一般利益 
やむを得ない一般利益の定式については、そもそも、6 条 1 項違反審査の判断枠組みに



















裁判所が考慮するところの正当な信頼の原理（principe de confiance légitime）に基づくと
                                                     
45 もとより、一般利益の基準は、条文上の明確な基準がない場合においてまさに用いられると
も言われる（G. Renaudineau, L’intérêt général, in J.-B. Auby(dir.), L’influence du droit 
européen sur les catégories du droit public, Dalloz, 2010, p. 310）。 
46 C.E.D.H., 23 juillet 1968, affaire linguistique belge；Cf. B. Mathieu, op. cit., (note 22), p. 
291. 
47 G. Renaudineau, op. cit., p. 305 et s. 
























                                                     
50 C.E.D.H., 23 octobre 1997, National et Provincial Bulding Society (supra note 31)は、不当な
利益をもたらすことを避けるために立法者の介入があることは、国民の期待に沿うものであ
り、原告は予想すべきであったとして有効化法律の正当性を認めている。 
51 S. Pavageau, Le Conseil d’État est-il encore le protecteur des prérogatives de 
l’administration?, R.R.J., 2005, n°1, p. 329. 
52 B. Mathieu, op. cit., (note 20), p. 292 et 295. 
53 正当な信頼の原理について、さしあたり、cf. S. Pavageau, op. cit., p. 329 et s. 
54 L. Milano, op. cit., p. 453. 
55 C.E., Sec. 10 novembre 2010, Commune de Palavas-les Flots et Commune de Lattes (supra 
note 40). 
56 後掲注 164 をも参照。 
57 P. Deumier, L’intérêt général ≪impérieux≫ et le conflits de normes, in L’intérêt général. 
Mélanges en l’honneur de Didier Truchet, Dalloz, 2015, pp. 159-168. 行政行為の不遡及原則と
法的安定性の要請が結びつきうることを明示した判決として、C.E. Ass., 25 juin 1948, Société 





きると主張する（B. Mathieu, Réflexions en guise de conclusion sur le principe de securité 





















後述する 1999 年 12 月 21 日判決以降、係争中の事案への介入も違憲となることを明らか
にした。もっとも、欧州人権裁判所によるさらなる展開も目を引く。2007 年欧州人権裁判
所判決は、出訴前、しかし、義務的行政不服審査（recours administratif préalable 
obligatoire）の提起後の有効化法律の介入をも条約違反としたのである 61。ここには、
1997 年判決に連なる裁判的統制の時期的な拡大の企図が見いだされる 62。 
 







                                                     
59 J. Massot, Les juges et les validations législatives：un chœur à cinq voix non sans dissonances, 
in Le dialogue des juges. Mélanges en l’honneur de Bruno Genevois, Dalloz, 2009, p. 718. 
60 C.E.D.H., 19 mars 1997, Hornsby c/ Grèce (supra note 9). 
61 C.E.D.H., 21 septembre 2007, SCM Scanner de l’Ouest Lyonnais et autres c/ France, n°
12106/03. 







づけのほか、次のような例がある。すなわち、有効化法律の統制において、6 条 1 項の適
用外であっても、不当な財産権（droit au respect des biens）侵害であるとして、欧州人権
規約第一議定書 1 条違反を問うことができるということを、コンセイユ・デタは欧州人権















                                                     
63 Ibid. 
64 C.E., 23 juin 2004, Société Laboratoires Genevrier, (supra note 35). 
65 C.E.D.H., 16 janvier 2007, Chiesi c/ France, n°954/05. 
66 C.E. Avis. Ass., 5 décembre 1997, Ministre de l’education national, de la recherche et de la 
technologie c/ O.G.E.C. de Saint-Sauveur-le-Vicomte (supra note 28). 
67 C.E. Avis. Ass., 27 mai 2005, Provin (supra note 36) ；Cf. L. Milano, op. cit., p. 456 et s.；J. 
Massot, op. cit., pp. 718-719. 
68 C. Bergeal, concl. sur C.E. Ass., 11 juillet 2001, Ministre de la Défense c/ Préaud, Rec., p. 
345；Devys, concl. prec., (note 36), p. 212. 
69 C.E.D.H., 14 février 2006, Lecarpentier c/ France, req. n°67847/01；C.E.D.H., 11 avril 
2006, Cabourdin c/ France, req n°60796/00. 
70 E. Neframi, op. cit., p. 569. 
71 C.E., 20 mars 2013, Comité Harkis et Vérité, n°342957 ; Cf. J.-C. Ricci, Contentieux 

















項）、その理論的意義を考察する（第 2 項）。 
 
第 1項 憲法院の判例 
  
Ⅰ ジーリンスキー判決までの判例 72 














                                                     
72 邦語による紹介・分析として、府川・前掲注 15、218 頁以下をも参照。 





















 １ 審査基準の厳格化——1999 年の二判決 
 憲法院の審査基準がより厳格なものへの転換していく契機は、繰り返し取り上げてきた
通りジーリンスキー判決であった。まず、注目すべきは、1999 年 12 月 21 日違憲判決で
ある 81。この判決は、——欧州人権裁判所およびコンセイユ・デタの判断基準とは異なり
——「十分な」一般利益の目的（but d’intérêt général suffisant）を基準としながらも、権
力分立原理と実効的な裁判を受ける権利（droit au recours effectif）に反するとして、係争




1985-1986, p. 203）。 
75 L. Milano, op. cit., p. 454. 
76 N°1986-223 DC du 29 décembre 1986, Rec., p. 184. 
77 N°1997-390 DC du 19 novembre 1997, Rec., p. 254. 
78 なお、このころまでの一般利益目的が要件として必ずしも安定したものではなかったことに
つき、参照、府川・前掲注 15、232 頁、注(11)。 
79 Cf. B. Mathieu, op. cit., (note 20), p. 295. 
80 Ibid. 

















 加えて、その 1 週間後に言い渡された 1999 年 12 月 29 日判決 83は、かかる判断基準に
則り、有効化法律によって制限される私人の具体的権利に照らして、問題の法律の目的と
手段の比例性審査（contrôle de proportionnalité）84がなされ、以前の一般利益の評価の明




 ２ 審査基準の統一化——2014 年判決 
 憲法院判例については、今日、欧州人権裁判所とコンセイユ・デタと同一の文言を用い
るという展開まで確認されている。すなわち、2014 年 QPC 判決 86によって、「十分な
                                                     
82 このこと自体は 1995 年の憲法院判決により認められていたが、有効化法律の審査で用いら
れることはなかった（府川・前掲注 30、221 頁、注(23)）。 
83 N°1999-425 DC du 29 décembre 1999, Rec., p. 168. 
84 B. Mathieu, op. cit., (note 20), p. 295. 
85 Par exemple, N°1985-192 DC du 24 juillet 1985, Rec., p. 56；N°1996-375 DC du 9 avril 
1996, Rec., p. 60；Cf. J. Massot, op. cit., p. 719；L. Milano, op. cit., p. 451. 
86 N°2013-366 QPC du 14 février 2014, SELARL PJA, A.J.D.A., 2014, p. 1204, note J. Roux；
R.F.D.A., 2014, p. 589, chron. A. Roblot-Troizier et G. Tusseau；Dr. Soc., 2014, n°4, p. 387,  





















した 1999 年判決 90は、有効化法律に対する憲法院の統制の歴史におけるひとつのメルク
マールをなすものである 91。憲法院は、純粋形式的（purement formel）コントロールを越
え、立法者の確定した一般利益の理由を、実体的に（en substance）コントロールするこ
とが可能となったのである 92。介入の目的（motif）の重視とも言われる 93。 
                                                     
87 なお、権限裁判所も 2010 年に同基準を採用するに至っている。T. Confl. 13 décembre 2010, 
Société Green Yelloe, A.J.D.A., 2011, p. 439, concl. M. Guyomar, note L. Richer. 
88 B. Mathieu, op. cit., (note 20), p. 291. 
89 T. Renoux, La constitutionnalisation du droit au juge en France, in J. Rideau(dir.), Le droit au 
juge dans l’union européenne, L.G.D.J., 1998, p. 110；L. Milano, op. cit., p. 455. 
90 N°1999-422 DC du 21 décembre 1999 (supra note 81). 
91 なお、2015 年憲法院判決は、さらに、憲法上保障されている実効的な裁判を受ける権利の
一要素として、判決の執行を獲得する権利（droit à obtenir l’exécution des décisions 
juridictionnelles）が含まれることを初めて明らかにした（n°2014-445 QPC du 6 mars 
2015）。Cf. E.D.C.E., n°67, 2016, p. 281. これらの権利の射程の確定はなおも今後の課題であ
ることにつき、第 2 節第 2 款をも参照。 
92 L. Milano, op. cit., p. 455；Ibid., p. 452 は、一般利益の理由の審査が「立法者の意図を見抜
く（déceler l’intention du législateur）」ものとなったと表現する。 
93 B. Mathieu, op. cit., (note 20), p. 294. 
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 なお、この文言は欧州人権規約 13 条所定の権利を彷彿とさせるが、前述の通り、同条








  Ⅱ 一般利益の理由の厳格化 
 
 一般利益の理由の審査は、訴訟当事者の権利をも梃子とする 1999 年判決を分岐点にし
て、極めてゆるやかなものから厳格なものへと変容を遂げた 94。違憲判決の急増はそのひ
とつの証左であろう。有効化法律に関する憲法院の違憲判断は、1980 年から 1999 年まで
の 19 年間においてたった 2 件であったのに対し、その後 2005 年までの 6 年弱の間に、6
件の違憲判決が言い渡されている 95。他方、一般利益の具体的内容に着目してみると、財
政上の利益に関して、夙に 1995 年判決 96が、一般利益として認められる場合とそうでな
い場合とがあることを明らかにしていたが 97、2005 年判決 98は、いくら膨大な額であって
も、財政上の利益は、有効化法律を正当化する十分な一般利益を構成しえないとの判断を
示した。他方で、公役務の継続性あるいは法的安定性は、徐々に考慮に入れられるように
                                                     
94 欧州人権裁判所もまた、憲法院の判断につき、十分な一般利益の基準がやむを得ない一般利
益の基準に匹敵しうることを認めたように思われる点につき、cf. L. Milano, op. cit., pp. 451-
452. なお、一般利益を審査するまでもなく、既判事項の権威を帯びた判決を無にする効果を持
つ条項を違憲とした憲法院判決（N°2005-531 DC du 29 décembre 2005, note J.-E. Schoœttle, 
L.P.A., 2006, n°11, p. 12）は、さらに厳格な審査態度を示したものとして注目される。 
95 L. Milano, ibid., p. 451. 




















 厳格な基準に照準を合わせたはずの 2014 年判決は、しかし、より深刻な問題を提示す
る。かつて、欧州人権裁判所がジーリンスキー判決において否定した「訴訟の終結





                                                     
99 T. Renoux, op. cit., p. 117；B. Mathieu, op. cit., (note 20), p. 293 は、それは、法律の明確性
（clarté）や予見可能性（prévisibilité）を憲法上の要請として受け入れていることからも明ら
かであるという。なお、ここでは法律が備えるべき法的安定性が問題となっている点について
は、参照、第 1 款第 3 項。 
100 N°2013-366 QPC du 14 février 2014, SELARL PJA (supra note 86). 
101 Par exemple, P. Deumier, chron. préc., (note 86), p. 605. 
102 Commentaire, Décision n°2013-366 QPC du 14 février 2014 (supra note 86) p. 13. 
103 A. Roblot-Troizier et G. Tusseau, chron. préc., (note 86), p. 592. 実際に、2012 年パリ控訴
院判決は、憲法院による合憲性判断後に、条約違反を結論していたのであり（C.C.A., Paris, 18 
juin 2012, n°11PA00758, Fondation d’entreprise Louis Vuitton pour la création et Ville de 
Paris, A.J.D.A., 2012, p. 1192；ibid., p. 1496, chron. M. Sirinelli；N°2011-224 QPC du 24 
février 2012, Coordination pour la sauvegarde du bois de Boulogne）、2014 年判決もまた同様の
状況であった。すなわち、まさしく破毀院による移送に基づき憲法院が判断する局面であり、
破毀院が人権条約 6 条 1 項所定の公正な裁判を受ける権利の要請に照らし、やむを得ない一般
利益の理由を否定する可能性が危惧されていた。 
104 この理由を認め、合憲とした本判決に対しては、同一の基準にも関わらず、真に厳格な審査
がなされていないという批判が呈されている（par exemple, P. Deumier, chron. préc., (note 86), p. 
607 et s.）。 
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105 N°1980-119 DC du 20 juillet 1980, (supra note 73). 
106 N°1995-369 DC du 28 décembre 1995 (supra note 96). 
107 N°1999-422 DC du 21 décembre 1999 (supra note 81). 
108 B. Mathieu, op. cit., (note 20), p. 291. 
109 条約適合性審査ではないものの、1997 年の欧州人権裁判所判決（C.E.D.H., 19 mars, 
Hornsby contre Grèce, (supra note 9)）が、あらゆる裁判所の判決の「執行」の局面をも、こ
































を素材として」法律時報 90 巻 12 号（2018 年）65 頁）。 
111 伊藤・前掲注 15、290 頁は、有効化法律がフランスで存在することの重要な背景に、日本
の事情判決制度に類する判決効の制限手段がないことを挙げている。 
112 B. Seiller, L’illégalité sans l’annulation, A.J.D.A., 2004, p. 963. 
113 Par exemple, C.E., 21 décembre 2007, Fédération de l’hospitalisation privée, Rec., p. 532；
A.J.D.A., 2008, p. 1204, note H. Rihal；n°2012-287 QPC du 15 janvier 2013；C.E.D.H., 23 




る裁判官に対する権利（droit au juge）も万能ではありえないのであり 115、コンセイユ・
デタが引いたひとつの線引きには、越権裁判官の職責の限界のみならず、裁判官に対する
権利そのものに内在する限界をも見出しうる。 




















                                                     
114 参照、前掲注 71。 
115 L. Milano, op. cit., p. 457；J. Rideau, Le droit au juge：Conquête et instrument de l’État de 
droit, in J. Rideau(dir.), Le droit au juge dans l’union européenne, L.G.D.J., 1998, p. 7. また、
T. Renoux, op. cit., pp. 117-118 は、裁判官に対する権利（droit au juge）が裁判官の権利
（droit du juge）へと転身することが、民主主義における裁判官の位置づけから正当性の問題
を大いに孕むこと、憲法院はそれに自覚的であることを指摘する。 
116 破毀院も欧州司法裁判所の枠組みを踏襲したコントロールを実践する。Par exemple, Cass. 
Ass. plén., 23 janvier 2004, S.C.I. Le Bas Noyer c/ Castorama France, R.F.D.A., 2004, p. 228, 
note Mathieu. 
117 G.A.J.A., p. 79. 










                                                     
119 G.A.J.A., p. 81. 
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第 2節 遡及効の修正 
 有効化法律へのコントロールとともに、フランス越権訴訟の既判事項の権威をめぐる現
代の諸相を映し出しているのが、取消判決の遡及効の修正である。第 2 章で述べた通り、




能性が認められてきたことを確認する（第 1 款）。 
 





る潮流を明らかにしておく（第 2 項）。 
 















                                                     
120 F. Blanco, op. cit., pp. 220-221. 
121 G. Jèze, Essai d’une théorie générale sur la sanction des irrégularités qui entachent les actes 















  Ⅱ 近時の法学者・裁判官による提案 
 








ることもあった。事後的違憲審査手続き、いわゆる QPC（questions Prioritaires de 
Constitutionnalité）の申立てに係る議論がそれである。1990 年代の議論において、B.ジュ
                                                     
122 P. Weil, Les consequences de l’annulation d’un acte administratif pour excès de pouvoir, 
thèse, Pedone, 1952, p. 143. 
123 J. Rivero, L’État modern peut-il être encore un État de droit ?, Annales de la Faculté de Droit 
de Liège, 1957, p. 98. 
124 Ch. Devy, concl. sur C.E. Ass., 11 mai 2004, Association AC !, Rec., p. 197；R.F.D.A., 2004, 
p. 464. 
125 J.-M. Auby et M. Fromont, Les recours contre les actes administratifs dans les pays de la 
Communauté économique européenne, Jurisprudence générale Dalloz, 1971, p. 428.  
126 B. Mathieu, Les “validations” législatives. Pratique legislative et jurisprudence 
















と述べている 131。「一般利益」を主題にした 1999 年コンセイユ・デタ年次報告もまた、有
効化法律の介入回避および越権取消における過大な効力の緩和を認めるために、遡及効の
修正という手法に理解を示している 132。旧ローマ条約 174 条を基礎にした欧州裁判所の実
践をフランスに取り入れることは、一般利益の要請によりよく応えるものだという 133。 
                                                     
127 Cf. F. Blanco, op. cit., p. 222. 
128 Par exemple, R. Chapus, Droit du contentieux administratif, 11e éd., Montchrestien, 2004, p. 
1040 は「法状況が変化に、すなわち、取消と遡及効の関係の切断を認めるのは時間の問題だ」
と指摘していた。B. Seiller, op. cit., (note 112), pp. 969-970 も遡及効の制限へ向かうことを予
想していたと述べている。 
129 F. Blanco, op. cit., p. 222. 
130 J. Moreau, G. Vedel, R. Drago, G. Braibant, D. Labetoulle, A. Lyon-Caen, Ph. Waquet, Y. 
Gaudemet, P. Le Mire, Questions pour le droit administratif, A.J.D.A., 1995, p. 25. さらに、D. 
Labetoulle, Principe de légalité et principe de sécurité, in L’État de Droit. Mélanges en 




131 J.-H. Stahl, concl. sur C.E. Sec., 30 octobre 1998, Ville de Lisieux, Rec., p. 383. なお、cf. A. 
de Laubadère, J.-C. Venezia, Y. Gaudemet, Traité de droit administratif, 14e éd., t.1, L.G.D.J., 
1996. p. 553. 
132 E.D.C.E., n°50, 1999, p. 305. 
133 Ibid. 旧ローマ条約 174 条に基づく取消判決の効力の修正を国内法に置き換えることを検討















  Ⅰ 欧州および他国の裁判所 




営条約（Traité sur le fonctionnement de l’Union européenne）264 条）。さらに、欧州司法
裁判所は、これらの条項を、EU 法の解釈に関する先決付託に基づく先決判決（同 267
条）においても適用し 137、また、違法性の抗弁（同 277 条）に基づく EU 諸機関の行為の
有効性審査の判決においても適用するに至っている 138。 
 
 ２ 他国の裁判所 
 欧州の国内裁判所においても、同様の仕組みがすでに用意されている 139。例えば、ドイ
ツ、ベルギー、スペインなどの憲法裁判所は、例外的に違憲判決の遡及効を制限しうるこ
                                                     
juridiques individuelles sans priver l’autorité administrative de tous moyens d’action et sans 
transiger sur le respect du principe de légalité ? Le dilemme du juge administratif, Les Cahiers 
du Conseil Constitutionnel, 2001, n°11, p. 81. 
134 F. Melleray, L’unitilisation du droit étranger par le Conseil d’État statuant au contentieux, in 
Le dialogue des juges. Mélanges en l’honneur de Bruno Genevois, Dalloz, 2009, p. 791. 
135 Ibid., p. 792. 
136 詳しくは、さしあたり、cf. F. Blanco, op. cit., p. 224 et s. なお、前掲注 110 をも参照。 
137 C.J.C.E., 8 avril 1976, Mlle Defrenne c/ Sabena, aff. 43/75, Rec., p. 455. 
138 C.J.C.E., 15 octobre 1980, Roquette frères, aff. 145/79, Rec., p. 2917. 
139 Ch. Devy, concl. sur C.E. Ass., 11 mai 2004, Association AC !, Rec., p. 197；R.F.D.A., 2004, 












ある限りでの」取消（annulation ≪en tant que≫）141や、「～でない限りでの」取消
（annulation ≪en tant que ne pas≫）142をも今日では用いられている。「～でない限り






 より遡及効の制限へと近づくことになるのは、取消の延期を認めた 2001 年のティトラ
ン判決 147を契機としてであろう。この判決は、直ちに取消の効力が生じるのを避けるた
め、違法な行政立法の廃止拒否処分の取消を 2 か月延期（différer）したことで知られる。
                                                     
140 C.E. Ass., 10 octobre 1958, Union de la propriété bâtie, Rec., p. 480. 
141 C.E., 10 février 1995, Royer et Magnat, Rec., p. 642. 
142 C.E. Ass., 1er juillet 1988, Société immobilière d’économie mixte de la ville de Paris, Rec., p. 
274. 
143 C.E. Ass., 29 juin 2001 Vassilikiotis, Rec., p. 303, concl. Lamy；A.J.D.A., 2001, p. 1046, 
chron. Guyomar et Collin. 
144 Ch. Devy, concl. sur C.E. Ass., 11 mai 2004, Association AC !, Rec., p. 197；R.F.D.A., 2004, 
p. 463. 
145 Par exemple, J. Arrighi de Casanova, Les habits neufs du juge administratif, in Juger 
l’administration, administrer la justice. Mélanges en l’honneur de Daniel Labetoulle, Dalloz, 
2007, p. 17 et s. 
146 Ch. Devy, concl. sur C.E. Ass., 11 mai 2004, Association AC !, Rec., p. 197；R.F.D.A., 2004,  
p. 464. 前掲注 143 のヴァシリキオティス判決、後掲注 147 のティトラン判決の詳細について
は、参照、興津征雄『違法是正と判決効——行政訴訟の機能と構造』（弘文堂、2010 年）159
頁以下。 









第 2款 遡及効の修正 
 







第 1項 AC！判決 
 
  Ⅰ AC！判決の内容 




業組織の代表で構成される雇用上級委員会がそれである。2001 年 1 月 1 日失業保険協約
の締結、認可は以上の法的枠組みに基づくものとされていた。3 年を期間とし発効した当
該協約は、景気の急転を背景に、失業保険制度を極度の赤字状態に陥れるものとなり、分
担金計算の基礎額の増額と補償期間の短縮を迫られる。2002 年 12 月 27 日の協定によっ
て、2001 年協約上の諸条項は、2003 年 1 月 1 日からの 1 年間に限り、修正を施された。
また、2004 年 1 月 1 日に適用される新たな協約を 3 年の期間で締結した。これらの発効
のためになされた 2003 年 2 月 5 日の認可のアレテが、本件の係争行為である。問題とな
                                                     
148 C.E., 21 janvier 2002, Société Schweppes France, Rec., p. 13. 
149 Ch. Devy, concl. sur C.E. Ass., 11 mai 2004, Association AC !, Rec., p. 197；R.F.D.A., 2004, 
pp. 463-464. 我が国における紹介・分析として、参照、交告尚史『処分理由と取消訴訟』（勁
草書房、2000 年）161 頁以下、興津・前掲注 146、130 頁以下。 
150 C.E. Ass., 11 mai 2004, Association AC !, Rec., p. 197, R.F.D.A., 2004, p. 454, concl. Devys, 
A.J.D.A., 2004, p. 1183, chron. C. Landais et F. Lenica；A.J.D.A., 2014, p. 117, chron. J.-E. 
Schoettl. 邦語による分析として、参照、興津・同上、179-182 頁。 
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ったアレテは、一方で、2001 年 1 月 1 日協約の変更に伴う修正を認可し、他方で、2004
年 1 月 1 日協約を認可する内容を含んでいることになる。 
 『失業に対しともに闘う会』の協会、いわゆる AC！協会をはじめとする原告らは、か





 ２ 判旨（原則的規範の部分のみ） 








publics ou privés en présence）に対する取消の遡及性の帰結（conséquences）、他方で、適法
性の原理および実効的な裁判を受ける訴訟当事者の権利（droit des justiciables à un recours 







ないことを定めることは、行政裁判官の責に帰する（il lui revient）。」 
 
 ３ 本件へのあてはめ 
 本件事案に対する上記原則の適用の結果はつぎの通りであった。すなわち、2001 年 1 月
1 日協約に関する変更認可のアレテ（以下、「2001 年アレテ」ともいう。）について、アレ
テ全体に影響する手続き上の瑕疵は、上記認可の効力の確定的性格を失わせるものではな
い、すなわち、一方で、実体的違法を帯びていた 2001 年 1 月 1 日協約に関する第 11 適用
合意を認可するアレテの条項は遡及的に取り消し、そのほかの条項は、確定したもの
（définitifs）とみなすべきであるとした。2004 年 1 月 1 日協約に関する変更認可のアレテ
（以下、「2004 年アレテ」ともいう。）についても、同年 7 月 1 日以降（判決言い渡し日
208 
 














                                                     
151 判例変更の効力の時期的修正については、cf. par exemple, G.A.J.A., pp. 808-809；B. 
Pacteau, La rétroactivité jurisprudentielle, insupportable ?, in Le droit administratif：
permanences et convergences. Mélanges en l’honneur de Jean-Francois Lachaume, Dalloz, 2007, 
p. 807 et s. 原則として、たとえ判決の言い渡し日であっても、すべての事件に適用されるが、
契約関係や実効的な裁判を受ける権利に対する過度な侵害を及ぼす場合等の例外が認められて
いる。 
152 Ch. Devy, concl. préc., (note 150), p. 465. 
153 Par exemple, C.E. Sec., 25 février 2005, France Télécom, Rec., p. 86；R.F.D.A., 2005, p. 787, 
concl. Prada-Bordenave；A.J.D.A., 2005, p. 997, chron. Landais et Lenica；D.A., 2005, n°57, 
note Bazex et Blazy；R.D.P., 2005, p. 1643, note Idoux；C.E., 31 juillet 2009, Ville de 
Grenoble, Société gaz électricité de Grenoble, Rec., p. 642；B.J.C.P., n°67, 2009, p. 460, concl. 
N. Boulouis. 
154 司法官（magistrats）の任命処分の手続き上の瑕疵に関して、取消の効力を延期したものと
して、C.E., 12 décmbre 2007, Sire；du même jour, Vignard；A.J.D.A., 2008, p. 638, concl. 
Guyomar；R.D.P., 2009, p. 1157, comm. Bottini. 
155 さらに、越権訴訟に限定する意図も AC！判決およびその論告からは見出しえない（Ch. 
Devy, concl. préc., (note 150), p. 466）。この点、F. Blanco, op. cit., p. 515 は、かかる枠組みの
柔軟さこそ判例法による改革のメリットであると評価する。実際に、第三者による契約の有効
性に関する訴えにつき、全面審判裁判官が判決の効力の修正をしうることを AC！判決の判断
枠組みを踏襲する形で明示したものとして、C.E. Ass., 4 avril 2014, Départment de Tarn-et-


























                                                     




しないことへの批判もあるところである（par exemple, J.-E. Schoettl, chron. préc., (note 150), 
p. 117；Cf. O. Mamoudy, D’AC ! à M6 en passant par Danthony, A.J.D.A., 2014, pp. 506-
507）。 
157 棄却判決の効力発生を延期したものとして、C.E. Sec., 27 octobre 2006, Société Techna S.A. 
et autres, Rec., p. 451；Cf. B. Seiller, Sécurité jurique et office du juge administratif, R.D.P., 
2016, p. 774. 
158 C.E. Ass., 23 décembre 2013, Société Métropole Télévision（M6）, Société Télévision 
francaise 1（TF1）, Rec., p. 322. 



























 (１) 遡及効により影響を被りうる諸要素 
① 一般利益の諸相 161 
                                                     
160 D. Truchet, Office du juge et distinction des contentieux：renoncer aux ≪branches≫, 
R.F.D.A., 2015, p. 657. 
161 ここでは、私益をも含めた一般利益の観念もまた目を引くが、既判事項の権威に関わる局面
に限らず、一般利益と個別利益の相対化自体は必ずしも近時の現象ではない（E.D.C.E., n°50, 
1999, p. 239 et s）。夙に我が国においても 20 世紀中葉に私益と公益の混同が指摘されている
（神谷昭『フランス行政法の研究』（有斐閣、1965 年）253 頁〔初出、1963 年〕）。後述する
1971 年リール市東部ニュータウン判決（C.E. Ass., 28 mai 1971, Ministre de l’Equipement et 
du Logement c/ Fédération de défense des personnes concernées par le projet actuellement 
dénommé ≪Ville Nouvelle-Est≫, Rec., p. 409, concl. Braibant）後の議論につき、参照、亘理



























大いなる不安定化（plus graves incertitudes quant à la situation et aux droits des allocataires 
et des cotisants）」であり、「負担金の返還請求の拡大は、失業保険制度の継続性を根本か






                                                     
っている公的・私的私益の複雑さを認識させる」ものでもある（B. Seiller, L’intérêt général et 
l’exercice des pouvoirs juridictionnels, in L’intérêt général. Mélanges en l’honneur de Didier 
Truchet, Dalloz, 2015, p. 605）。 









て考慮する事案は稀であり 165、「公役務の継続性 166」や、「教育役務の継続性 167」といっ
た、より具体的な危惧を示す傾向にある 168。第二に、たとえ具体的かつ現実のリスクであ
っても、重要な要素を構成しない利益も存する。財政上の利益である 169。コンセイユ・デ
                                                     
163 A. Van Lang, De l’usage du bilan dans l’après-jugement, in Le droit administratif：
permanences et convergences. Mélanges en l’honneur de Jean-Francois Lachaume, Dalloz, 2007, 
pp. 1076-1077；A.-C. Bezzina, 2004-2014 : les dix ans de la juridprudence AC !, R.F.D.A., 2014, 
p. 739. 
164 Ch. Devy, concl. préc., (note 150), p. 461. 彼の論旨によれば、一般利益および法的安定性の
要請、対、適法性の原理および実効的な裁判を受ける権利という構図が描かれる。Cf. F. 
Blanco, op. cit., p. 214 et s.；R. Chapus, op. cit., (note 13), p. 1104 et s.；D. Connil, L’office du 
juge administratif et le temps, thèse, Pau, Dalloz, 2012, p. 24；Cf. S. Boissard, op. cit., pp. 70-
81. 他方で、ある論者は、適法性の原理と法的安定性の原理とを安易に対置することは必ずし
も適切ではないといい（B. Mathieu, op. cit., (note 58), p. 107）、別の論者は、20 世紀初頭から
学説により主張されながらも、意味内容の多義性という困難を抱えていたことや、法的安定性
の概念が逆説的に不安定化を招きうることを指摘する（F. Blanco, op. cit., p. 214-215；F. 
Brenet, Les reserves d’intérêt général, in Le droit administratif：permanences et convergences. 
Mélanges en l’honneur de Jean-Francois Lachaume, Dalloz, 2007, p. 155）。 
165 A.-C. Bezzina, op. cit., p. 739. 
166 C.E., 23 décembre 2011, Danthony, Rec., 649；A.J.D.A., 2012, p. 195, chron. X. Domino et 
A. Bretonneau；ibid., p. 1484, étude C. Mialot；R.F.D.A., 2012, p. 284, concl. G. Dumortier；
ibid., p. 296, note P. Cassia；ibid., p. 423, étude R. Hostiou.  
167 C.E., 1er juin 2012, Fédération des syndicats généraux de l’education nationale et de la 
recherche publique, Syndicat national des enseignements du second dégré, Syndicat nationale de 
l’enseignement supérieur-FSU, Association Sauvons l’université, A.J.D.A., 2012, p. 1088. 
168 なお、B. Seiller, op. cit., (note 161). pp. 604-603 は「創り出されたであろう状況

























                                                     
170 C.E., 25 février 2005, France Télécom (supra note 153). なお、この判決は、新たな通信役
務市場におけるヨーロッパ法の尊重及び競争の発展に結びつく利益への過度な侵害を認め、結
果的には遡及効の制限の申立てを認容している。 
171 C.E., 11 juillet 2008, Syndicat de l’industrie de matériels audiovisuels élétroniques c/ Société 
Sorecop c/ Société Copie France, Rec., p. 263, A.J.D.A., 2008, p. 1414；D., 2008, p. 2074, obs. 
S. Lavric；ibid., 2009, p. 1992, obs. J. Larrieu, C. Le Stanc et P. Tréfigny；Cf. C.E., 17 
décembre 2010, SFIB, Association UFC Que Choisir et autres et SA Rue du Commerce, Rec.  
Table., p. 927；A.J.D.A., 2011, p. 854, note O. Bui-Xuan. 
172 J.-C. Ricci, op. cit., p. 221. 
173 D. Truchet, L’intérêt général dans la jurisprudence de Conseil d’État：retour aux sources et 
équilibre, E.D.C.E., n°50, 1999, p. 366；J.-C. Ricci, ibid., p. 272 et s；B. Seiller, op. cit., (note 




174 F. Blanco, op. cit., p. 244；D. Bailleul, Les nouvelles méthodes du juge administratif, 























                                                     
判事項の緩衝装置（amortisseur）の役目を果たしうることを指摘していたものとして、J.-B. 
Auby, À propos des réserves d’intérêt général, D.A., 2003, repère n°6. 
175 A. Perrin, L’injonction en droit public français, thèse, Éd. Panthéon-Assas, L.G.D.J., 2009, p. 
838. 
176 F. Blanco, op. cit., p. 517；O. Dubos et F. Melleray, La modulation dans le temps des effets 




（第 2 章第 2 節参照）。 
177 この点に関する問題提起として、後掲注 207 をも参照。 
178 J.-H. Stahl et A. Courrèges, étude, préc., (note 150), R.F.D.A., 2004, p. 444；F. Brenet, op. 
cit., pp. 158-159；C.E. Ass., 4 avril 2014, Départment de Tarn-et-Garonne (note 155)は、「裁判
を受ける権利（droit au recours）」を「基本的権利（droit fundamental）」と位置づけている。 
179 G.A.J.A., p. 803；F. Blanco, op. cit., p. 520；D. Connil, op. cit., p. 399；A.-C. Bezzina, op. 





















 (３) 衡量の論理の転用 





第 3 章で取り上げた 2003 年のクラン市判決であった 182。それによれば、違法な設置処分
と認定され、さらにその適切な規整（régularisation appropriée）が不可能な場合、裁判官
は、現存のさまざまな公益・私益に照らして、工作物の維持の不都合と解体の不都合とを
均衡し、解体が一般利益への過度な侵害（une atteinte excessive à l’intérêt général）をもた
らしうるかを判断しなければならない。同年 12 月に下された契約の分離しうる行為に関
                                                     
180 もっとも、前述の通り、遡及効の制限は行政の行為規範の範囲を狭めることにはなりうると
しても、完全に行政の諸義務を免除しうるものではない。 
181 学説および判例は、適法性の原理の要素を重視しており、AC！判決から 10 年以上を経た今
なお、実効的な裁判を受ける権利の精緻化は進んでいない。 
182 C.E. Sec., 29 janvier 2003, Syndicat départmental de l’électricité et du gaz des Alpes-
Maritimes et Commune de Clans, Rec., p. 21, concl. C. Maugüé；A.J.D.A., 2003, p. 784, note P. 
Sablière；R.F.D.A., 2003, p. 477, concl. C. Maugüé, p. 484, note Lavialle. 
216 
 
する判決 183や同年 2 月に下された先買い権に関する判決 184も、明らかに同様の判断枠組
みを採用している。とはいえ、費用便益衡量のコントロールはかねてから、フランス越権
訴訟の裁量統制を特徴づけるものである。収用の公益認定において用いられ、この統制手
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款）。そして、それは、多彩な統制主体によって担保されていることになる（第 3 款）。 
 








わけではない。ここでは、既判事項の執行の視角からこの点の議論に触れる（第 2 項）。 
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ユ・デタは判決の「執行」の局面であることを強調し、判断の基準時（第 3 章第 1 節）











（後述第 3 款）。 
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 Ⅰ フランス法における実体法概念 
 
 フランスにおいて行政に対する既判事項の権威の問題の主たる地位を占めるのは、原状
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法理は、適法性の審査たる越権訴訟によるコントロールを発展させ（第 2 章第 1 節）、
1980 年以降の法制度もまた権利の存否を正面から判断する仕組みを採用しなかったのであ
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で、19 世紀から続く権利実現のための差戻し（第 1 章参照）の性質が問題とされ、他方で、デ
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第 2款 具体的内容 
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いうのがフランス法のひとつの特徴であった（第 2 章第 1 節第 1 款）。しかしながら、再
度注目すべきは、フランス法において既判事項の客観的範囲は極めて原則に忠実に、厳格
に解されているということであろう（第 3 章第 1 節をも参照）。学説においても、我が国
やドイツで活発な既判事項の客観的範囲の拡張の議論は見当たらない。であるからこそ、
反復行為の禁止に係る判例法理は原状回復に係るそれと比べ、古典的ともいいうる状況を
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制（第 1 項）と後者に位置づく行政的統制（第 2 項）に分けた総括をし、コントロール手
法の全貌を振り返る。 
 
































































法理論との整合性をいかに確保するかという問題である（第 1 章第 2 節参照）。フランス
法は、これらの法理論と常に対峙し、ときに再考を付しながらも、その意義を正当に認め
                                                     
29 R. Denoix de Saint Marc et D. Labetoulle, chron. sur C.E. Ass., 5 juin 1970, Puisoye, Rec., p. 
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る。実効性を担保するために、一方で自らの権能を正当なものとし、他方で過大な権能を
限界づけるという理論的基礎の存在は、古典的なフランス越権訴訟を今日まで発展せしめ
る重要な要素といえよう。 
 かくして、フランス法が与えうる相対的視座が明らかになった一方で、フランスには適
法性の原理における適合すべき法とは何かという点につき、憲法学とも関わる古くからの
議論の蓄積が存在する。裁判官の判断と法律（loi）との関係は既判事項の権威においても
重要な意味を持ち得るものの、19 世紀から近時までの判例・学説を通時的に考察した本稿
において、この点は部分的に述べるにとどまり、それぞれの時代や事案の性質にあわせ、
深く考察することはできなかった。我が国において、判決・行政・裁判官を切り結ぶ理論
的基盤として、適法性の原理が位置づけられうるかに大きく関わる問題として、この問い
の究明は次なる課題である。 
 
